文化遺産の「拡大解釈」から「統合的アプローチ」へ : ユネスコの文化政策にみる文化の「意味」と「役割」 (2009年度公開学術講演) by 愛川 - フォール 紀子
― 1―
Seijo CGS Working Paper Series No.4, 2010
 
文化遺産の「拡大解釈」から「統合的アプローチ」へ 
 
―ユネスコの文化政策にみる文化の「意味」と「役割」― 
 
 
愛川-フォール紀子（あいかわ-ふぉーる・のりこ） 
（ユネスコ本部文化局顧問*・元ユネスコ本部無形文化遺産保護担当部長・政策研究大学院大学客員教授） 
 
 
 
はじめに
ユネスコ（UNESCO：United Nations 
Educational, Scientific and Cultural 
Organization、国連教育科学文化機関）本部
で無形文化遺産保護担当部長を務めており
ました愛川でございます。
ユネスコは 1972 年に採択された世界遺産
条約に基づいて「世界遺産」を選定している
ことで有名ですが、1945 年の設立以来、文化
遺産に関する様々な活動をしてきました。そ
の結果、ユネスコでは 1982 年にメキシコで
開催した世界文化政策会議以降、「文化遺産」
の中にモニュメント（建造物）や遺跡、美術
品のみならず、人びとの精神性や価値観を表
現する無形文化遺産をも含んだ拡大解釈を
することが促進されるようになりました。こ
の広い意味での文化遺産保護の目的は、文化
遺産を人びとの文化の象徴として、国家統一
のためやアイデンティティーの形成・確立、
そしてその促進・向上のために役立たせるこ
とにありました。そして、今日では、有形と
無形の双方の文化遺産が人びとの経済的・社
会的な持続的発展や紛争を防ぐ社会的な結
束の達成に役立つよう文化遺産を人間の活
動の総体として統合的にとらえて、その保
護・促進活動が進められています。
しかし、具体的に、どのようにこの統合的
なアプローチを実行していったら良いので
しょうか？ いろいろな試みが行われてい
ますが、さらに議論を進め経験を積む必要が
あるでしょう。建築家や考古学者、美術史家
等の有形文化遺産の専門家はまず有形の
「箱」や「形」があって、それに関連した無
形遺産を二次的に考えます。一方、アンソロ
ポロジ （ー人類学）やエスノロジ （ー民族学）
やフォークロア（民俗学）の研究者等、無形
遺産の専門家はまず無形遺産があって、その
表現に必要な場所や道具を二次的に考慮し
ます。しかし、本来あるべき「統合的アプロ
ーチ」は、文化遺産が共存している現実を反
映して、有形・無形の要素を同時に考慮して
人類の持続的発展に臨むことではないでし
ょうか？
本小論では、ユネスコの文化遺産に関する
概念と政策の展開を、ユネスコで実務を担当
した者として内部からどのように見て来た
かを考察した後、「将来の文化遺産の保護活
＊本ワーキングペーパーの元となった 2009 年 11月
21 日の学術講演開催時はユネスコ本部文化局顧問
であったが、2010 年 1 月 1 日以降はその職を辞し
ている。
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動において、統合的なアプローチはどのよう
にあるべきか？」を皆さんと一緒に考えてみ
たいと思います。
それでは、以下、まず第１に、ユネスコの
加盟国が時代の政治や経済、社会の変遷に伴
って、文化の意味と役割をどのように理解し
て来たかを検討します。第２に、ユネスコの
プログラムの中で文化遺産の概念がどのよ
うに変遷してきたのか、また、その変化に応
じてどのような政策が取られてきたかを論
じます。第３に、ユネスコの「世界遺産」プ
ログラムをクローズアップし、文化遺産の拡
大解釈が世界遺産の登録にどのように反映
されて来たのかを検討します。さらに、第４
として、無形文化遺産から見た文化遺産の拡
大解釈の意味を考察します。そして最後に、
世界遺産条約と無形文化遺産保護条約の統
合的アプローチの可能性を探ります。
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１．ユネスコにおける文化の概
念の推移
国連機関の中で唯一文化を担当するユネ
スコは、1945 年の創設以来、加盟国の政治
的・社会的状況に応じて文化をさまざまな要
因と結びつけて解釈し、事業を進めてきまし
た。
ユネスコの創設時から 1950 年代までは、
大戦直後という状況のため、文化を通して国
際理解を深め平和を構築することが優先さ
れ、「文化」は芸術文芸と解釈されていまし
た（UNESCO 2007a）。当時の加盟国は西欧
諸国が大多数であったため、それまで西欧で
あまり知られていなかった、アジア等の非西
欧世界の芸術文芸の紹介や東西文化の比較
研究事業が行われました。
1960 年代に入ると、独立国が急増し、ユネ
スコへの加盟国が増え始めました。これらの
国々は、独立や国家建設を推進して行く過程
で、国民の精神的糧であり民族や国家統一の
シンボルとして文化を解釈し、「文化のアイ
デンティティー」を重要視しました。そこで、
文化は急速に政治と結び付いて考えられる
ようになったのです（UNESCO 2007a）。
1970 年代に入ると、独立を勝ち得た発展途
上国の主たる関心事は、国家建設と経済開発
であることが顕著になりました。その結果、
文化は途上国の開発政策と結び付いて考え
られるようになりました（UNESCO 2007a）。
1974 年には、これらの新興国は一丸となって
国連の「資源と開発」特別総会で「新国際経
済秩序」を宣言し、自国の資源に対する主権
と経済開発や利益の優先性を主張しました。
また、新興国は、それまで経済至上主義で物
質的発展のみを重視してきた国連機関や二
国間協力の経済開発協力政策に疑問を投げ
かけ、開発の真の目的を問い始めました。ま
た、これ等の機関がそれまで行ってきた経済
開発協力政策はしばしばどの国の開発計画
にも同じモデルを適用していたため、現地の
状況に適合せず失敗に終わった例が多数見
られました。
こうした世界状況の中で、ユネスコは開発
途上国の人びとの文化的価値観や社会構造
に適した開発政策が必要であることに気付
き、開発を目的とした文化政策を考える一連
の「文化政策会議」を開催します。1970 年の
世界会議（1970 年 8 月末ヴェニスで開かれ
た文化政策の機構的、行政的、財政的側面に
関する政府間会議）を皮切りに、ヨーロッパ
やアフリカ、アジア、ラテンアメリカ、アラ
ブ諸国とともに地域ごとに会議を開催しま
した。そして、総まとめの世界文化政策会議
を、1982 年にメキシコで開きました。この世
界会議において、ユネスコで初めて「文化」
が次のように定義されました。「文化とは、
特定の社会または社会集団に特有の精神的、
物質的、知的、感情的特徴をあわせたもので
あり、また、文化とは、芸術・文学だけでは
なく、生活様式や人類の基本的権利注1、価値
観、伝統及び信仰も含むものである」。人間
の生活を広範囲に捉えたこの文化の定義は、
1982 年のメキシコでの世界文化政策会議以
来、今日まで一貫して使われています。
ここでは、メキシコで開催された世界文化
政策会議の結論を以下に引用しておきまし
ょう。
開発の最終目的は人びとの「幸せ」
（well being）であるから、人びとの精
神的・情緒的幸せと物質的幸せの両方を
満たしてこそ、真の開発の目的が達成さ
れる。従って、開発政策は開発の対象と
なる人びとの文化的アイデンティティ
                                                     
注 1 文化の多様性に関する世界宣言（2001 年）では
人類の基本的自由と自決権を意味する「人類の基本的
権利」が「共生の方法」に入れ替わっている。
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ーを尊重し、彼らの社会構造や価値観、
信仰等、文化的特質に適した「テーラー
メイド」（tailor made）の政策であるべ
きである。また、その政策作成には現地
の人びとの積極的な参加を促し、現地の
人びとの意思に則った「内発的開発政
策」（endogenous development policy）
を推進するべきである。このような文化
面と経済面両方をともに考慮した総合
的な開発政策を実施することによって
はじめて真の開発目的が達成できる。文
化的アイデンティティーを自他ともに
認めることを通して、また、開発事業に
積極的に参加することを通して、人びと
に強力なモチベーションとエネルギー
を涌かせ、開発事業を成功に導く。各々
の文化的アイデンティティーが尊重さ
れることによって世界の文化の多様性
が保護される。それ故、国際社会、特に
ユネスコは各国の独自な文化を考慮し
た開発政策を促進すべきである
（UNESCO 1982）。
一方、1970 年代の後半から、多文化国家の
国内政策として人びと、特に少数民族や移民、
先住民族の文化的アイデンティティーを擁
護することが、国内の社会的な結束に繋がる
との議論がしばしば展開されるようになり
ました。そして平等精神に基づく文化多元主
義（cultural pluralism）と文化の多様性の重
要性が、ラテンアメリカをはじめとする世界
各地で主張されはじめました。
この傾向は 1980 年代になると一層明確に
なり、文化がデモクラシー（democracy）と
結びつけて考えられるようになりました
（UNESCO 2007）。そして、人権の中でも
市民的政治権のみならず経済・社会・文化権
も注目されるようになり、「文化の権利」
（ Cultural Rights ）や「言語の権利」
（Linguistic Rights）、「少数民の権利」
（Minority Peoples’ Rights）、「先住民の権
利」（Indigenous Peoples’ Rights）を保護す
ることが、国内や国家間の紛争解決や人権擁
護を促進する手段である事が国際社会で盛
んに強調されました注2。そして、南アの反ア
パルトヘイト運動注3を契機に、文化のアイデ
ンティティーが人権に結び付けて考えられ
るようになりました。このように、文化と政
治の関連性は、国内及び国際的にデモクラシ
ーの向上と経済・社会的な文化権の促進運動
に伴ってますます強化されました。
1990年代から2000年代初めまでは冷戦の
終結に伴って、それまで東西の緊張の下で封
じ込まれていた局地的不満や紛争がさまざ
まな地域で爆発しました。そしてその対策と
して、文化と政治、開発、デモクラシーの結
び付きはいっそう緊密になり、文化の多様性
とその帰結としての文化間の対話が安全保
障と平和構築に結び付けて考えられるよう
になりました。
旧ユーゴースラビアやバルト三国、中央ア
ジアやコーカサスの新独立国は、元々多民族
かつ多宗教であった上に、ソ連時代にスター
リンが統治政策の一環として多数の少数民
族を強制移住させたため、小国ながらどの国
も 100 余りの多数の民族を抱え、民族間の紛
争が絶えず、国家の統一を脅かしました。そ
こで多民族共存の政策として、多文化・多言
語政策がもっとも重要な課題となりました。
                                                     
注2 1982 working group on Indigenous population 設立,
UN Declaration on the right to development(1986) ,文化権
の参加政策強化( participatory elements as essential to all 
human rights for all including individuals, members of 
minorities, indigenous people, and the most vulnerable 
population groups(article 1), 1992 UN declaration on the 
rights of Persons belonging to national or ethnic, religious 
and linguistic minorities, 1993 Vienna Declaration and 
Programme of Action, Part I para 19[the persons belonging 
to minorities have the rights to enjoy their own culture, to 
profess and practice their own religion and to use their own 
language in private and in public, freely and without 
interference or any form of discrimination] 
注 3 1994 年 4 月、ネルソン・マンデラが大統領に選
出され、アパルトヘイトは終了。
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またグローバル化（globalization）に伴い、
ローカルな文化が急速に失われ文化の画一
化が進行したため、その反動として文化の多
様性の保護・保存を主張する国際世論が高ま
りました。さらに、グローバル化のもう一つ
の負の産物として貧富やＩＴ知識の格差が
広がり、少数民族や先住民族が貧困化し、疎
外され、彼らの不満が増大して多くの国内紛
争が起きました。そこで、紛争の予防や解決
のためには彼らの権利を保護する必要性が
生じ、少数民族や先住民族の権利の問題が重
大な課題になりました。
一方 1982 年にメキシコで開催された世界
文化政策会議で明らかにされた「文化と開
発」を結び付ける概念は 1990 年代には実践
段階に入りました。メキシコ会議の勧告に従
って、国連は 1987-1997 年を「世界文化的開
発の 10 年」（World Decade for Cultural 
Development）と指定し、ユネスコの主導の
下に文化を経済開発に緊密に結び付ける政
策の実施を世界の援助国・被援助国や国際機
関に訴えました。
また、1992 年には国連とユネスコは「文化
と開発に関する世界委員会」（ World 
Commission on Culture and Development）
を設置しました。同委員会は３年にわたって
世界各国の文化と開発がいかに関連してい
るかの実態に関する研究や分析を行い、1995
年にそれをまとめたレポート Our Creative 
Diversityを出版しました。同レポートには、
以下のように結論付けられています。
真の開発とは物質のみならず精神面
を含めた総合的なアプローチによって
成し遂げられるものであり、文化は経済
開発に従属するのではなく、経済開発の
社会的基盤を作る。そしてすべての文化
が平等に尊重されることを前提条件と
して人びとがそれぞれの生き方に関し
て自由に選択できることが大切である。
またデモクラシー、平等、人権等の普遍
的な原則を満たした、文化多元主義
（cultural pluralism)を推進することに
よって「文化の多様性」が保護されるべ
きである。この過程で従来、蔑ろにされ
ていた少数民族や先住民の文化や文化
権が保護・保障されるような文化政策が
推進されるべきである。それは文化の多
様性が創造の源泉であり、人間の進歩に
欠かせられないからである（UNESCO 
1995）。
1998 年、同レポートの勧告に従って、スト
ックホルムで「開発のための文化政策に関す
る 政 府 間 会 議 」（ Intergovernmental 
Conference on Cultural Policy for 
Development）がユネスコとスウェーデン政
府の共催で開かれました。
この政府間会議は開発促進のために取る
べき文化政策として、次の５つの政策目標を
加盟国政府に勧告しました。それは、１）文
化政策を開発政策の一部に取り入れる、２）
創造性を向上し、人びとの文化生活への参加
を促進する、３）文化遺産保護を促進し、文
化産業振興政策を強化する、４）情報社会に
おいて文化と言語の多様性を促進する、５）
文化の発展のために一層の人的・資金的資源
を供給する、というものです（UNESCO 
1998）。
2000 年代になると、国連のすべての機関は、
2000 年に国連が発した「ミレニアム開発目
標 」（ Millennium Development Goals: 
MDGs）の達成のためにそれぞれの専門分野
の視点から協力することになりました。ユネ
スコ文化局は、文化局の事業を通して、
MDGs の中の貧困の軽減と環境保全に協力
することになりました（UNESCO 31C4）。
当時、ICT 技術（情報通信技術）の発展とグ
ローバル化を通した発展の正の産物として、
映画やテレビのプログラム、DVD や CD、書
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物・雑誌、ゲームソフト等の文化的コンテン
ツ産業が急速に発展し、その経済効率性が評
価されるようになりました。文化産業は今や
世界の GDP の７％に達しています。アメリ
カでは、文化産業は航空産業や軍需産業を追
い越して第一の輸出産業になりました。こう
して、文化は「文化産業」を介して経済発展
と貧困の軽減に直接結び付けられるように
なりました。
その結果、2001 年、第 31 回ユネスコ総会
で、「文化の多様性は人類共通の遺産である」
と謳った「文化の多様性に関する世界宣言」
（ UNESCO Universal Declaration on 
Cultural Diversity）が全会一致で採択され
ました。また、その４年後の 2005 年には、
同宣言の文化産業の部分を強調した、「文化
的表現の保護と保全条約」（The Convention 
on the Protection and Promotion of the 
Diversity of Cultural Expressions）が採択さ
れました（Aikawa 2009c）。
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２．ユネスコにおける文化遺産
の概念と政策の展開
ユネスコの文化遺産保護活動は、ユネスコ
憲章第１条第２項 c、「（ユネスコの任務は）
世界の遺産である図書、芸術作品並びに歴史
及び科学の記念物の保存及び保護を確保し、
かつ、関係諸国民に対して必要な国際条約を
勧告する」を基盤にしています。ユネスコは、
1945 年の創設の翌年、博物館関係の専門家を
集めた非政府機関 ICOM（International 
Council of Museum）を設立し、第２次世界
大戦で破壊や略奪の被害を受けた博物館・美
術館の再建や破損した美術品の修復事業に
重点的に取り組みました。
ユネスコは、文化遺産を「可動遺産」
（movable）と「不可動遺産」（immovable）
に分けて事業を展開してきましたが、創設当
初は、可動遺産と博物館に関する事業を優先
していました（Bolla 2009）。1949 年からユ
ネスコで準備を進め、1954 年に採択された
「武力紛争の際の文化財の保護のための条
約」は、現在５つあるユネスコの文化遺産に
関する条約の中でも最初の条約でした。この
条約では、可動と不可動の両方の文化遺産が
扱われています。この条約ですでに「文化遺
産はすべての人類の遺産」という概念を確立
しています注4。その他、1950 年代半ば以降、
特に 1960 年代に考古学発掘に関する国際的
原則（1956）や博物館を身近にする方法
（1960）、景観美の保護（1960）、文化財の不
法輸入・輸出と所有権移転防止（1964）、公
共事業によって危機に直面している文化財
の保護（1968）など、５つの文化遺産に関す
る勧告書を採択しています。文化財の不法輸
入・輸出と所有権移転防止の勧告は、1970
年に条約となり、今日では広く実施されてい
                                                     
注4 武力紛争の際の文化財の保護のための条約の前文
ます。
文化遺産保護の国際協力事業は、1960 年に
開始されたエジプトのナイル川渓谷にある
アブシンベル神殿を中心としたヌビアのモ
ニュメントを、経済開発に不可欠なダム建設
工事から救済することから始まりました。こ
の事業では、19 世紀初めのナポレオンのエジ
プト遠征以来ヨーロッパに広まった古代エ
ジプト文明ブームが覚めやらないアメリカ
やイギリス、フランス、イタリア、ドイツな
ど、古代エジプトに憧れる西欧諸国が一丸と
なってキャンペーンを盛り上げました。ユネ
スコは世界各国から 8000 万ドルに上る資金
を集め、前代未聞の大規模な文化遺産救済事
業に成功したのです。
このキャンペーンを契機に、それまでユネ
スコが持っていた「文化遺産はそれぞれの国
が保護する」という原則が覆され、「文化遺
産は人類共通の遺産であるから、その保護は
国際協力によってなされるもの」という新し
い考え方が導入されました（Bouchenaki 
2000, Bolla 2003,2009）。このキャンペーン
は世界のメディアの注目の的となり、ユネス
コ＝文化遺産保護というイメージを世界中
に広めました。
このキャンペーンの成功が知られると、ユ
ネスコに世界中から同様な文化遺産保護キ
ャンペーンのリクエストが殺到しました。毎
年洪水の被害を受けるイタリアのベニスや
地震の被害を受けたインドネシアのボロブ
ドゥールの仏塔、チュニジアのカルタゴ遺跡
などから保護依頼が続々と寄せられ、たちま
ち 20 近い件数に上り、国際社会もユネスコ
も資金調達が追いつかなくなりました。そこ
で、世界の文化遺産保護政策を整理する目的
で世界遺産保護条約が準備されたのです。な
お、「世界遺産」プログラムの枠内での文化
遺産概念の展開については次の章で述べま
す。
「文化」を定義した 1982 年のメキシコの
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憲
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世界文化政策会議は、「文化遺産」注5にも新し
い定義を与えました。このとき、初めて文化
遺産が人びとの文化的アイデンティティー
と結び付けられ、文化遺産は人びとが主権と
独立を守ることを可能にするものと定義さ
れました。また、文化遺産を、それを作った
人びとの創造性を表現し創造の源泉になる
ものと規定し、有形なものも無形なものも含
まれるとして、言語や儀式、信仰、歴史的場
所、モニュメント、文学、芸術作品、アーカ
イブ（保存文書）、図書館等を文化遺産の例
として挙げています。
「文化と開発に関する世界委員会」（World 
Commission on Culture and Development）
が 1995 年に出したレポート、Our Creative 
Diversity の第８章「開発のための文化遺産」
では、メキシコで宣言された文化遺産の新し
いアプローチをさらに一歩進めて、「文化の
多様性を念頭においた文化遺産の保護は人
びとのアイデンティティーを強化するのみ
ならず、文化産業と同様に経済開発に貢献す
ることを政策として一般化する必要がある」
（UNESCO 1995）ことが主張されました。
「美と歴史のみを考慮してエリート的でモ
ニュメント中心の旧来の文化遺産の解釈を
行い、無形遺産的なものである口頭伝承や世
俗的・庶民的で日常的なものを依然として無
視する傾向があるのは遺憾である。もっと広
範囲で人類学的(anthropological)な文化遺産
の解釈を普及する必要がある。そして文化遺
産の保護・管理政策はトップダウンではなく、
現地のコミュニティーの参加による包括的
な政策であるべきである」（UNESCO 1995）
ことが強調されています。
1998 年にストックホルムで開かれた「開発
のための文化政策に関する政府間会議」で掲
                                                     
注 5 ユネスコでは「文化遺産」や「文化財」は各条
約でその条約の適用範囲に関して定義されてきたが、
「文化遺産」が一般的に定義されたのはメキシコ会議
が始めて。
げられた５つの政策目標の中にも、「文化遺
産保護を促進し、文化産業振興政策を強化す
る」ことが盛り込まれており、その内容は、
「文化と開発に関する世界委員会」が提出し
たレポートの内容を再確認しています。この
アプローチは、直ちにユネスコの 1996-2001
年の中期計画（UNESCO 28C4）に反映され
ました。この新しい文化遺産の概念は、先に
述べましたように、1990 年代の文化と政治、
開発、デモクラシーとが一層緊密に結び付け
られるようになったことと、グローバル化の
急速な進行と東西緊張緩和のために切実に
必要となった文化の多様性を認める発想、そ
の結果生じた文化間の対話を反映していま
す（Arizpe 2007）。
2002年から2008年の中期計画（UNESCO
31C4）では、文化遺産の保護活動は、国連開
発計画（UNDP）が 2000 年に採択した「ミ
レニアム開発目標」（Millenium Development 
Goals）MDGs の第一目標である貧困軽減に
結び付けられました。文化遺産周辺の人びと
が文化遺産の保護活動に参加することによ
って、彼らの雇用と収入を確保することを通
して貧困を軽減しようとするものです。また、
この中期計画では、世界遺産を含む文化遺産
保護のプログラムは、この時代の地政学を反
映して、「文化の多様性の擁護と文化間の対
話」を目的とする活動の一環とみなされるよ
うになりました（UNESCO 2001）。
2002年～2008年の中期計画に従って、ユネ
スコのバンコック事務所では、当時アジア太平
洋の文化担当官であったR. A.エンゲルハルト
（Richard A. Engelhardt）の主導の下に、
LEAP（Local Effort and Preservation、「地元
主導の保存」）プロジェクトを実施しました。
このプロジェクトの基本的コンセプトは、「文
化遺産周辺に住む地域の人びとが、遺産は自分
達のものというオーナーシップの意識を持つ
こと、そして、彼らが長年持っていた現地の技
術や材料を最大限利用して彼ら自身の手で遺
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産を保存し管理して行くことが出来るよう研
修する」ということでした。また、｢遺産周辺
に住む地域の人びとが保護活動に直接参加す
ることによって、彼らは雇用と収入を確保し、
遺産から得られる観光収入等が彼らに還元さ
れる制度を作ることによって貧困が軽減され
る｣ことを目指したのです。このようにして、
「遺産の保護管理を直接『持続的開発』に結び
付ける。また、文化遺産を有形・無形に区別し
ないで、遺産の持つ意味や価値観や機能を含め
包 括 的 に保 護 す る」 と い うも の で す
（Engelhardt 2000）。
現在進行中の 2008-2013 年の中期計画
（UNESCO 34C4）では、文化のプログラム
全体の第１の目的を、「文化の多様性と文化間
の対話と平和の文化の強化」と定めています。
中でも「文化の多様性は、経済開発のみならず、
開発の最終目的である精神的幸福への道であ
るから真の持続的開発達成のためには不可欠
である」ことを前提としています。そして、ま
ず、2005年に採択された「文化的表現の保護
と保全条約」（Convention on the Protection 
and Promotion of the Diversity of Cultural 
Expressions）に基づいて、経済開発に直接結
び付く文化産業の発展を最優先プログラムに
設定しています。
２番目の目的には、「平和構築のための文化
間の対話」のプログラムを置いています。そし
て、それまで最優先プログラムであった文化遺
産保護のプログラムを、最後の３番目に置いて
います。そこでは、「今や可動不可動、自然文
化、有形無形の遺産はそれぞれ条約によって保
護されるようになったが、アイデンティティー、
開発、和解の３つの目的を掲げ、参加型で包括
的なアプローチを取って、互いに調整しながら
対応する努力をすべきである」（UNESCO 
2007b）と書かれています。この優先順位の入
れ替えは、最近ユネスコが出版した世界文化レ
ポート、Investing Cultural Diversity and 
Intercultural Dialogueに書かれていますよう
に、ユネスコは劣化する文化遺産の保護を優先
して長年事業を展開してきましたが、今日では、
「文化の変化、つまり文化の多様性をどのよう
に管理するか」という問題に対処できるように
方向転換をする必要があることを意味してい
ます（UNESCO 2009a）。
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３．「世界遺産」における文化遺
産の拡大解釈
世界遺産条約は周知の通り、文化遺産と自
然遺産を初めて統合した国際条約として、当
時としては画期的な試みと見なされました。
しかし、この統合は新しい概念を生むことを
意図したというよりも、アメリカ主導の環境
保護の学術団体である IUCN（国際自然保護
連合 International Union for Conservation 
of Nature and Natural Resources）を従えた
国連とユネスコの政治的縄張り争いの結果
と言えましょう。アメリカでは、世界で数少
ない例ですが、自然遺産も文化遺産も内務省
管轄の国立公園局（National Park Service）
が管理しています。そのため、当時、アメリ
カ主導の IUCN が国際協定を提案する上で
も、当然、自然遺産と文化遺産の双方を含め
て「世界遺産トラスト」（World Heritage 
Trust）を策定し、その草案を 1965 年から準
備していました。この草案は、IUCN とスウ
ェーデン政府が中心となって準備し、1972
年６月のストックホルムの国連人間環境会
議に目玉の議題として提出される予定にな
っていました。アメリカ政府は大統領官邸
（White House）がらみでこの問題に力を入
れ、ニクソン大統領自身も介入しました。
それとはまったく別途に、ユネスコでは、
エジプトのアブシンベル神殿の救済キャン
ペーンの国際的成功後、各国から救済リクエ
ストが殺到したことに勢いを得て、1972 年総
会での採択を目標として、世界の優れた文化
遺産を選択して保護・保存するシステムを作
る国際協定の草案を 1966 年頃から策定して
いました。この草案策定の背後には、1964
年にモニュメント（記念工作物）の修復に関
するヴェニス憲章［「記念物および遺跡の保
存修復憲章」］を作成し、1965 年にユネスコ
の NGO として設立した ICOMOS（国際記念
物 遺 跡 会 議 、 International Council of 
Monuments and Sites) が積極的に関与して
いました（Bolla 2003,2009）。
このように、1972 年の国連人間環境会議に
向けて、IUCN が策定した自然遺産を主な対
象とする「世界遺産トラスト」と、ICOMOS
が策定した文化遺産のみを対象とする保護
条約の２つの国際協定の草案が着々と準備
されていたのです。が、それぞれの条約の策
定担当者は 1970 年頃まで互いの動きを知ら
なかったようです（Batisse 2005）。
1971 年 11 月になって、ユネスコは危機意
識を持ち始めました（Bolla、2003）。それは
もし IUCN 主導の自然遺産保護を主にした
協定がストックホルムで採択されれば、条約
の施行はストックホルム会議で設立が予定
される新しい国連組織（今の国連環境計画
UNEP:United Nations Environment Programme）
が担当することになり、ユネスコは、環境プ
ログラム等の自然科学関係のプログラムを
国連に奪われることになるところでした。そ
こで、急遽、その推進国アメリカに、「ユネ
スコは策定中の協定草案に自然遺産を含む
よう修正する用意があり、国連システムとし
て一本の条約を作るべきである」との話を持
ち掛けました。
当時、文化遺産保護はエジプトでの成功以
来世界の注目の的になっていましたが、自然
保護、すなわち環境問題は今日のように世論
の中核をなしてはいませんでしたので、ユネ
スコの立場はやや有利でした。アメリカと
IUCNはユネスコとの白熱した交渉のあげく
に態度を軟化させ、ユネスコの草案訂正案を
受け入れました。
ここで注目すべきことは、アメリカが「世
界遺産」（world heritage）という言葉に固執
し、自然遺産保護を中心に据えて国際協定策
定の主導権を握ろうとしたことです。一方、
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ユネスコは 1972 年４月条約策定のために開
催された政府間専門家委員会をみごと説得
し、条約の内容に文化遺産と自然遺産の双方
を盛り込んだ修正草案を可決させました。そ
して同年６月のストックホルムの国連人間
環境会議では、「自然と文化は別々に扱えば
双方とも消滅の危機に瀕するであろう。この
問題は自然と文化が共に扱われてこそ存在
できる人間の生存に関わる」というマウー・
ユネスコ事務局長の洞察力鋭いスピ－チを
掲げて、ユネスコはアメリカと IUCN に彼ら
の草案を会議に提出することを断念させま
した。そして、ストックホルム会議はユネス
コの提出した草案を支持する事を決定し、そ
の年の 11 月に予定されていたユネスコ総会
がその草案を採択するように要請しました
（Batisse 2003）。
そしてユネスコは同年 11 月の総会に自然
遺産と文化遺産が平等に扱われる草案を提
出し、激しい反対意見を何とか切り抜けて世
界遺産保護条約の採択に漕ぎ着けることが
出来たのです。
世界遺産保護条約の最も革新的な部分は
条約第６条で、各国の国家の主権を尊重した
上で（内政干渉はしないということ）、「この
条約で扱われる文化自然遺産は世界遺産で
あるから、その保護は国際社会全体が協力し
て行うべき義務である」と明記したことです。
この条文は、アブシンベル神殿等のヌビア遺
跡群の救済キャンペーン以降提唱されてい
た文化遺産は人類共通の遺産であるという
考え方を反映しています。が、条文化の裏に
は、基金の義務的分担を主張する途上国が、
任意拠出を主張し続けたアメリカやドイツ、
カナダとの間で激しい議論を展開し、その末
に勝ち取った一文であったとのことです
（Bolla 2003）。南北間で激しい議論が交わさ
れた背景には、任意拠出とすると何かとスポ
ンサーの注文が付いて世界遺産保護条約を
運用する政府間専門家委員会が基金を自由
に使えないので、それを是が非でも避けたい
という理由がありました。
世界遺産条約は、自然遺産と文化遺産とを
統合的に扱うことを可能にした革新的な条
約ですが、実際には、「統合的アプローチ」
は、条約を批准した国々でさえあまり実行に
移されていないようです。その原因には行政
的な理由と概念的な理由があります。
第１に、国内行政の観点から見てみますと、
アメリカやカナダ、オーストラリア以外のど
の国も、自然遺産と文化遺産は別の行政組織
によって管理されているため、統合的アプロ
ーチがなかなか実現されません（Bolla 2003）。
第２に、概念上の理由があります。「統合
的アプローチ」は政治的な妥協の結果便宜的
に採用されたという経緯がありますので、
「統合」について、事前に充分な概念上の検
討が成されたとは言えません。自然遺産重視
派の側から見れば、「統合」のメリットは、
この条約の成立で自然遺産が保護の対象に
なったのみならず、文化遺産のように、「将
来に継承されるべき遺産」と見なされるよう
になったことにあると言えるでしょう
（Batisse 2003）。
しかしながら、自然（遺産）と文化遺産を
統合した世界遺産条約によってさまざまな
サイト（対象地）を登録していく中で、自然
（遺産）と文化遺産を統合することの正当性
が徐々に見えてきています。要するに、帰納
的な意味で、今日ますます強調されるように
なってきている環境保全の重要性とともに、
統合的アプローチは世界の世論の賛同を得
るようになってきたと言えます。
1972 年に採択された世界遺産保護条約は、
草案の段階では、約 100 の厳選された自然文
化遺産を国際社会が責任をもって保護・保存
してゆくという主旨でした（Bolla 2003）。し
かし、今日（2009 年 11 月現在）では 890 件
もの多数の遺産が登録されています。このた
め、条約が 1975 年に発効されたわずか 10 数
― 14―
年後には、登録された遺産がはたして本当に
「顕著な普遍的価値」（Outstanding Universal 
Value、俗にOUV と言われています）を持っ
ているのかどうかという信頼性の問題が浮
上しました。また、文化遺産の登録件数が自
然遺産より遥かに上まっていることも問題
として指摘されました。この点については、
「この条約が文化遺産のための草案を土台
にしているからだ」という声も聞かれます
（Batisse 2003）。さらに、もう一つの問題と
して、登録されたサイトのほとんどがヨーロ
ッパとアメリカ、アジアで、南半球の国々か
らの登録は寡少という、地理的なアンバラン
スが途上国から強く指摘され始めました。
そこで、1992 年には、自然遺産と文化遺産
のアンバランスを解消する手段として、双方
の接点を繋ぐ文化遺産の一部の中に「文化的
景観」が新たなカテゴリーとして導入されま
した。文化的景観は、まさにユネスコ事務局
長のマウーがストックホルムで言った通り
の「人間と自然環境の共同作品」を指してい
ます。庭園や公園などの他、棚田など農林水
産業などの産業と関連しており、人間活動と
ともに進化する景観であったり、聖山のよう
に自然の要素を多く持った宗教・芸術・文化
と深く関連する景観がこの範疇に入ります。
日本では、紀伊山地の霊場と参詣道や石見銀
山が該当します。
文化的景観には自然遺産と文化遺産の統
合のみならず、自然及び文化遺産の持つ価値
や精神性、機能など無形遺産の要素も含めて
います。例えば、最初の文化的景観として
1993 年に登録されたニュージーランドのト
ンガリロ国立公園は、公園内の山々がそこに
住むマオリ族の信仰の対象になっているこ
とが評価されて登録されました。
1994年６月には、世界遺産を保護する戦略
として、さらに「世界遺産一覧表における不均
衡の是正及び代表性・信頼性の確保のためのグ
ローバル・ストラテジー」（Global Strategy for 
A Balanced, Representative and Credible 
World Heritage）が採択されました。この「戦
略」は地理上の、あるいはテーマ上のアンバラ
ンスを是正して世界遺産リストの代表性や信
頼性を確保するためには、世界遺産の定義を拡
大解釈して、文化遺産を人間の生活文化の諸活
動の場や表現として広範囲にとらえるアプロ
ーチをとる必要があることを指摘するもので
した。この指摘に基づいて、文化遺産の登録基
準が大きく改定され、美的（aesthetic）で、
直線的（linear）で、モニュメンタル（記念碑
的）なもののみ対象とした基準から、もっと無
形的な要素を含んだ、人類学的でグローバルな
基準に訂正されました。具体的には、「人類の
創造の傑作」（a masterpiece of human creative 
genius）、「生活としての文明」（living civilization）、
「文化伝統」（cultural tradition）、「技術の集積」
（ technological ensemble ）、「土地利用」
（land-use）が世界遺産の登録基準に加筆され
ました（Lévi-Strauss 2000）。
モニュメントの持つ意味や記憶を重視す
る見方は、すでに 1979 年にアウシュビッツ
の収容所跡が「関連価値」（associated values）
として、忘れてはならない歴史の証言として
登録されたことに始まり、また、セネガルの
奴隷貿易を記憶するゴレ島や広島の原爆ド
ームの例があります。
1992 年に日本が締約国になってから、それ
までの、ヴェニス憲章に基づいたヨーロッパ
的な「真正性」（authenticity）の概念を見直
し、アジアの文化遺産の特色を考慮して真正
性の概念を拡大する必要性が世界遺産委員
会で取り上げられました。この真正性の概念
の拡大とは、「石とか木とか土というモニュ
メントの材質の真正性のみを『人類の創造の
傑作』を選ぶ際の主な登録基準としないで、
建築技術等も含めてもっと拡大解釈するべ
きである」ということでした。こうした要求
の背景には、日本を含む多くのアジアの建造
物が年代が経てば腐朽する木造だったので、
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新しい木材を使って修復・復元したものが世
界遺産リストの登録対象にならないのはお
かしいとの不満がありました。
日本は、1994 年 11 月に「真正性」（オー
センティシティー）の概念を拡大する国際専
門家会議を奈良で開催し、「オーセンティシ
ティーに関する奈良ドキュメント」（Nara 
Document on Authenticity）が宣言されまし
た。この文書（ドキュメント）では、文化と
遺産の多様性を重視することを前提として、
「遺産が、それが帰属する文化の文脈の中で
考慮され評価しなければならないことを要
求」（同ドキュメント第 11 条）しています。
従って、「文化遺産の性格とその文化的文脈
により、オーセンティシティーの評価は形態
と意匠、材と材質、用途と機能、伝統と技術、
立地と環境、精神と感性、その他内的・外的
要因を含む非常に多様な情報源の真価と関
連するべき」（同ドキュメント第 13 条）と宣
言されました。こうして世界遺産のオーセン
ティシティーの評価の基準に、用途や機能、
伝統、技術、精神、感性など多くの無形の要
素が含まれるようになりました（Stovel and 
Lemaire 1994）。
以上に述べたような工夫努力にもかかわ
らず、地理的・テーマ的なアンバランスは是
正されないどころか進行する一方でした。そ
の理由の一つは、皮肉なことに、拡大された
新概念が途上国に理解されず、途上国が従来
の概念にそって遺産登録の推薦書を出し続
けたことにあります。もう一つの理由として、
世界文化遺産登録が、先進国では国や都市の
アイデンティティーの高揚のために利用さ
れ、各国が世界遺産登録熱に取り憑かれてい
た（Lévi-Strauss 2000）こともあります。ま
た、文化遺産の視野が産業遺産等にまで大幅
に拡大されたために、自然遺産に比較して対
象が拡大し登録件数が増え続けたことも、ア
ンバランスが増大し続けた理由だと思われ
ます（Lévi-Strauss 2000）。
しかし、発展途上国の登録件数が依然とし
て少なかった最たる原因は、途上国では、文
化遺産・自然遺産保護が優先課題ではなかっ
たからです。彼らにとって優先するのは、経
済開発と社会的な安定です。そのため、発展
途上国では、文化遺産登録の推薦書を作成す
る努力もしませんでしたし、その能力もなか
ったのです。
1994 年のグローバルストラテジーは、
2002 年世界遺産条約 30 周年記念の時に「ブ
ダペスト宣言」として再確認され、さらに拡
大されました。宣言では「信頼性」
（credibility）、「保護」（conservation）、「能
力開発」（capacity building）、「コミュニケー
ション」（communication） の４つの「C」
が強調されました。この宣言の意図は、1994
年のグローバルストラテジーにもあった世
界遺産の「信頼性」（credibility）の回復の他
に、遺産の保護保存活動を主目的とすること、
締約国の世界遺産条約の主旨の理解を深め
るとともに、その保護活動や管理活動の能力
の向上を図ること、また情報を通じて世界遺
産の意義を周知させることという目的を明
確にするためのものでした。
同宣言では、さらに、「遺産保護活動が遺
産の周辺の人びとの生活の向上にむすびつ
けて、彼らの社会的経済的開発に繋がるよう
努力すべきである。そのためには遺産の指定
保護管理など遺産に関するあらゆる活動に、
周辺のコミュニティーの人びとが積極的に
参加する必要がある」ことが強調されました。
この傾向は先ほど「ユネスコにおける文化の
概念の推移」と「ユネスコにおける文化遺産
の概念と政策の展開」の章で確認したように、
1990 年代の文化と政治、開発、デモクラシー
との緊密な結び付きを反映しています。
2002 年「ブダペスト宣言」が採択された第
26 回世界遺産委員会では、もう一つ重要な登
録基準の改定が行われました。第５基準とし
て、「ある文化を代表する人間の居住や土地
― 16―
利用の顕著な例で特に取り返しのつかない
変化によって劣化の激しいもの」が導入され、
第６基準に「優れた普遍的価値を持つ、出来
事、生きた伝統、思想、信仰、芸術文芸作品
と関連しているもの」という多分に無形的要
素を導入したのです。しかしそこには、この
基準は「他の基準と併用の場合のみ、例外的
に適用する」と但し書きが付いていました。
ところが 2003 年には、世界遺産の登録基準
に画期的なパラダイムシフトが起こりまし
た。第６基準から上記の但し書きがはずされ、
無形的な要素のみでも登録できるようにな
ったのです（Rossler 2004）。
2004 年は、世界遺産の枠内で有形遺産と無
形遺産の統合的アプローチが最も激しく議
論された年です。同年６月に中国の蘇州で開
かれた第 28 回世界遺産委員会のオープニン
グスピーチで、ユネスコの松浦事務局長が、
文化遺産は有形も無形もグローバルに捉え
る必要があると言明しました。また、世界遺
産の第６基準に触れ、「この新定義は無形遺
産に該当するので、2003 年に採択された無形
遺産の定義と異なる所（例えば世界遺産条約
では、顕著で普遍的な価値が基盤になるが、
無形は価値判断を控える等）を充分考慮した
上で、調整する必要がある」と委員会に訴え
ました（Matsuura 2004）。
しかし、2004 年に開催されたこの委員会で
は、無形の要素について、さらに一歩進めた
登録基準が導入されました。第５基準におけ
る、「ある文化を代表する人間の居住や土地
利用、海洋利用」という文言の後に、「また
は人間と環境の相互作用」が付け加えられ、
伝統知識が世界遺産として認められるよう
になったのです。そして、世界遺産委員会は、
2006-2007 年のユネスコの事業計画に、「世
界遺産条約と 2003 年に新たに採択された無
形遺産条約との整合と協力の方法を探究す
る」という一節を盛り込むことを求めました
（UNESCO 2004a）。
2004 年 10 月には、奈良で「有形無形文化
遺産の保護的統合的アプロ－チについて」と
いう国際専門家会議が日本政府とユネスコの
共催で開かれ、統合的アプローチの方法が模
索されました。この会議はヴェニス憲章の 40
周年と奈良ドキュメントの10周年を同時に記
念して開催され、世界遺産の主な助言団体で
ある ICOMOS が主体的役割を演じました。し
かし、ユネスコは有形遺産を主な対象とする
世界遺産条約と、1 年前に採択され未だ発効し
ていない無形遺産条約の統合的実施方法に関
心がありましたので、この会議には ICOMOS
に所属している有形文化遺産の専門家と無形
遺産条約の起草に参加した無形遺産の専門家
に同数で参加してもらいました。
しかし、奈良では、３日間にわたる討議にも
かかわらず具体的な結論は出ず、原則論に基づ
いた「大和宣言」（「有形文化遺産及び無形文化
遺産の保護のための統合的アプローチに関する
大和宣言」）が作成されたに過ぎません。それ
は30年という時の経過を経て改正を重ねた世
界遺産条約と、採択されたばかりの無形遺産条
約の間に横たわる歴史的ギャップが原因でした。
大和宣言では、無形条約における無形遺産の
定義の特徴を強調し、その定義と世界遺産で扱
われている無形的要素との相違を指摘した上
で、「双方の遺産の相互依存性と相違点を考慮
しつつ、人びとの有形遺産と無形遺産の保護が
調和し、相互に有益で補完しあえるよう統合的
アプロ－チを練り上げる必要がある。従って遺
産保護に携わる国際機関、NGO、政府組織は
この包括的で統合的なアプローチを適用する
努力をするべきである（UNESCO 2006）」と
宣言されました。
指摘された、世界遺産条約と無形遺産条約
の主な相違点は次の通りです。３つある無形
遺産リストへの登録基準は、世界遺産のよう
に「顕著で普遍的な価値」という選択基準と
合致しないこと、また、有形遺産は恒久的で
あるのに比べて、無形遺産は「常に変化する」
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するので世界遺産のように「真正性」 の概
念は当てはめられないといったものでした。
しかし、大和宣言は、無形遺産に比重を置き
すぎてバランスが取れていないという批判
の声も多く聞かれました。
2004 年 12 月には、世界遺産委員会の第 7
回臨時会議がユネスコで開かれました。そこ
では、6 月の中国・蘇州で開催された世界遺
産委員会の要求を受けて、ユネスコ事務局が
統合的アプローチに関する説明書を提出し、
世界遺産委員会は２つの条約の間に整合性
を付けるために、将来登録基準を改定するよ
うに提案注6しました。
ところが、この提案に対して、無形遺産条
約制定に強固に反対していたイギリスやニ
ュージーランド、アメリカと ICOMOS から
厳しい批判の声が上がりました。そして、「無
形条約がまだ発効してないのに、両条約の整
合性を議論するのは早すぎる」という意見が
優勢となりました。その際、ICOMOS は大
和宣言の不公平性に言及しました。そして、
まずは世界遺産条約の優位性を確保する必
要があることが強調されました。
結局、臨時会議の決議案には、「有形遺産
に無形遺産が強く関連している有形遺産の
保護は、世界遺産条約の優位性を認める」と
いう文言が盛り込まれ、原案文にあった「将
来世界遺産の登録基準を改定」するという文
言は削られて、「ユネスコ事務局は双方の遺
産の相関関係に関する理論的な議論を引き
続き行うよう勧告する」という文言のみが残
りました（UNESCO 2004b）。
要するに、「ユネスコ事務局は、理論的議
論を続けなさい、実践的な両条約の統合方法
などには口をだすな」、というのが世界遺産
委員会の意見でした。しかしながら、世界遺
産委員会は他のユネスコの文化遺産に関す
る条約（特に無形遺産）の事務局との交流と
協力を強調し続け、2009 年のセヴィリアの世
界遺産委員会では、2010 年の委員会に協力体
制を具体化した書面を提出するように要請
しました（UNESCO 2009e）。
有形文化遺産保護に無形的要素を含める
拡大解釈の取り組みは、ICOMOS や ICOM
(International Council of Museums)など、
長い歴史をもった有形文化遺産の保存の専
門家の団体も試みました(Munjeri 2004)。
2002 年には ICOM のアジア太平洋支部が上
海で専門家会議を開き、「遺産」(Heritage)
の保護は、可動・不可動、有形・無形、自然・
文化を問わず、すべての遺産を学際的アプロ
ーチによって保護する必要がある。そして、
博物館もこのアプローチにそって総合的に
なってゆく必要がある」という「上海憲章」
を宣言しました。この憲章は後に、2004 年ソ
ウルで開かれた「無形遺産とミュージアム」
（Museum and Intangible Heritage）をテー
マにした ICOM の総会でも確認されました。
また、ICOMOS は、2003 年のジンバブエ総
会のテーマを「場所、記憶、意味等モニュメ
ントとサイトの無形的価値の保存」（Place, 
Memory, Meaning: Preserving Intangible 
Values in Monuments and Sites）に絞って討
議しました。
このように、世界遺産リストのテーマ別・
地理的アンバランスの是正策として、世界遺
産委員会は徐々に無形的要素を登録基準に
導入して来ました。世界遺産委員会は、無形
遺産条約草稿の準備が進むにつれて、あたか
も世界遺産の領域を無形遺産の領域まで拡
大して、新たに出来る無形遺産条約にチャレ
ンジするかのように、世界遺産の拡大解釈作
業を加速していきました。しかしながら、こ
のような努力にもかかわらず、テーマ的アン
バランスは一向に是正されず、今日、890 件
の登録件数中 689 件が文化遺産で、自然遺産
は176件のみです（残りの25件は複合遺産）。
また、地理的アンバランスも一向に是正され
ていません。
注 6　この説明書と提案書はユネスコ事務局の無形
文化遺産保護課の起草による。
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４．無形文化遺産保護条約成立
への道程
ユネスコが無形文化遺産の保護制度の策
定に取り組み始めたのは、1972 年に世界遺産
条約が出来た翌年でした。当時は、世界知的
財産機関（WIPO）と共同で、無形文化遺産
の保護について、無形遺産を文化遺産として
保護する観点と、知的財産として保護する観
点の両方の観点を総合して同じ保護制度に
組み入れようと試みました。しかし、この両
観点を同時に取り入れることはならず、13 年
間にも及ぶ討論の末、1985 年にユネスコは知
的財産の観点からの保護措置は WIPO に任
せることにしました。その代わり、放ってお
けば急速に消滅してゆく無形文化遺産を総
合的に保護するための様々な方法を提案す
る勧告書の策定に焦点を絞りました。共産主
義体制下の東欧諸国や北欧の民俗学者
（folklorist）が中心になってまとめた草案が
政府間専門家会議によって再三検討された
後、1989 年に勧告書として採択されました
（1989 年「伝統的文化及び民間伝承の保護に
関する勧告」）。とは言え、この勧告書は加盟
国に対して何ら強制力がなかったためほと
んど効果がなく、忘れ去られるところでした
（Aikawa 2007）。
この勧告書の準備と平行して、ユネスコで
は、今で言う無形の文化，例えば文化価値や
口承文化や言語や祭礼儀式や伝統芸能知識
等が、1970 年代からカルチュラル・スタディ
ーズ（cultural studies）のプログラムの枠内
で研究の対象とされていました。すでに申し
上げましたが、ユネスコをはじめとする世界
各国政府及び機関で、1970 年代の後半から文
化事業に関するパラダイムシフトが起こり、
文化事業の主目的が研究の促進から、途上国
の人びとの文化的アイデンティティーの形
成とその促進・保護に貢献することに変わり
ました（Aikawa 2008）。
その後、1990 年代に入って、無形文化遺産
がさらに国際社会で注目されるようになる
新たな世界的動きが明確になってきました。
それは第１章でお話しましたように、旧ソ連
圏の崩壊とグローバル化現象の急速な進展
です。アゼルバイジャンやエストニアのよう
な旧ソ連圏の国々は、独立後の国作りの過程
で、それまで抑圧されていた各民族の文化を
国家のアイデンティティー形成の手段とし
て国家建設の過程で重要な政策課題としま
した。またグローバル化の渦中で世界的規模
で文化の画一化が起こると、その反動として、
世界各国・各地域の固有の文化の大切さが強
調され、文化的多様性の保全の必要性が主張
されるようになりました。こうしたアイデン
ティティーの確立や文化の多様性を支える
基盤こそが、価値観や伝統文化、伝統知識、
慣習等として具体化している無形文化遺産
なのです。
ちょうどこの頃、1992 年にはリオで地球サ
ミットが開催され、「生物の多様性条約」が
採択され、初めて先住民が代々育んできた伝
統知識の価値が認識されました。その後、
1993 年には「国際先住民年」、1994-2004 年
には「国連先住民 10 年」が制定され、先住
民の豊かな無形文化遺産と彼らの「文化権」
の保障に関して国際世論が喚起されるよう
になりました。
1990 年代にはまた、第３章で申しましたよ
うに、ユネスコの世界遺産プログラムが次第
に無形遺産を視野に入れたアプローチを導
入し始めました。しかしながら、世界遺産条
約では、大規模な条文の改正なしでは、無形
遺産そのものは登録できません。しかしなが
ら、当時 150 ヶ国以上の締約国を持つ世界遺
産条約を改正して無形遺産を導入すること
は、条約改正の手続き上ほぼ不可能でした
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（Blake 2006）。そもそも、無形遺産は人間
が体現するものなので、登録基準も保護の方
法もモニュメントや遺跡を対象とする世界
遺産とは根本的に異なります。そこで、世界
遺産条約とは別個に無形遺産保護を目的と
した国際条約が必要であるという声が、特に
アジアやラテンアメリカ、アフリカの国々か
ら上がるようになりました。
こうした趨勢を受け、ユネスコでは 1992
年から、無形文化遺産保護のプログラム作り
に取りかかりました。その事業の一環として、
先に述べた唯一の無形遺産に関する国際文
書である 1989 年の勧告書が世界各地域でど
のように評価されているのかを調査しまし
た。その調査の結果を、1999 年６月、当時ユ
ネスコから脱退していた米国のワシントン
において、スミソニアン研究所と共同主催し
た世界専門家会議で審議してもらいました。
会議の結論は、「この勧告書の基礎概念はす
でに時代遅れであり、ユネスコは、冷戦終結
後の新時代に適した新しい国際協定を作る
べ き で あ る 」 と い う も の で し た
（UNESCO/Smithsonian Institution 2001）。
スミソニアンと共催した専門家会議では、
「新時代に適した無形遺産への対応」のあり
方として、「すべての人びとの参加の下に保
護活動を行う」ことが首尾一貫して主張され
ました。このことは、1995 年にコペンハーゲ
ンで開かれた国連社会開発サミットで、人間
を中心とした包括的（inclusive）ですべての
社会層が参加する （participatory） 開発政
策が奨励されて以来、参加型のデモクラシー
が国連を中心とした国際社会で強調され始
めたことを反映しています。
また、無形文化遺産の研究方法としては、
従来、「民俗学派」（folklorist）と「人類学派」
（anthropologist）の二派が並存していたの
ですが、1990 年代、冷戦終結以降は、特に東
欧で活躍していた民俗学派に対して人類学
派が勝利を収めました。こうした学界の潮流
を反映して、人類学派の日々の生活を営む人
間を中核に据えた研究哲学を適用すること
が「新時代に適した無形文化遺産への対応」
と考えられるようになりました。
より具体的に申し上げますと、1989 年に採
択された「勧告書」が、「民俗学派」（folklorist）
の立場から、無形文化遺産を「最終産物」（end 
product）として扱ったことに対して、1999
年のスミソニアンの専門家会議では、創作や
実施に人間が直接携わる行為や過程
（process）こそが無形文化遺産と見なされる
べきであるというように、無形文化遺産の定
義が決定的に修正されました。また、1999
年の専門家会議では、1989 年の勧告書が研究
者の役割を優先したことを批判した上で、無
形文化遺産の担い手の役割こそが優先され
るべきであることが主張されました。そして、
無形文化遺産の保護保存とは、研究者が調
査・記録して発表することよりも、それぞれ
の担い手のコミュニティーで生きた形で育
まれ後世に継承されることを重視するとい
うように、継承促進活動を優先するべきであ
ることがユネスコに勧告されました。
その当然の帰結として、「担い手がその内
容を変更したいと望む場合は、それは彼らの
権利であり、計画、実行から評価に至る無形
遺産の保護活動のすべての過程で担い手の
コミュニティーが参加することが不可欠で
ある」と結論付けられました。実際、この専
門家会議の 36 人の参加者のうち７人が、ス
ミソニアンが推薦した、無形文化遺産を豊富
に保持している先住民族や少数民族の代表
でした。このようにして、ワシントン会議で
強調された、無形文化遺産を実演・継承する
者のコミュニティーを保護の中核に据える
ことは、2003 年に採択された無形文化遺産保
護条約の骨子となりました。
1999 年のスミソニアン会議の「新時代に適
した新しい国際協定を作るべきである」とい
う勧告はユネスコが直ちに取り上げ、わずか
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4 年後の 2003 年に、無形文化遺産保護条約
が策定、採択されました。無形文化遺産保護
条約が、国際条約としては異例の速さで策定、
採択された背景には、この条約に当時多くの
加盟国の関心事であった「文化の多様性の保
護促進」を密接に関連付けた事がありました。
特に、2001 年に「文化の多様性は人類共通の
遺産」というモットーを掲げた「文化の多様
性に関する普遍的宣言」の採択以降、条約策
定作業は加速されました。2002 年９月、ユネ
スコはイスタンブールで、「無形文化遺産‐
文化の多様性の鏡」というテーマの世界文化
大臣円卓会議を開きました。この会議では、
72 ヶ国の文化大臣を含む世界 110 ヶ国の政
府代表によって、「無形文化遺産保護条約を
文化の多様性の保全と促進の一環として採
択に導くよう努力しよう」という政治的な意
思決定がなされました（Aikawa 2009a, 
2009b, 2009c）。
無形文化遺産保護条約は 2006 年に締約国
が 30 ヶ国に達したところで発効し、今日ま
でに締約国は 117 ヶ国になりました。無形文
化遺産保護条約に基づいて、2008 年と 2009
年には166件注7の無形文化遺産が代表リスト
に登録され、12 件が緊急保護リストに、3 件
が優れた保護プロジェクト例として登録さ
れました。
条約の本来の主旨に則れば、すべての無形
文化遺産は緊急に保護される必要があると
言えます。従って条約の主旨から見れば代表
リストに比べて緊急保護リストが優先され
るべきです。が、実際には、2009 年の緊急保
護リストへの申請総数は 15 件のみで、代表
リストへの申請総数は 111 件でした。
2009年の代表リストへの申請の内訳を見る
と、アジアが61件、東西ヨーロッパが30件、
南米が 7 件、アフリカが 5 件、アラブ諸国が
1 件という地域的なアンバランスが見られま
した（UNESCO 2009b）。また、2010 年の
登録申請総数は147件で、その内訳を見ると、
100 件以上がアジアからで、1 件のみがアフ
リカからの申請となっておりアンバランス
は悪化しました（UNESCO 2009c）。このア
ンバランスは、緊急保護リストにも見られま
した。2009 年の登録の際には、15 件の申請
のうち 8 件がアジアからで、2 件のみがアフ
リカからでした（UNESCO 2009d）。このア
ジア過多のアンバランスは、アジアの国々が
人間国宝等の制度を通して無形文化遺産の
概念に精通しているのに比べ、世界の他の
国々、特に発展途上国にとっては、無形文化
遺産の概念がなじみのないものだからだと
思われます。
以上のことを考えますと、ユネスコが無形
文化遺産保護条約を策定する際の動機の一
つであった、世界遺産の地理的アンバランス
の是正という期待はすっかり外れてしまい
ました。それどころか、世界遺産と同様に、
無形文化遺産の代表リストと緊急保護リス
トの２つのリストにおいても予想外の地理
的アンバランスが生まれてしまいました。
注 7　2008 年に、2001 年、2003 年、2005 年に「人
類の口承及び無形遺産の傑作」として宣言され
た 90 件の無形文化遺産が代表リストに登録され、
2009 年に、新規応募による 76 件が同リストに登録
された。
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５．世界遺産条約と無形文化遺
産保護条約の統合的アプ
ローチの可能性 
 
 
（１）「世界遺産」と「無形文化遺産」の定
義・分野の比較 
1982 年メキシコの文化政策会議で、新興国
の民族自決に不可欠なアイデンティティー
を表現する文化遺産と位置付けられた無形
文化遺産ですが、その保護条約（2003 年）と、
少数を占める自然遺産を別として、19 世紀以
来の西欧の古代遺跡保存というロマンチッ
クな伝統を引き継いだ世界遺産条約（1972
年）との統合的アプローチとは、いったいど
のような可能性があるのでしょうか？
 先ず、世界遺産条約で取り扱われている
「文化遺産」の概念と「無形文化遺産保護条
約」で取り扱われている「無形文化遺産」の
概念を比較するために、それぞれの条約の適
用上、定められた「文化遺産」と「無形文化
遺産」の定義を比較検討しましょう。
 世界遺産条約では、「文化遺産」とは、(ⅰ)
記念工作物：建築物、記念的意義を有する彫
刻及び絵画、考古学的な性質の物件及び構造
物、金石文、洞穴住居並びにこれらの物件の
組合せであって歴史上、芸術上又は学術上顕
著な普遍的価値を有するもの、(ⅱ)建造物
群：独立し又は連続した建造物の群であって、
その建築様式、均質性又は景観内の位置のた
めに、歴史上、芸術上又は学術上顕著な普遍
的価値を有するもの、(ⅲ)遺跡：人工の所産
（自然と結合したものを含む）及び考古学的
遺跡を含む区域であって、歴史上、芸術上、
民俗学上又は人類学上顕著な普遍的価値を
有するもの (第一条)と定義されています。 
無形文化遺産保護条約では、「無形文化遺
産」とは、慣習や実演、表現、知識及び技術、
並びにそれらに関連する器具、物品、加工品
及び文化的空間であって、コミュニティー、
集団及び場合によっては個人が自己の文化
遺産の一部として認めるものをいう。この無
形文化遺産は、世代から世代へと伝承され、
コミュニティー及び集団が自己の環境、自然
との相互作用及び歴史に呼応して絶えず再
創造され、かつ、当該コミュニティー及び集
団にアイデンティティー及び継続性の認識
を与えることにより、文化の多様性及び人類
の創造性に対する尊重を助長するものであ
る。この条約の適用上、無形文化遺産につい
ては、既存の人権に関する国際文書並びにコ
ミュニティー、集団及び個人間の相互尊重並
びに持続可能な開発の要請と両立するもの
にのみ考慮を払う。（第２条１項）」と定義さ
れています。
「文化遺産」の定義は自明なので，さらに
説明を加える必要はありませんが、「無形文
化遺産」の定義は抽象的で解り難いので、以
下のような分析的解釈をしましょう。
「無形文化遺産とは、慣習や実演、表現、
知識及び技術、並びにそれらに関連する器具、
物品、加工品及び文化的空間」は、無形文化
遺産が出来上がった「産物」（product）では
なく進行中の「過程」（process）であること
を示しています。そして無形文化遺産とは、
「コミュニティー、集団及び場合によっては
個人が自己の文化遺産の一部として認める
ものをいう」というくだりは、無形文化遺産
の精神的所有者注8（オーナー）が実施者のコ
ミュニティーであると謳っています。
また、「この無形文化遺産は、世代から世
代へと伝承され、コミュニティー及び集団が
自己の環境、自然との相互作用及び歴史に呼
応して絶えず再創造され」という文言は、無
形文化遺産が代々継承されるもので、実施者
注 8　知的財産の見地ではない。
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のコミュニティーが常に再創造するので、時
代の推移に従って変化して行くものである
ことを意味しています。
無形文化遺産は、「かつ、当該コミュニテ
ィー及び集団にアイデンティティー及び継
続性の認識を与えることにより、文化の多様
性及び人類の創造性に対する尊重を助長す
るものである」と性格付けられていますが、
このことは、無形文化遺産が実施者のコミュ
ニティーにアイデンティティーと代々伝承
するという継続性の認識を与えるものであ
るということを示しています。
さらに、「無形文化遺産保護条約の適用上、
無形文化遺産については、既存の人権に関す
る国際文書並びにコミュニティー、集団及び
個人間の相互尊重並びに持続可能な開発の
要請と両立するものにのみ考慮を払う」と規
定されていますが、この条約で扱う無形文化
遺産とは、国連の擁護する人権宣言や、相互
尊重の精神や持続的開発の推進に妨げにな
るものではないことを意味しています。
そして上記の定義の後に、無形文化遺産の
分野の例が以下のようにあげられています。
（第２条２項）
１．口承による伝統及び表現（無形文化遺
産の伝達手段としての言語を含む）
（ Oral Traditions and Expressions, 
including Language as a Vehicle of the 
Intangible Cultural Heritage）
２．芸能（Performing Arts）
３．社会的慣習、儀式及び祭礼行事（Social 
Practices, Rituals and Festive Events）
４．自然及び万物に関する知識及び慣習
（Knowledge and Practices concerning 
Nature and the Universe）
５．伝統工芸技術（Traditional Craftsmanship）
無形文化遺産保護条約の第 2条では、また、
無形文化遺産の「保護」の意味が、「無形文
化遺産の保護とは、無形文化遺産の存続を確
保するための措置（認定、記録の作成、研究、
保存、保護、促進、価値の高揚、伝承〔特に
正規の、または、正規でない教育を通じたも
の〕及び無形文化遺産の種々の側面の再活性
化を含む）をいう」と規定されているように、
かなり広範囲の活動を意味しています。
ここで、「世界遺産条約」における「文化
遺産」と「無形文化遺産保護条約」における
「無形文化遺産」の定義の比較で明確化した
概念的な相違点を抽出してみましょう。
①世界遺産は、自然遺産か文化遺産かを
問わず、「顕著で普遍的な価値を有する
もの」を対象にしていますが、無形文
化遺産は実施者のコミュニティーが自
分達の遺産と認めたものを対象にして
います。
②世界遺産の文化遺産は、人間の創作に
よる「最終産物」（product）を対象と
していますが、無形文化遺産は人間の
表現や知識、技術といった進行形の「過
程」（process）を対象としています。
③最近では世界遺産の文化遺産登録にも
取り入れられ始めましたが、無形文化
遺産は実施者のコミュニティーが登録
申請からすべての保護活動に積極的に
参加するという条件が条文に書かれて
います。
④世界遺産としてのトロイ遺跡やポンペ
イ遺跡のように大多数の遺跡は過去の
遺産で、生きている文化遺産ではあり
ません。石見銀山のように世界遺産で
文化的景観として登録されても、文化
遺産は現在生きている遺産ではないの
で、その精神的価値観や象徴性は、「世
代から世代へと伝承され、コミュニテ
ィー及び集団が自己の環境、自然との
相互作用及び歴史に呼応して絶えず再
創造」されるものではなく、また「継
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続性の認識を与える」ものでもありま
せん。無形文化遺産の定義とはまった
く異質です。
⑤大多数の無形文化遺産は言語や口承に
よる伝統や自然及び万物に関する知識
であり、これを表現するために関連す
る器具や物品、加工品及び文化的空間、
すなわち有形遺産を必要としません。
一方、すべての有形遺産には価値や象
徴やわざ、知識、つまり無形的なもの
が付随しています。
⑥有形遺産は文化的に価値のあるもの
（cultural valuable）ですが、無形遺
産は文化的な価値観（cultural value)
そのものであると言えましょう。
⑦世界遺産の登録物件は固定していて不
動ですが、無形遺産は即興性を有する
ものもあり、常時変化するものです。
⑧有形遺産と無形遺産では、「保護」の意
味が異なります。有形遺産の場合、保
護とは保存（conservation）や修復を
することです。一方、無形文化遺産条
約では、保護とは遺産が命脈を保ち、
伝承の可能性の存続（viability）を確
保するための措置で、認定、記録の作
成、研究、保存、保護、促進、価値の
高揚、伝承すべての活動を含みます。
以上、世界遺産における文化遺産と、無形
文化遺産保護条約における無形文化遺産の
定義の相違点を挙げましたが、多くの文化遺
産は有形と無形の両方の性格を持っていま
す。有形文化遺産と無形文化遺産の相関関係
を説明する時、能面の例がしばしば使われま
す。能面は、それ自体は有形遺産です。しか
し、能面の彫士の技術は無形遺産です。また、
能面は能楽師が顔につけて舞い始めると面
に魂が入り、無形遺産としての演技
（performance）の「主役」となります。さ
らに、能を演じるためには能舞台が必要です。
能舞台は有形文化遺産ですが、無形文化遺産
である能の演技によってはじめて意味のあ
る文化的空間になります。そういう意味では、
無形文化遺産保護条約の定義に基づくと、能
面も能舞台も無形文化遺産となります。
 
（２）「世界遺産（文化遺産）」と「無形文
化遺産」のリスト(目録)制度とリス
トへの登録基準の比較 
＜世界遺産リスト（文化遺産）への登
録基準＞
1）人類の創造的才能を表現する傑作。
2）ある期間を通じてまたはある文化圏
において建築、技術、記念碑的芸術、
都市計画、景観デザインの発展に関
し、人類の価値の重要な交流を示す
もの。
3）現存するまたは消滅した文化的伝統
または文明の、唯一のまたは少なく
とも稀な証拠。
4）人類の歴史上重要な時代を例証する
建築様式、建築物群、技術の集積ま
たは景観の優れた例。
5）特に不可逆的な変化の中で存続が危
ぶまれている、ある文化（または複
数の文化）を代表する伝統的集落ま
たは土地利用や海洋利用または人間
と環境の相互作用の際立った例。
6）顕著で普遍的な意義を有する出来事、
現存する伝統、思想、信仰または芸
術的、文学的作品と、直接にまたは
明白に関連するもの（この基準は他
の基準と組み合わせて用いるのが望
ましいと世界遺産委員会は考えてい
る）。
また、世界遺産リストに登録された物件の
中で、世界遺産委員会が、自然災害や人的災
害により破壊されたり劣化して「緊急保護措
置を取る必要がある」と認めたものは「危機
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に晒されている世界遺産リスト」に登録され
ます。
一方、無形文化遺産保護条約では、２種類
のリスト（目録）と 1 種類のレジスター（登
録簿）が規定されています。リストは「緊急
に保護する必要のある無形文化遺産リスト」
（「緊急保護リスト」）と、「人類の無形文化
遺産の代表的なリスト」（「代表保護リスト」）
の 2 つから成ります。無形文化遺産は、人間
がその技能・知識を保持して後世に継承して
いくので、その保護は常に緊急を要します。
ですから、当然、「緊急保護リスト」が優先
されます（Aikawa 2009）。
上記２種類のリストに登録するためには、
以下の３つの共通な登録基準を満たす必要
があります。
＜無形文化遺産の登録基準＞（「緊急保護
リスト」「代表保護リスト」共通）
1）条約に定義された無形文化遺産に該当
すること。
2）登録申請に当たって、実施者のコミュ
ニティーが広範囲に参加してすべての
要件を満たし、事前に十分な説明を受
けた上で同意を得て（free prior and 
informed consent）申請すること。
3）当該無形文化遺産がすでに当該国の文
化遺産目録に含まれていること。
そして、「緊急保護リスト」への登録につ
いては、以下の３つの基準が加えられていま
す。
＜無形文化遺産の登録基準＞（「緊急保護
リスト」に関する追加事項）
1）該当無形文化遺産の存続（viability）
が危ぶまれていて、緊急な保護を必要
としていること、または、消滅の脅威
に晒されており、即時の保護なしでは
存続不可能なこと。
2）後者の場合は、関係締約国と事前の協
議をしていること。
3）当該遺産が実施者のコミュニティーで
存続し、後世への継承を可能にする保
護措置が取られていること。
同様に、「代表保護リスト」については、
以下の２つの基準が加えられています。
＜無形文化遺産の登録基準＞（「代表保護
リスト」に関する追加事項）
1）登録によって無形遺産一般の重要性の
意識向上と文化間の対話に貢献するこ
と。
（当該遺産の登録を通して文化の多様
性と創造性の向上を反映すること）
2）当該遺産が保護され、普及される措置
が取られていること。
このように、以上に示した「世界遺産（文
化遺産）リスト」への登録基準と二つの無形
遺産リストへの登録基準とを比べて見ます
と、両者の基準がまったく異なっていること
がわかります。根本的な相違点は、世界遺産
が、「傑作」、「優れた例」、「際立った例」、「稀
な証拠」などエリート主義であることに対し
て、無形リストの登録基準は全ての無形遺産
を均等に扱い、「選択」を拒否している所に
あります。また世界遺産では、条約に書かれ
た定義により、登録物件が「顕著な普遍的価
値を有するもの」であることが第一条件です
が、その「顕著な普遍的価値」の価値判断の
基準が、「本物」（オーセンティック）である
かどうかです。それ故、オーセンティシティ
ー（本物らしさ）の評価基準に従って優位性
が判断され、それが登録の第一要件となりま
す。これに対し、無形遺産は常時変化するも
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のなのでオーセンティシティーの概念は当て
はまりません（Aikawa 2007, 2008, Brake, J. 
2006, UNESCO 2004, Munjeri 2004）。
リストのシステムから見ると、世界遺産の場
合は、いったん世界遺産リストに登録された物
件が、ガラパゴス諸島のように何らかの原因で
存続が困難になると、危機遺産リストに移行さ
れるシステムをとっています。これに対し、無
形文化遺産保護条約では、「緊急保護リスト」
と「代表保護リスト」というように２つのリス
トはまったくの別立てで、両リストの間の移動
は認められていません。
無形文化遺産保護条約では、以上、２つの保
護リストとは別に、登録簿（レジスター）が作
成されています。この登録簿制は、ある意味で、
無形文化遺産保護条約の精神をもっとも良く
反映していると言えましょう。すなわち、登録
簿には、主に発展途上国の保護事業が登録され
ており、そのことを通して発展途上国の保護措
置を助成する制度を確立しています。
以上、世界遺産条約と無形文化遺産保護条約
を文化遺産の観点から相互に比較してみまし
た。その結果、これら２つの条約はともに文化
遺産を保護するものではありますが、文化遺産
の定義というような概念上のみならず、保護政
策の立案や実行など、実際に運用する段階にな
ると両者は大きく異なっており、両条約を一
つのシステムとして整合性を図ることがま
すますます難しくなってきていることがわ
かっていただけたと思います。
両条約の統合的アプローチを実現する第
一歩として、「世界遺産リスト」への登録基
準の中で近年無形的要素を含むよう拡大修
正された第６基準の下で、生きている文化と
深い関連性のある文化財を優先的に登録し
て、その物件の無形の部分の保護を推進する
ことにスポットライトをあてることが考え
られます。
また一方、アジアの現場で実践されている、
有形文化遺産と無形文化遺産の両者をとも
に視野に入れた統合的アプローチによる保
護活動をさらに発展させることが考えられ
ます。この統合的アプローチとは、第 2 章で
触れましたように、2000 年以来タイ等で行っ
てきた LEAP プロジェクト（Local Effort 
and Preservation プロジェクト）や、町並み
を中心としたリヴィング・ヘリテージ（living 
heritage「生きている遺産」）の保全・保存の
成功例ですが、他の地域では未だ多くの実行
例を見ません。
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まとめ
 
 
ユネスコの文化遺産保護事業は、1945 年の
ユネスコの創設時、まず第二次世界大戦後の
戦後処理事業の一環として、破壊されたミュ
ージアムを復興するものとして始められま
した。その後、1960 年代以降は、ユネスコの
名を一躍世界的に有名にしたアブシンベル
神殿の救済を皮切りに、ユネスコの文化遺産
保護事業は、世界的なキャンペーンを張るこ
とを通した国際協力の下で、大規模なモニュ
メントや遺跡を保護・保存していく文化財保
護事業にシフトしていきました。この勢いに
乗り、1972 年には、自然遺産と文化遺産を同
時に扱った画期的な世界遺産条約が採択さ
れました。今では、ユネスコと言えば「世界
遺産」と言われるほどに、世界中の人びとは
ユネスコを世界遺産の保護事業と同一視す
るほどになっています。
世界遺産条約が制定された 1970 年代は、
アジアやアフリカの旧植民地国が次々と独
立し、国連やユネスコに加盟した時期です。
こうした新興独立国の国連やユネスコ等へ
の加盟の結果、国際機関の優先的政策は、旧
植民地国の独立や国作りへの支援やそのた
めのアイデンティティーの形成・確立と経済
開発に移行しました。1974 年には、国連資源
特別総会で「新国際経済秩序」が宣言され
（「新国際経済秩序樹立に関する宣言」）、国
際政治や経済、社会のあり方に関するパラダ
イムシフトが起こり、国連やユネスコを含め
た国際機関の政策は発展途上国の開発政策
を優先することになりました。
こうした世界的な政治、経済、社会の激変
の下、従来研究の対象としてのみ捉えられて
いた無形の文化は、1970 年代の後半以降は、
それを担う人びとのアイデンティティー表
現のための中核的な「要素」（ingredient）と
して振興されるものになったのです。その後、
1982 年にメキシコで開かれたユネスコの世
界文化政策会議で確認されたように、ユネス
コの文化遺産保護活動も人びとの文化的ア
イデンティティーの形成や確立を目的とす
ることになりました。この時、すでに申し上
げましたように、人びとのアイデンティティ
ーを直接表現する価値観や信仰、祭礼・儀式、
慣習、口承による伝統などの無形の文化を文
化遺産として有形遺産とパラレル（同等）に
取り扱うという、従来の文化遺産保護とはま
ったく異なった新しい考え方が生まれまし
た。
1990 年代に入りますと、一方では、東西冷
戦が終結して再び文化的アイデンティティ
ーの形成や確立が強調され、他方では、グロ
ーバル化の結果として世界の文化の画一化
が進行したために「多様性の危機」が叫ばれ、
特にメディアの急速な発展に伴って、無形文
化遺産の消滅の危機が警告されるようにな
りました。また、この時代、世界各地で民族
や宗教などの文化差や経済格差に基づく内
戦が勃発したがゆえに、国内の多民族の平和
共存を促進する手段として多文化主義が主
張され、各民族の精神生活の支柱となる無形
文化遺産の保護と促進にますます国際世論
の脚光が当たるようになりました。
こうした文脈の中で、2003 年に無形文化遺
産保護条約が成立したのです。すでに申しま
したように、有形文化遺産と無形文化遺産は、
ユネスコの文化保護政策の枠内ではまった
く異なった背景をもって成立した概念でし
たが、無形文化遺産保護条約の成立以降、両
者を広義の文化遺産として統合する試みが
始まっています。
有形文化遺産と無形文化遺産の保全・保護
を統合的に行うという統合的アプローチの
実現が遅々として進まない背景には、文化遺
産に関わるユネスコの 2 つの条約、すなわち
世界遺産条約（の中の文化遺産）と無形文化
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遺産保護条約との間に、両条約とも形式上リ
スト制度と言う類似するシステムで出来て
いますが、文化遺産の概念や目的や文化政策
上の役割をめぐって、かなり大きな「ずれ」
があることがあります。1972 年に採択された
世界遺産条約と、2003 年に採択された無形文
化遺産保護条約の文化遺産の保全・保護に向
けたアプローチは大きく異なり、前者が「優
品主義」（美的・思想的に優れたものを優先
する）であるのに対し、後者は「優劣否定」
（優劣の価値判断をしない）を主張します。
また、世界遺産条約が「（対象として）死滅
したものも含む」「オーセンティシティ （ー本
物）重視」「（文化遺産を）修復保存する」の
に対し、無形文化遺産保護条約が「生きてい
る遺産のみ」「変化するもの」を対象とし、
また、文化遺産を「継承・保護する」という
点で、両条約の概念的、運用上のアプローチ
には大きな違いがあります。
世界遺産条約の場合には、1972 年の条約の
成立間際ではありましたが、まったく異なっ
た背景を持つ自然遺産と文化遺産に関する
保全・保護の過程を何とか一つの条約として
まとめ上げ、結果として、自然遺産と文化遺
産を統合的に保全・保護するとことが可能と
なりました。しかしながら、すでに出来上が
っている２つの条約、世界遺産条約と無形文
化遺産保護条約を条約成立事後すり合わせ
ることはきわめて難しい作業です。両者をす
り合わせる試みとして、世界遺産条約に盛り
込まれた「優品主義」をすでに捨てて、無形
文化遺産保護条約に具体化されている「変
化」や「価値の継承」の概念を取り入れ、現
場に生活している人びとの持続的開発に貢
献することを重視した新しい文化概念を提
唱する有形文化遺産の専門家もいることに
はいます（稲葉 2006、エンゲルハルト
2000,2008、西村 2006、三浦 2005, 2006, 
2008）。が、すでに申し上げましたように、
こうした新しい試みは未だ実験段階といえ
ましょう。
文化遺産を保全・保護するに当たって最も
重要なことは、有形と無形の両要素を含む文
化遺産としばしばそれを取り巻く自然遺産
が同時に存在する現地に生活している人び
とのコミュニティーが、そうした文化遺産を
自分たちの遺産と考え、自分たちで当該地域
の現状に即した遺産保護の計画を立て、出来
る限り自分たちの手で保護活動を行うこと
だと、私は考えます。そして、また、そうし
た保護活動が、文化の多様性の促進と同時に
人びとの生活の持続的開発を目標にするこ
とだと考えます。国際機関や各国政府、専門
家等外部者の役割は、こうした目標が達成さ
れるように彼らを支援することです。この種
の文化遺産の保全・保護のコンセプト（考え
方）は比較的新しく、外部者はおろか、当事
者においても余り理解が進んでいませんし、
実践経験もまだほとんどありません。近年、
開発を研究する文化の専門家としての文化
人類学者等がこの新分野に取り組み始めた
ものの、今のところ、専門家はきわめて少数
です。
従って、有形・無形文化遺産の統合的アプ
ローチを確立・推進するためには、まず、こ
うした新しい文化遺産の保全・保護に関する
コンセプトがすべての関係者に理解される
ように多数のセミナーやワークショップを
開き、当事者と外部者を一同に集めた討論の
場を作ることが大切です。また、マスメディ
アを使ってこの種のコンセプトを広く普及
することも有効な方法だと思います。
それと同時に、文化的特徴の異なる世界各
地で統合的アプローチを実践するパイロッ
トプロジェクトを実行し、経験を積む必要が
あります。例えば、世界遺産の文化遺産とし
て登録されているナイジェリアの「オッシュ
ン・オショクボの聖なる森（2005 年）や、世
界遺産と無形遺産リストに登録されている
フィリピンのコルディリェーラの棚田群
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（1995 年、世界遺産（文化遺産）登録、2001
年危機遺産登録)と同地のイフガオ族のフド
フド詠歌（2008 年、無形文化遺産代表リスト
登録）や世界遺産かつ無形文化遺産の「緊急
保護リスト」に登録されているケニヤの「ミ
ジケンダの聖なるカヤの森林群」（2008 年、
世界遺産（文化遺産）登録）／「ミジケンダ
族の神聖な森林群の中のカヤ集落群に関連
した伝統と慣習」軍森に関する族の伝統と慣
習」（2009 年、無形文化遺産の「緊急保護リ
スト」登録）のようなアフリカやアジアや南
太平洋、南米の先住民の人びとの、実際に自
然と文化遺産が一つになっている遺産
（Bocou H. and Eloundou L.2006）の保全や
保護事業を展開することが可能でしょう。あ
るいは、急速な観光開発によって存続が危ぶ
まれているカンボジアのアンコール遺跡
（1992 年、世界遺産・文化遺産登録）周辺の
人びとの精神生活（Miura 2005, 2006, 2008）
のような著名な世界遺産から始めることも
考えられます。
ユネスコの世界遺産委員会と無形文化遺
産委員会は協力して 1972 年の世界遺産条約
と 2003 年の無形文化遺産条約の施行上の具
体的な調整を行い、両委員会が展開する文化
遺産保護事業の相乗効果をもってしてより
多くの人類の遺産を保護し後世に継承して
いくことが必要でしょう。また、それと同時
に、その保護活動が地元の人びとの生活向上
に役立つように努めるべきでしょう。世界遺
産リストも無形文化遺産リストも、年間の登
録件数には限りがあります。従って、遺産の
保全・保護の観点からは、どちらであっても、
とにかくいずれかのリストに登録されれば
良いのだと私は思います。そして、国を問わ
ずモデルになるような保護事業の例を、無形
文化遺産保護条約の下で展開された最優秀
保護活動（Best Practice）の目録に多数登録
して、南半球の人びとが将来の取り組みの参
考に出来るようにすれば良いと思います。
このまま放置しておけば失われてしまう
運命にある人類の遺産や知識ですが、ユネス
コの世界遺産ないし（とともに）無形文化遺
産として登録することにより、所によっては
自然遺産も含めた統合的な文化遺産の保護
政策を用い、遺産本来のあるがままの姿で当
事者の望む方法で保護し、当事者の持続的発
展のために活用出来てこそ２つの条約の真
の目的を果たすことができると言えましょ
う。
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INTERNATIONAL CHARTER FOR THE CONSERVATION  
AND RESTORATION OF MONUMENTS AND SITES 
(THE VENICE CHARTER 1964) 
IInd International Congress of Architects and Technicians of Historic  
Monuments, Venice, 1964. 
Adopted by ICOMOS in 1965. 
Imbued with a message from the past, the historic monuments of generations of people 
remain to the present day as living witnesses of their age-old traditions. People are becoming 
more and more conscious of the unity of human values and regard ancient monuments as a 
common heritage. The common responsibility to safeguard them for future generations is 
recognized. It is our duty to hand them on in the full richness of their authenticity. 
It is essential that the principles guiding the preservation and restoration of ancient buildings 
should be agreed and be laid down on an international basis, with each country being 
responsible for applying the plan within the framework of its own culture and traditions. 
By defining these basic principles for the first time, the Athens Charter of 1931 contributed 
towards the development of an extensive international movement which has assumed concrete 
form in national documents, in the work of ICOM and UNESCO and in the establishment by the 
latter of the International Centre for the Study of the Preservation and the Restoration of 
Cultural Property. Increasing awareness and critical study have been brought to bear on 
problems which have continually become more complex and varied; now the time has come to 
examine the Charter afresh in order to make a thorough study of the principles involved and to 
enlarge its scope in a new document. 
Accordingly, the IInd International Congress of Architects and Technicians of Historic Monuments, 
which met in Venice from May 25th to 31st 1964, approved the following text: 
DEFINITIONS
Article 1. 
The concept of a historic monument embraces not only the single architectural work but also the 
urban or rural setting in which is found the evidence of a particular civilization, a significant 
development or a historic event. This applies not only to great works of art but also to more 
modest works of the past which have acquired cultural significance with the passing of time. 
Article 2. 
The conservation and restoration of monuments must have recourse to all the sciences and 
techniques which can contribute to the study and safeguarding of the architectural heritage. 
Article 3. 
The intention in conserving and restoring monuments is to safeguard them no less as works of 
art than as historical evidence. 
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CONSERVATION 
Article 4. 
It is essential to the conservation of monuments that they be maintained on a permanent basis. 
Article 5. 
The conservation of monuments is always facilitated by making use of them for some socially 
useful purpose. Such use is therefore desirable but it must not change the lay-out or decoration 
of the building. It is within these limits only that modifications demanded by a change of 
function should be envisaged and may be permitted. 
Article 6. 
The conservation of a monument implies preserving a setting which is not out of scale. 
Wherever the traditional setting exists, it must be kept. No new construction, demolition or 
modification which would alter the relations of mass and colour must be allowed. 
Article 7. 
A monument is inseparable from the history to which it bears witness and from the setting in 
which it occurs. The moving of all or part of a monument cannot be allowed except where the 
safeguarding of that monument demands it or where it is justified by national or international 
interest of paramount importance. 
Article 8. 
Items of sculpture, painting or decoration which form an integral part of a monument may only 
be removed from it if this is the sole means of ensuring their preservation. 
RESTORATION 
Article 9. 
The process of restoration is a highly specialized operation. Its aim is to preserve and reveal the 
aesthetic and historic value of the monument and is based on respect for original material and 
authentic documents. It must stop at the point where conjecture begins, and in this case 
moreover any extra work which is indispensable must be distinct from the architectural 
composition and must bear a contemporary stamp. The restoration in any case must be preceded 
and followed by an archaeological and historical study of the monument. 
Article 10. 
Where traditional techniques prove inadequate, the consolidation of a monument can be 
achieved by the use of any modern technique for conservation and construction, the efficacy of 
which has been shown by scientific data and proved by experience. 
Article 11. 
The valid contributions of all periods to the building of a monument must be respected, since 
unity of style is not the aim of a restoration. When a building includes the superimposed work 
of different periods, the revealing of the underlying state can only be justified in exceptional 
circumstances and when what is removed is of little interest and the material which is brought to 
light is of great historical, archaeological or aesthetic value, and its state of preservation good 
enough to justify the action. Evaluation of the importance of the elements involved and the 
decision as to what may be destroyed cannot rest solely on the individual in charge of the work. 
Article 12. 
Replacements of missing parts must integrate harmoniously with the whole, but at the same 
time must be distinguishable from the original so that restoration does not falsify the artistic or 
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historic evidence. 
Article 13. 
Additions cannot be allowed except in so far as they do not detract from the interesting parts of 
the building, its traditional setting, the balance of its composition and its relation with its 
surroundings. 
HISTORIC SITES 
Article 14. 
The sites of monuments must be the object of special care in order to safeguard their integrity 
and ensure that they are cleared and presented in a seemly manner. The work of conservation 
and restoration carried out in such places should be inspired by the principles set forth in the 
foregoing articles. 
EXCAVATIONS 
Article 15. 
Excavations should be carried out in accordance with scientific standards and the 
recommendation defining international principles to be applied in the case of archaeological 
excavation adopted by UNESCO in 1956. 
Ruins must be maintained and measures necessary for the permanent conservation and 
protection of architectural features and of objects discovered must be taken. Furthermore, every 
means must be taken to facilitate the understanding of the monument and to reveal it without 
ever distorting its meaning. 
All reconstruction work should however be ruled out "a priori". Only anastylosis, that is to say, 
the reassembling of existing but dismembered parts can be permitted. The material used for 
integration should always be recognizable and its use should be the least that will ensure the 
conservation of a monument and the reinstatement of its form. 
PUBLICATION 
Article 16. 
In all works of preservation, restoration or excavation, there should always be precise 
documentation in the form of analytical and critical reports, illustrated with drawings and 
photographs. Every stage of the work of clearing, consolidation, rearrangement and integration, 
as well as technical and formal features identified during the course of the work, should be 
included. This record should be placed in the archives of a public institution and made available 
to research workers. It is recommended that the report should be published. 
The following persons took part in the work of the Committee for drafting the International 
Charter for the Conservation and Restoration of Monuments: 
Piero Gazzola (Italy), Chairman 
Raymond Lemaire (Belgium), Reporter 
José Bassegoda-Nonell (Spain) 
Luis Benavente (Portugal) 
Djurdje Boskovic (Yugoslavia) 
Hiroshi Daifuku (UNESCO) 
P.L. de Vrieze (Netherlands) 
Harald Langberg (Denmark) 
Mario Matteucci (Italy) 
Jean Merlet (France) 
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Carlos Flores Marini (Mexico) 
Roberto Pane (Italy) 
S.C.J. Pavel (Czechoslovakia) 
Paul Philippot (ICCROM) 
Victor Pimentel (Peru) 
Harold Plenderleith (ICCROM) 
Deoclecio Redig de Campos (Vatican) 
Jean Sonnier (France) 
Francois Sorlin (France) 
Eustathios Stikas (Greece) 
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CONVENTION CONCERNING THE PROTECTION 
OF THE WORLD CULTURAL AND NATURAL HERITAGE 
The General Conference of the United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization meeting in Paris from 17 October to 21 November 1972, at its seventeenth session,  
Noting that the cultural heritage and the natural heritage are increasingly threatened with 
destruction not only by the traditional causes of decay, but also by changing social and 
economic conditions which aggravate the situation with even more formidable phenomena of 
damage or destruction,  
Considering that deterioration or disappearance of any item of the cultural or natural heritage 
constitutes a harmful impoverishment of the heritage of all the nations of the world,  
Considering that protection of this heritage at the national level often remains incomplete 
because of the scale of the resources which it requires and of the insufficient economic, 
scientific, and technological resources of the country where the property to be protected is 
situated,
Recalling that the Constitution of the Organization provides that it will maintain, increase, and 
diffuse knowledge by assuring the conservation and protection of the world's heritage, and 
recommending to the nations concerned the necessary international conventions,  
Considering that the existing international conventions, recommendations and resolutions 
concerning cultural and natural property demonstrate the importance, for all the peoples of the 
world, of safeguarding this unique and irreplaceable property, to whatever people it may belong,  
Considering that parts of the cultural or natural heritage are of outstanding interest and therefore 
need to be preserved as part of the world heritage of mankind as a whole,  
Considering that, in view of the magnitude and gravity of the new dangers threatening them, it 
is incumbent on the international community as a whole to participate in the protection of the 
cultural and natural heritage of outstanding universal value, by the granting of collective 
assistance which, although not taking the place of action by the State concerned, will serve as an 
efficient complement thereto,  
Considering that it is essential for this purpose to adopt new provisions in the form of a 
convention establishing an effective system of collective protection of the cultural and natural 
heritage of outstanding universal value, organized on a permanent basis and in accordance with 
modern scientific methods, Having decided, at its sixteenth session, that this question should be 
made the subject of an international convention, Adopts this sixteenth day of November 1972 
this Convention.  
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I. DEFINITION OF THE CULTURAL AND NATURAL HERITAGE  
Article 1 
For the purpose of this Convention, the following shall be considered as "cultural heritage":   
monuments: architectural works, works of monumental sculpture and painting, elements or 
structures of an archaeological nature, inscriptions, cave dwellings and combinations of 
features, which are of outstanding universal value from the point of view of history, art or 
science;  
groups of buildings: groups of separate or connected buildings which, because of their 
architecture, their homogeneity or their place in the landscape, are of outstanding universal 
value from the point of view of history, art or science;  
sites: works of man or the combined works of nature and man, and areas including 
archaeological sites which are of outstanding universal value from the historical, aesthetic, 
ethnological or anthropological point of view.  
Article 2 
For the purposes of this Convention, the following shall be considered as "natural heritage":  
natural features consisting of physical and biological formations or groups of such 
formations, which are of outstanding universal value from the aesthetic or scientific point 
of view;  
geological and physiographical formations and precisely delineated areas which constitute 
the habitat of threatened species of animals and plants of outstanding universal value from 
the point of view of science or conservation;  
natural sites or precisely delineated natural areas of outstanding universal value from the 
point of view of science, conservation or natural beauty. 
Article 3 
It is for each State Party to this Convention to identify and delineate the different properties 
situated on its territory mentioned in Articles 1 and 2 above.  
II. NATIONAL PROTECTION AND INTERNATIONAL PROTECTION OF THE 
CULTURAL AND NATURAL HERITAGE  
Article 4 
Each State Party to this Convention recognizes that the duty of ensuring the identification, 
protection, conservation, presentation and transmission to future generations of the cultural and 
natural heritage referred to in Articles 1 and 2 and situated on its territory, belongs primarily to 
that State. It will do all it can to this end, to the utmost of its own resources and, where 
appropriate, with any international assistance and co-operation, in particular, financial, artistic, 
scientific and technical, which it may be able to obtain.  
Article 5 
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To ensure that effective and active measures are taken for the protection, conservation and 
presentation of the cultural and natural heritage situated on its territory, each State Party to this 
Convention shall endeavor, in so far as possible, and as appropriate for each country:  
(a) to adopt a general policy which aims to give the cultural and natural heritage a function 
in the life of the community and to integrate the protection of that heritage into 
comprehensive planning programmes;  
(b) to set up within its territories, where such services do not exist, one or more services for 
the protection, conservation and presentation of the cultural and natural heritage with 
an appropriate staff and possessing the means to discharge their functions;  
(c) to develop scientific and technical studies and research and to work out such operating 
methods as will make the State capable of counteracting the dangers that threaten its 
cultural or natural heritage;  
(d) to take the appropriate legal, scientific, technical, administrative and financial measures 
necessary for the identification, protection, conservation, presentation and 
rehabilitation of this heritage; and  
(e) to foster the establishment or development of national or regional centres for training in 
the protection, conservation and presentation of the cultural and natural heritage and to 
encourage scientific research in this field.  
Article 6  
1. Whilst fully respecting the sovereignty of the States on whose territory the cultural and 
natural heritage mentioned in Articles 1 and 2 is situated, and without prejudice to property 
right provided by national legislation, the States Parties to this Convention recognize that 
such heritage constitutes a world heritage for whose protection it is the duty of the 
international community as a whole to co-operate.  
2. The States Parties undertake, in accordance with the provisions of this Convention, to give 
their help in the identification, protection, conservation and presentation of the cultural and 
natural heritage referred to in paragraphs 2 and 4 of Article 11 if the States on whose territory 
it is situated so request.  
3. Each State Party to this Convention undertakes not to take any deliberate measures which 
might damage directly or indirectly the cultural and natural heritage referred to in Articles 1 
and 2 situated on the territory of other States Parties to this Convention. 
Article 7 
For the purpose of this Convention, international protection of the world cultural and natural 
heritage shall be understood to mean the establishment of a system of international co-operation 
and assistance designed to support States Parties to the Convention in their efforts to conserve 
and identify that heritage. 
III INTERGOVERNMENTAL COMMITTEE FOR THE PROTECTION OF THE 
WORLD CULTURAL AND NATURAL HERITAGE 
Article 8 
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1. An Intergovernmental Committee for the Protection of the Cultural and Natural Heritage of 
Outstanding Universal Value, called "the World Heritage Committee", is hereby established 
within the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization. It shall be 
composed of 15 States Parties to the Convention, elected by States Parties to the Convention 
meeting in general assembly during the ordinary session of the General Conference of the 
United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization. The number of States 
members of the Committee shall be increased to 21 as from the date of the ordinary session 
of the General Conference following the entry into force of this Convention for at least 40 
States.  
2. Election of members of the Committee shall ensure an equitable representation of the 
different regions and cultures of the world.  
3. A representative of the International Centre for the Study of the Preservation and Restoration 
of Cultural Property (Rome Centre), a representative of the International Council of 
Monuments and Sites (ICOMOS) and a representative of the International Union for 
Conservation of Nature and Natural Resources (IUCN), to whom may be added, at the 
request of States Parties to the Convention meeting in general assembly during the ordinary 
sessions of the General Conference of the United Nations Educational, Scientific and 
Cultural Organization, representatives of other intergovernmental or non-governmental 
organizations, with similar objectives, may attend the meetings of the Committee in an 
advisory capacity. 
Article 9 
1. The term of office of States members of the World Heritage Committee shall extend from the 
end of the ordinary session of the General Conference during which they are elected until the 
end of its third subsequent ordinary session.  
2. The term of office of one-third of the members designated at the time of the first election 
shall, however, cease at the end of the first ordinary session of the General Conference 
following that at which they were elected; and the term of office of a further third of the 
members designated at the same time shall cease at the end of the second ordinary session of 
the General Conference following that at which they were elected. The names of these 
members shall be chosen by lot by the President of the General Conference of the United 
Nations Educational, Scientific and Cultural Organization after the first election.  
3. States members of the Committee shall choose as their representatives persons qualified in 
the field of the cultural or natural heritage. 
Article 10 
1. The World Heritage Committee shall adopt its Rules of Procedure.  
2. The Committee may at any time invite public or private organizations or individuals to 
participate in its meetings for consultation on particular problems.  
3. The Committee may create such consultative bodies as it deems necessary for the 
performance of its functions.  
Article 11 
1. Every State Party to this Convention shall, in so far as possible, submit to the World Heritage 
Committee an inventory of property forming part of the cultural and natural heritage, 
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situated in its territory and suitable for inclusion in the list provided for in paragraph 2 of this 
Article. This inventory, which shall not be considered exhaustive, shall include 
documentation about the location of the property in question and its significance.  
2. On the basis of the inventories submitted by States in accordance with paragraph 1, the 
Committee shall establish, keep up to date and publish, under the title of "World Heritage 
List," a list of properties forming part of the cultural heritage and natural heritage, as defined 
in Articles 1 and 2 of this Convention, which it considers as having outstanding universal 
value in terms of such criteria as it shall have established. An updated list shall be distributed 
at least every two years.  
3. The inclusion of a property in the World Heritage List requires the consent of the State 
concerned. The inclusion of a property situated in a territory, sovereignty or jurisdiction over 
which is claimed by more than one State shall in no way prejudice the rights of the parties to 
the dispute.  
4. The Committee shall establish, keep up to date and publish, whenever circumstances shall so 
require, under the title of "list of World Heritage in Danger", a list of the property appearing 
in the World Heritage List for the conservation of which major operations are necessary and 
for which assistance has been requested under this Convention. This list shall contain an 
estimate of the cost of such operations. The list may include only such property forming part 
of the cultural and natural heritage as is threatened by serious and specific dangers, such as 
the threat of disappearance caused by accelerated deterioration, large-scale public or private 
projects or rapid urban or tourist development projects; destruction caused by changes in the 
use or ownership of the land; major alterations due to unknown causes; abandonment for any 
reason whatsoever; the outbreak or the threat of an armed conflict; calamities and 
cataclysms; serious fires, earthquakes, landslides; volcanic eruptions; changes in water level, 
floods and tidal waves. The Committee may at any time, in case of urgent need, make a new 
entry in the List of World Heritage in Danger and publicize such entry immediately.  
5. The Committee shall define the criteria on the basis of which a property belonging to the 
cultural or natural heritage may be included in either of the lists mentioned in paragraphs 2 
and 4 of this article.  
6. Before refusing a request for inclusion in one of the two lists mentioned in paragraphs 2 and 4 
of this article, the Committee shall consult the State Party in whose territory the cultural or 
natural property in question is situated. 
7. The Committee shall, with the agreement of the States concerned, co-ordinate and encourage 
the studies and research needed for the drawing up of the lists referred to in paragraphs 2 and 
4 of this article. 
Article 12 
The fact that a property belonging to the cultural or natural heritage has not been included in 
either of the two lists mentioned in paragraphs 2 and 4 of Article 11 shall in no way be 
construed to mean that it does not have an outstanding universal value for purposes other than 
those resulting from inclusion in these lists. 
Article 13 
1. The World Heritage Committee shall receive and study requests for international assistance 
formulated by States Parties to this Convention with respect to property forming part of the 
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cultural or natural heritage, situated in their territories, and included or potentially suitable 
for inclusion in the lists mentioned referred to in paragraphs 2 and 4 of Article 11. The 
purpose of such requests may be to secure the protection, conservation, presentation or 
rehabilitation of such property.  
2. Requests for international assistance under paragraph 1 of this article may also be concerned 
with identification of cultural or natural property defined in Articles 1 and 2, when 
preliminary investigations have shown that further inquiries would be justified.  
3. The Committee shall decide on the action to be taken with regard to these requests, determine 
where appropriate, the nature and extent of its assistance, and authorize the conclusion, on its 
behalf, of the necessary arrangements with the government concerned.  
4. The Committee shall determine an order of priorities for its operations. It shall in so doing 
bear in mind the respective importance for the world cultural and natural heritage of the 
property requiring protection, the need to give international assistance to the property most 
representative of a natural environment or of the genius and the history of the peoples of the 
world, the urgency of the work to be done, the resources available to the States on whose 
territory the threatened property is situated and in particular the extent to which they are able 
to safeguard such property by their own means.  
5. The Committee shall draw up, keep up to date and publicize a list of property for which 
international assistance has been granted 
6. The Committee shall decide on the use of the resources of the Fund established under Article 
15 of this Convention. It shall seek ways of increasing these resources and shall take all 
useful steps to this end.  
7. The Committee shall co-operate with international and national governmental and 
non-governmental organizations having objectives similar to those of this Convention. For 
the implementation of its programmes and projects, the Committee may call on such 
organizations, particularly the International Centre for the Study of the Preservation and 
Restoration of Cultural Property (the Rome Centre), the International Council of 
Monuments and Sites (ICOMOS) and the International Union for Conservation of Nature 
and Natural Resources (IUCN), as well as on public and private bodies and individuals.  
8. Decisions of the Committee shall be taken by a majority of two-thirds of its members present 
and voting. A majority of the members of the Committee shall constitute a quorum. 
Article 14 
1. The World Heritage Committee shall be assisted by a Secretariat appointed by the 
Director-General of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
2. The Director-General of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization, 
utilizing to the fullest extent possible the services of the International Centre for the Study of 
the Preservation and the Restoration of Cultural Property (the Rome Centre), the 
International Council of Monuments and Sites (ICOMOS) and the International Union for 
Conservation of Nature and Natural Resources (IUCN) in their respective areas of 
competence and capability, shall prepare the Committee's documentation and the agenda of 
its meetings and shall have the responsibility for the implementation of its decisions. 
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IV FUND FOR THE PROTECTION OF THE WORLD CULTURAL AND NATURAL 
HERITAGE  
Article 15 
1. A Fund for the Protection of the World Cultural and Natural Heritage of Outstanding 
Universal Value, called "the World Heritage Fund", is hereby established. 
2. The Fund shall constitute a trust fund, in conformity with the provisions of the Financial 
Regulations of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
3. The resources of the Fund shall consist of:  
 (a) compulsory and voluntary contributions made by States Parties to this Convention,  
 (b) Contributions, gifts or bequests which may be made by:  
  (i) other States;  
  (ii) the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization, other organizations 
of the United Nations system, particularly the United Nations Development Programme 
or other intergovernmental organizations;  
  (iii) public or private bodies or individuals;  
(c) any interest due on the resources of the Fund;  
 (d) funds raised by collections and receipts from events organized for the benefit of the fund; 
and
 (e) all other resources authorized by the Fund's regulations, as drawn up by the World Heritage 
Committee.  
4. Contributions to the Fund and other forms of assistance made available to the Committee 
may be used only for such purposes as the Committee shall define. The Committee may 
accept contributions to be used only for a certain programme or project, provided that the 
Committee shall have decided on the implementation of such programme or project. No 
political conditions may be attached to contributions made to the Fund.  
Article 16 
1. Without prejudice to any supplementary voluntary contribution, the States Parties to this 
Convention undertake to pay regularly, every two years, to the World Heritage Fund, 
contributions, the amount of which, in the form of a uniform percentage applicable to all 
States, shall be determined by the General Assembly of States Parties to the Convention, 
meeting during the sessions of the General Conference of the United Nations Educational, 
Scientific and Cultural Organization. This decision of the General Assembly requires the 
majority of the States Parties present and voting, which have not made the declaration 
referred to in paragraph 2 of this Article. In no case shall the compulsory contribution of 
States Parties to the Convention exceed 1% of the contribution to the regular budget of the 
United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
2. However, each State referred to in Article 31 or in Article 32 of this Convention may declare, 
at the time of the deposit of its instrument of ratification, acceptance or accession, that it 
shall not be bound by the provisions of paragraph 1 of this Article.  
3. A State Party to the Convention which has made the declaration referred to in paragraph 2 of 
this Article may at any time withdraw the said declaration by notifying the Director-General 
of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization. However, the 
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withdrawal of the declaration shall not take effect in regard to the compulsory contribution 
due by the State until the date of the subsequent General Assembly of States parties to the 
Convention.  
4. In order that the Committee may be able to plan its operations effectively, the contributions of 
States Parties to this Convention which have made the declaration referred to in paragraph 2 
of this Article, shall be paid on a regular basis, at least every two years, and should not be 
less than the contributions which they should have paid if they had been bound by the 
provisions of paragraph 1 of this Article.  
5. Any State Party to the Convention which is in arrears with the payment of its compulsory or 
voluntary contribution for the current year and the calendar year immediately preceding it 
shall not be eligible as a Member of the World Heritage Committee, although this provision 
shall not apply to the first election.  
 The terms of office of any such State which is already a member of the Committee shall 
terminate at the time of the elections provided for in Article 8, paragraph 1 of this Convention.  
Article 17 
The States Parties to this Convention shall consider or encourage the establishment of national 
public and private foundations or associations whose purpose is to invite donations for the 
protection of the cultural and natural heritage as defined in Articles 1 and 2 of this Convention. 
Article 18 
The States Parties to this Convention shall give their assistance to international fund-raising 
campaigns organized for the World Heritage Fund under the auspices of the United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization. They shall facilitate collections made by the 
bodies mentioned in paragraph 3 of Article 15 for this purpose.  
V. CONDITIONS AND ARRANGEMENTS FOR INTERNATIONAL ASSISTANCE 
Article 19 
Any State Party to this Convention may request international assistance for property forming 
part of the cultural or natural heritage of outstanding universal value situated within its territory. 
It shall submit with its request such information and documentation provided for in Article 21 as 
it has in its possession and as will enable the Committee to come to a decision.  
Article 20  
Subject to the provisions of paragraph 2 of Article 13, sub-paragraph (c) of Article 22 and 
Article 23, international assistance provided for by this Convention may be granted only to 
property forming part of the cultural and natural heritage which the World Heritage Committee 
has decided, or may decide, to enter in one of the lists mentioned in paragraphs 2 and 4 of 
Article 11. 
Article 21  
1. The World Heritage Committee shall define the procedure by which requests to it for 
international assistance shall be considered and shall specify the content of the request, 
which should define the operation contemplated, the work that is necessary, the expected 
cost thereof, the degree of urgency and the reasons why the resources of the State requesting 
assistance do not allow it to meet all the expenses.  Such requests must be supported by 
― 48―
experts' reports whenever possible. 
2. Requests based upon disasters or natural calamities should, by reasons of the urgent work 
which they may involve, be given immediate, priority consideration by the Committee, 
which should have a reserve fund at its disposal against such contingencies.  
3. Before coming to a decision, the Committee shall carry out such studies and consultations as 
it deems necessary.  
Article 22 
Assistance granted by the World Heritage Fund may take the following forms:  
(a) studies  concerning the artistic, scientific and technical problems raised by the protection, 
conservation, presentation and rehabilitation of the cultural and natural heritage, as defined 
in paragraphs 2 and 4 of Article 11 of this Convention;  
(b) provisions of experts, technicians and skilled labour to ensure that the approved work is 
correctly carried out;  
(c) training of staff and specialists at all levels in the field of identification, protection, 
conservation, presentation and rehabilitation of the cultural and natural heritage;  
(d) supply of equipment which the State concerned does not possess or is not in a position to 
acquire;
(e) low-interest or interest-free loans which might be repayable on a long-term basis;  
(f) the granting, in exceptional cases and for special reasons, of non-repayable subsidies. 
Article 23 
The World Heritage Committee may also provide international assistance to national or regional 
centres for the training of staff and specialists at all levels in the field of identification, 
protection, conservation, presentation and rehabilitation of the cultural and natural heritage. 
Article 24 
International assistance on a large scale shall be preceded by detailed scientific, economic and 
technical studies. These studies shall draw upon the most advanced techniques for the protection, 
conservation, presentation and rehabilitation of the natural and cultural heritage and shall be 
consistent with the objectives of this Convention. The studies shall also seek means of making 
rational use of the resources available in the State concerned. 
Article 25 
As a general rule, only part of the cost of work necessary shall be borne by the international 
community. The contribution of the State benefiting from international assistance shall 
constitute a substantial share of the resources devoted to each programme or project, unless its 
resources do not permit this. 
Article 26 
The World Heritage Committee and the recipient State shall define in the agreement they 
conclude the conditions in which a programme or project for which international assistance 
under the terms of this Convention is provided, shall be carried out.  It shall be the 
responsibility of the State receiving such international assistance to continue to protect, 
conserve and present the property so safeguarded, in observance of the conditions laid down by 
the agreement. 
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VI. EDUCATIONAL PROGRAMMES 
Article 27 
1. The States Parties to this Convention shall endeavor by all appropriate means, and in 
particular by educational and information programmes, to strengthen appreciation and 
respect by their peoples of the cultural and natural heritage defined in Articles 1 and 2 of the 
Convention.  
2. They shall undertake to keep the public broadly informed of the dangers threatening this 
heritage and of the activities carried on in pursuance of this Convention. 
Article 28 
States Parties to this Convention which receive international assistance under the Convention 
shall take appropriate measures to make known the importance of the property for which 
assistance has been received and the role played by such assistance.  
VII. REPORTS 
Article 29 
1. The States Parties to this Convention shall, in the reports which they submit to the General 
Conference of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization on dates 
and in a manner to be determined by it, give information on the legislative and 
administrative provisions which they have adopted and other action which they have taken 
for the application of this Convention, together with details of the experience acquired in this 
field.  
2. These reports shall be brought to the attention of the World Heritage Committee.  
3. The Committee shall submit a report on its activities at each of the ordinary sessions of the 
General Conference of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
VIII FINAL CLAUSES  
Article 30 
This Convention is drawn up in Arabic, English, French, Russian and Spanish, the five texts 
being equally authoritative.  
Article 31 
1. This Convention shall be subject to ratification or acceptance by States members of the 
United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization in accordance with their 
respective constitutional procedures.  
2. The instruments of ratification or acceptance shall be deposited with the Director-General of 
the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
Article 32 
1. This Convention shall be open to accession by all States not members of the United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization which are invited by the General 
Conference of the Organization to accede to it. 
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2. Accession shall be effected by the deposit of an instrument of accession with the 
Director-General of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
Article 33 
This Convention shall enter into force three months after the date of the deposit of the twentieth 
instrument of ratification, acceptance or accession, but only with respect to those States which 
have deposited their respective instruments of ratification, acceptance or accession on or before 
that date. It shall enter into force with respect to any other State three months after the deposit of 
its instrument of ratification, acceptance or accession.  
Article 34 
The following provisions shall apply to those States Parties to this Convention which have a 
federal or non-unitary constitutional system:  
  (a) with regard to the provisions of this Convention, the implementation of which comes 
under the legal jurisdiction of the federal or central legislative power, the obligations of 
the federal or central government shall be the same as for those States parties which are 
not federal States;  
  (b) with regard to the provisions of this Convention, the implementation of which comes 
under the legal jurisdiction of individual constituent States, countries, provinces or 
cantons that are not obliged by the constitutional system of the federation to take 
legislative measures, the federal government shall inform the competent authorities of 
such States, countries, provinces or cantons of the said provisions, with its 
recommendation for their adoption.  
Article 35 
1. Each State Party to this Convention may denounce the Convention.  
2. The denunciation shall be notified by an instrument in writing, deposited with the 
Director-General of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
3. The denunciation shall take effect twelve months after the receipt of the instrument of 
denunciation. It shall not affect the financial obligations of the denouncing State until the 
date on which the withdrawal takes effect. 
Article 36 
The Director-General of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization 
shall inform the States members of the Organization, the States not members of the 
Organization which are referred to in Article 32, as well as the United Nations, of the deposit of 
all the instruments of ratification, acceptance, or accession provided for in Articles 31 and 32, 
and of the denunciations provided for in Article 35.  
Article 37 
1. This Convention may be revised by the General Conference of the United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization. Any such revision shall, however, bind 
only the States which shall become Parties to the revising convention.  
2. If the General Conference should adopt a new convention revising this Convention in whole 
or in part, then, unless the new convention otherwise provides, this Convention shall cease to 
be open to ratification, acceptance or accession, as from the date on which the new revising 
convention enters into force. 
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Article 38 
In conformity with Article 102 of the Charter of the United Nations, this Convention shall be 
registered with the Secretariat of the United Nations at the request of the Director-General of the 
United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization.  
Done in Paris, this twenty-third day of November 1972, in two authentic copies bearing the 
signature of the President of the seventeenth session of the General Conference and of the 
Director-General of the United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization, 
which shall be deposited in the archives of the United Nations Educational, Scientific and 
Cultural Organization, and certified true copies of which shall be delivered to all the States 
referred to in Articles 31 and 32 as well as to the United Nations.  
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THE NARA DOCUMENT ON AUTHENTICITY 
Preamble  
1. We, the experts assembled in Nara (Japan), wish to acknowledge the generous spirit and 
intellectual courage of the Japanese authorities in providing a timely forum in which we 
could challenge conventional thinking in the conservation field, and debate ways and means 
of broadening our horizons to bring greater respect for cultural and heritage diversity to 
conservation practice.  
2. We also wish to acknowledge the value of the framework for discussion provided by the 
World Heritage Committee's desire to apply the test of authenticity in ways which accord full 
respect to the social and cultural values of all societies, in examining the outstanding 
universal value of cultural properties proposed for the World Heritage List.  
3. The Nara Document on Authenticity is conceived in the spirit of the Charter of Venice 1964, 
and builds on it and extends it in response to the expanding scope of cultural heritage 
concerns and interests in our contemporary world.  
4. In a world that is increasingly subject to the forces of globalization and homogenization, and 
in a world in which the search for cultural identity is sometimes pursued through aggressive 
nationalism and the suppression of the cultures of minorities, the essential contribution made 
by the consideration of authenticity in conservation practice is to clarify and illuminate the 
collective memory of humanity.  
Cultural diversity and heritage diversity  
5. The diversity of cultures and heritage in our world is an irreplaceable source of spiritual and 
intellectual richness for all humankind. The protection and enhancement of cultural and 
heritage diversity in our world should be actively promoted as an essential aspect of human 
development.  
6. Cultural heritage diversity exists in time and space, and demands respect for other cultures 
and all aspects of their belief systems. In cases where cultural values appear to be in conflict, 
respect for cultural diversity demands acknowledgment of the legitimacy of the cultural 
values of all parties.  
7. All cultures and societies are rooted in the particular forms and means of tangible and 
intangible expression which constitute their heritage, and these should be respected.  
8. It is important to underline a fundamental principle of UNESCO, to the effect that the cultural 
heritage of each is the cultural heritage of all. Responsibility for cultural heritage and the 
management of it belongs, in the first place, to the cultural community that has generated it, 
and subsequently to that which cares for it. However, in addition to these responsibilities, 
adherence to the international charters and conventions developed for conservation of cultural 
heritage also obliges consideration of the principles and responsibilities flowing from them. 
Balancing their own requirements with those of other cultural communities is, for each 
community, highly desirable, provided achieving this balance does not undermine their 
fundamental cultural value.  
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Values and authenticity  
9. Conservation of cultural heritage in all its forms and historical periods is rooted in the values 
attributed to the heritage. Our ability to understand these values depends, in part, on the 
degree to which information sources about these values may be understood as credible or 
truthful. Knowledge and understanding of these sources of information, in relation to original 
and subsequent characteristics of the cultural heritage, and their meaning, is a requisite basis 
for assessing all aspects of authenticity.  
10. Authenticity, considered in this way and affirmed in the Charter of Venice, appears as the 
essential qualifying factor concerning values. The understanding of authenticity plays a 
fundamental role in all scientific studies of the cultural heritage, in conservation and 
restoration planning, as well as within the inscription procedures used for the World 
Heritage Convention and other cultural heritage inventories.  
11. All judgments about values attributed to cultural properties as well as the credibility of 
related information sources may differ from culture to culture, and even within the same 
culture. It is thus not possible to base judgments of values and authenticity within fixed 
criteria. On the contrary, the respect due to all cultures requires that heritage properties must 
considered and judged within the cultural contexts to which they belong.  
12. Therefore, it is of the highest importance and urgency that, within each culture, recognition 
be accorded to the specific nature of its heritage values and the credibility and truthfulness 
of related information sources.  
13. Depending on the nature of the cultural heritage, and its cultural context, authenticity 
judgments may be linked to the worth of a great variety of sources of information. Aspects 
of the sources may include form and design, materials and substance, use and function, 
traditions and techniques, location and setting, and spirit and feeling, and other internal and 
external factors. The use of these sources permits elaboration of the specific artistic, historic, 
social, and scientific dimensions of the cultural heritage being examined.  
Definitions
CONSERVATION: all operations designed to understand a property, know its history and 
meaning, ensure its material safeguard, and, if required, its restoration and enhancement.  
INFORMATION SOURCES: all physical, written, oral, and figurative sources which make it 
possible to know the nature, specificities, meaning, and history of the cultural heritage.  
[NB This text was adopted at the close of the Nara Conference. It remains subject to further 
minor modification to reconcile fully the English and French versions.] 
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UNESCO Universal Declaration on Cultural Diversity 
The General Conference,  
Committed to the full implementation of the human rights and fundamental freedoms 
proclaimed in the Universal Declaration of Human Rights and other universally recognized 
legal instruments, such as the two International Covenants of 1966 relating respectively to civil 
and political rights and to economic, social and cultural rights,  
Recalling that the Preamble to the Constitution of UNESCO affirms “that the wide diffusion of 
culture, and the education of humanity for justice and liberty and peace are indispensable to the 
dignity of man  
and constitute a sacred duty which all the nations must fulfil in a spirit of mutual assistance and 
concern”,
Further recalling Article I of the Constitution, which assigns to UNESCO among other 
purposes that of recommending “such international agreements as may be necessary to promote 
the free flow of ideas by word and image”,  
Referring to the provisions relating to cultural diversity and the exercise of cultural rights in the 
international instruments enacted by UNESCO,(1)  
Reaffirming that culture should be regarded as the set of distinctive spiritual, material, 
intellectual and emotional features of society or a social group, and that it encompasses, in 
addition to art and literature, lifestyles, ways of living together, value systems, traditions and 
beliefs, (2)  
Noting that culture is at the heart of contemporary debates about identity, social cohesion, and 
the development of a knowledge-based economy,  
Affirming that respect for the diversity of cultures, tolerance, dialogue and cooperation, in a 
climate of mutual trust and understanding are among the best guarantees of international peace 
and security,  
Aspiring to greater solidarity on the basis of recognition of cultural diversity, of awareness of 
the unity of humankind, and of the development of intercultural exchanges,  
Considering that the process of globalization, facilitated by the rapid development of new 
information and communication technologies, though representing a challenge for cultural 
diversity, creates the conditions for renewed dialogue among cultures and civilizations,  
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Aware of the specific mandate which has been entrusted to UNESCO, within the United 
Nations system, to ensure the preservation and promotion of the fruitful diversity of cultures,  
Proclaims the following principles and adopts the present Declaration:  
IDENTITY, DIVERSITY AND PLURALISM 
Article 1 – Cultural diversity: the common heritage of humanity
Culture takes diverse forms across time and space. This diversity is embodied in the uniqueness 
and plurality of the identities of the groups and societies making up humankind. As a source of 
exchange, innovation and creativity, cultural diversity is as necessary for humankind as 
biodiversity is for nature. In this sense, it is the common heritage of humanity and should be 
recognized and affirmed for the benefit of present and future generations.  
Article 2 – From cultural diversity to cultural pluralism
In our increasingly diverse societies, it is essential to ensure harmonious interaction among 
people and groups with plural, varied and dynamic cultural identities as well as their willingness 
to live together. Policies for the inclusion and participation of all citizens are guarantees of 
social cohesion, the vitality of civil society and peace. Thus defined, cultural pluralism gives 
policy expression to the reality of cultural diversity. Indissociable from a democratic framework, 
cultural pluralism is conducive to cultural exchange and to the flourishing of creative capacities 
that sustain public life.  
Article 3 – Cultural diversity as a factor in development
Cultural diversity widens the range of options open to everyone; it is one of the roots of 
development, understood not simply in terms of economic growth, but also as a means to 
achieve a more satisfactory intellectual, emotional, moral and spiritual existence.  
CULTURAL DIVERSITY AND HUMAN RIGHTS  
Article 4 – Human rights as guarantees of cultural diversity
The defence of cultural diversity is an ethical imperative, inseparable from respect for human 
dignity. It implies a commitment to human rights and fundamental freedoms, in particular the 
rights of persons belonging to minorities and those of indigenous peoples. No one may invoke 
cultural diversity to infringe upon human rights guaranteed by international law, nor to limit 
their scope.  
Article 5 – Cultural rights as an enabling environment for cultural diversity
Cultural rights are an integral part of human rights, which are universal, indivisible and 
interdependent. The flourishing of creative diversity requires the full implementation of cultural 
rights as defined in Article 27 of the Universal Declaration of Human Rights and in Articles 13 
and 15 of the International Covenant on Economic, Social and Cultural Rights. All persons have 
therefore the right to express themselves and to create and disseminate their work in the 
language of their choice, and particularly in their mother tongue; all persons are entitled to 
quality education and training that fully respect their cultural identity; and all persons have the 
right to participate in the cultural life of their choice and conduct their own cultural practices, 
subject to respect for human rights and fundamental freedoms.  
Article 6 – Towards access for all to cultural diversity
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While ensuring the free flow of ideas by word and image care should be exercised so that all 
cultures can express themselves and make themselves known. Freedom of expression, media 
pluralism, multilingualism, equal access to art and to scientific and technological knowledge, 
including in digital form, and the possibility for all cultures to have access to the means of 
expression and dissemination are the guarantees of cultural  
diversity.
CULTURAL DIVERSITY AND CREATIVITY  
Article 7 – Cultural heritage as the wellspring of creativity
Creation draws on the roots of cultural tradition, but flourishes in contact with other cultures. 
For this reason, heritage in all its forms must be preserved, enhanced and handed on to future 
generations as a record of human experience and aspirations, so as to foster creativity in all its 
diversity and to inspire genuine dialogue among cultures.  
Article 8 – Cultural goods and services: commodities of a unique kind
In the face of present-day economic and technological change, opening up vast prospects for 
creation and innovation, particular attention must be paid to the diversity of the supply of 
creative work, to due recognition of the rights of authors and artists and to the specificity of 
cultural goods and services which, as vectors of identity, values and meaning, must not be 
treated as mere commodities or consumer goods.  
Article 9 – Cultural policies as catalysts of creativity
While ensuring the free circulation of ideas and works, cultural policies must create conditions 
conducive to the production and dissemination of diversified cultural goods and services 
through cultural industries that have the means to assert themselves at the local and global level. 
It is for each State, with due regard to its international obligations, to define its cultural policy 
and to implement it through the means it considers fit, whether by operational support or 
appropriate regulations.  
CULTURAL DIVERSITY AND INTERNATIONAL SOLIDARITY  
Article 10 – Strengthening capacities for creation and dissemination worldwide
In the face of current imbalances in flows and exchanges of cultural goods at the global level, it 
is necessary to reinforce international cooperation and solidarity aimed at enabling all countries, 
especially developing countries and countries in transition, to establish cultural industries that 
are viable and competitive at national and international level.  
Article 11 – Building partnerships between the public sector, the private sector and civil 
society
Market forces alone cannot guarantee the preservation and promotion of cultural diversity, 
which is the key to sustainable human development. From this perspective, the pre-eminence of 
public policy, in partnership with the private sector and civil society, must be reaffirmed.  
Article 12 – The role of UNESCO
UNESCO, by virtue of its mandate and functions, has the responsibility to:  
(a) promote the incorporation of the principles set out in the present Declaration into the 
development strategies drawn up within the various intergovernmental bodies;  
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(b) serve as a reference point and a forum where States, international governmental and 
nongovernmental organizations, civil society and the private sector may join together in 
elaborating concepts, objectives and policies in favour of cultural diversity;  
(c) pursue its activities in standard-setting, awareness raising and capacity-building in the areas 
related to the present Declaration within its fields of competence;  
(d) facilitate the implementation of the Action Plan, the main lines of which are appended to the 
present Declaration.  
(1) Including, in particular, the Florence Agreement of 1950 and its Nairobi Protocol of 1976, 
the Universal Copyright Convention of 1952, the Declaration of the Principles of 
International Cultural Cooperation of 1966, the Convention on the Means of Prohibiting and 
Preventing the Illicit Import, Export and Transfer of Ownership of Cultural Property of 1970, 
the Convention for the Protection of the World Cultural and Natural Heritage of 1972, the 
Declaration on Race and Racial Prejudice of 1978, the Recommendation concerning the 
Status of the Artist of 1980, and the Recommendation on the Safeguarding of Traditional 
Culture and Folklore of 1989.  
(2) This definition is in line with the conclusions of the World Conference on Cultural Policies 
(MONDIACULT, Mexico City, 1982), of the World Commission on Culture and 
Development Our Creative Diversity, 1995), and of the Intergovernmental Conference on 
Cultural Policies for Development (Stockholm, 1998)  
Annex II Main lines of an action plan for the implementation of the UNESCO Universal 
Declaration on Cultural Diversity
The Member States commit themselves to taking appropriate steps to disseminate widely the 
“UNESCO Universal Declaration on Cultural Diversity” and to encourage its effective 
application, in particular by cooperating with a view to achieving the following objectives:  
1. Deepening the international debate on questions relating to cultural diversity, particularly in 
respect of its links with development and its impact on policy-making, at both national and 
international level; taking forward notably consideration of the advisability of an international 
legal instrument on cultural diversity.  
2. Advancing in the definition of principles, standards and practices, on both the national and 
the international levels, as well as of awareness-raising modalities and patterns of 
cooperation, that are most conducive to the safeguarding and promotion of cultural diversity.  
3. Fostering the exchange of knowledge and best practices in regard to cultural pluralism with a 
view to facilitating, in diversified societies, the inclusion and participation of persons and 
groups from varied cultural backgrounds.  
4. Making further headway in understanding and clarifying the content of cultural rights as an 
integral part of human rights.  
5. Safeguarding the linguistic heritage of humanity and giving support to expression, creation 
and dissemination in the greatest possible number of languages.  
6. Encouraging linguistic diversity – while respecting the mother tongue – at all levels of 
education, wherever possible, and fostering the learning of several languages from the 
earliest age.  
7. Promoting through education an awareness of the positive value of cultural diversity and 
improving to this end both curriculum design and teacher education.  
8. Incorporating, where appropriate, traditional pedagogies into the education process with a 
view to preserving and making full use of culturally appropriate methods of communication 
and transmission of knowledge.  
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9. Encouraging “digital literacy” and ensuring greater mastery of the new information and 
communication technologies, which should be seen both as educational disciplines and as 
pedagogical tools capable of enhancing the effectiveness of educational services.  
10. Promoting linguistic diversity in cyberspace and encouraging universal access through the 
global network to all information in the public domain.  
11. Countering the digital divide, in close cooperation in relevant United Nations system 
organizations, by fostering access by the developing countries to the new technologies, by 
helping them to master information technologies and by facilitating the digital 
dissemination of endogenous cultural products and access by those countries to the 
educational, cultural and scientific digital resources available worldwide. 
12. Encouraging the production, safeguarding and dissemination of diversified contents in the 
media and global information networks and, to that end, promoting the role of public radio 
and television services in the development of audiovisual productions of good quality, in 
particular by fostering the establishment of cooperative mechanisms to facilitate their 
distribution.  
13. Formulating policies and strategies for the preservation and enhancement of the cultural and 
natural heritage, notably the oral and intangible cultural heritage, and combating illicit 
traffic in cultural goods and services.  
14. Respecting and protecting traditional knowledge, in particular that of indigenous peoples; 
recognizing the contribution of traditional knowledge, particularly with regard to 
environmental protection and the management of natural resources, and fostering synergies 
between modern science and local knowledge.  
15. Fostering the mobility of creators, artists, researchers, scientists and intellectuals and the 
development of international research programmes and partnerships, while striving to 
preserve and enhance the creative capacity of developing countries and countries in 
transition.  
16. Ensuring protection of copyright and related rights in the interest of the development of 
contemporary creativity and fair remuneration for creative work, while at the same time 
upholding a public right of access to culture, in accordance with Article 27 of the Universal 
Declaration of Human Rights.  
17. Assisting in the emergence or consolidation of cultural industries in the developing 
countries and countries in transition and, to this end, cooperating in the development of the 
necessary infrastructures and skills, fostering the emergence of viable local markets, and 
facilitating access for the cultural products of those countries to the global market and 
international distribution networks.  
18. Developing cultural policies, including operational support arrangements and/or appropriate 
regulatory frameworks, designed to promote the principles enshrined in this Declaration, in 
accordance with the international obligations incumbent upon each State.  
19. Involving the various sections of civil society closely in the framing of public policies aimed 
at safeguarding and promoting cultural diversity.  
20. Recognizing and encouraging the contribution that the private sector can make to enhancing 
cultural diversity and facilitating, to that end, the establishment of forums for dialogue 
between the public sector and the private sector.  
The Member States recommend that the Director- General take the objectives set forth in this 
Action Plan into account in the implementation of UNESCO’s programmes and communicate it 
to institutions of the United Nations system and to other intergovernmental and 
non-governmental organizations concerned with a view to enhancing the synergy of actions in 
favour of cultural diversity. 
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᭽ᄙ⊛ൻᢥޔߦ᭽หߣߩࠆ޽ߢⷐᔅߡߞߣߦὼ⥄߇ᕈ᭽ᄙ⊛‛↢ޕࠆ޿ߡࠇߐ␜߇ᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ
᭽ᄙ⊛ൻᢥޔߡ޿߅ߦ๧ᗧߩߎޕࠆ޽ߢߩ߽ߥⷐᔅߦ㘃ੱޔߡߒߣḮߩㅧഃޔᣂ㕟ޔᵹ੤ޔߪᕈ
ߴࠆࠇߐᒛਥޔࠇߐ⼂⹺߇ᕈⷐ㊀ߩߘߦ߼ߚߩઍ਎ߩ᧪዁߮෸࿷⃻ޔࠅ޽ߢ↥ㆮߩㅢ౒㘃ੱߪᕈ
ޕࠆ޽ߢ߈

߳⟵ਥరᄙ⊛ൻᢥࠄ߆ᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ᧦㧞╙
ࠕ⊛ൻᢥߚߜḩߦജᵴߢ᭽ᄙࠅ޽ߢ⊛రᄙޔᣣ੹ࠆ޿ߡߒჇࠍᕈ᭽ᄙߔ߹ߔ߹߇ળ␠ߩ਄⃿࿾
ޔߦ߽ߣߣߟᜬࠍᔒᗧ߁޿ߣ߁ࠃߒ↢౒ߦ޿੕ޔ߇჻ห࿅㓸߿ᣖ᳃ߟᜬߦޘ୘ࠍ࡯ࠖ࠹ࠖ࠹ࡦ࠺ࠗ
Ꮢߩߡߴߔޕࠆ޽ߢᰳนਇⷐᔅޔߪߣߎࠆߔ଻⏕ࠍႺⅣ߁ว߃ਈࠍ㗀ᓇߦ੕⋧ߢᒻߚࠇขߩ๺⺞
ࠍ๺ᐔߡߒߘޔജᵴߩળ␠᳃Ꮢޔ᧤⚿⊛ળ␠ޔߪ╷᡽ࠆ߈ߢടෳ߇᳃Ꮢߩߡߴߔޔࠇߐ⟜✂߇᳃
ߦᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޔߢߣߎࠆߔߣ␆ၮࠍ⟵ਥరᄙ⊛ൻᢥޔߦ߁ࠃߩ⟵ቯߩߎޕࠆ޽ߢߩ߽ࠆߔ㓚଻
ߩಽนਇߣ␆ၮߩ⟵ਥਥ᳃ޔߪ⟵ਥరᄙ⊛ൻᢥޕࠆ޽ߢ⢻น߇ߣߎࠆߣࠍ╷᡽ࠆߔᔕኻߦ⊛ታ⃻
ޕࠆ޽ߢߩ߽ࠆߔ⾗ߦ⧎㐿ߩജ⢻⊛ㅧഃߥⷐᔅߦᜬ⛽ᵴ↢ߩ᳃Ꮢ⥸৻ߣᵹ੤ߩൻᢥޔࠅ޽ߢߩ߽

ᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥߩߡߒߣ⚛ⷐ㧝ߩዷ⊒᧦㧟╙
ޔߪᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޕࠆ޽ߢߩ߽ࠆߍᐢࠍ᏷ߩ⢇ᛯㆬࠆ޿ߡࠇ߆㐿ߦੱߩߡߴߔޔߪᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ
♖࡮⊛ᓼ㆏࡮⊛ᖱᗵ࡮⊛⍮ߚߒታలࠅࠃޔߊߥߪߢ߈ߴߔ⸃ℂߌߛࠄ߆ὐⷰ߁޿ߣ㐳ᚑᷣ⚻ߦන
ޕࠆ޽ߢߟ㧝ߩ⚛ⷐᧄၮߩ߼ߚߩዷ⊒ޔ߈ߴߔ⸃ℂߡߒߣᲑᚻߩ߼ߚࠆߔᚑ㆐ࠍᵴ↢⊛␹


ᮭੱߣᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ

ᮭੱߩߡߒߣ㓚଻ߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ᧦㧠╙
଻ߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޕࠆ޽ߢോᕆ⊛ℂ୶ߩಽนਇߣᗧᢘߩ߳෩ዅߩ㑆 ੱޔߪ⼔଻ߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ
๧ᗧࠍߣߎࠆ޽߇ോ⟵ࠆ቞ࠍ↱⥄⊛ᧄၮޔߣᮭੱߩߤߥ೑ᮭߩᣖ᳃૑వ࡮ᣖ᳃ᢙዋߦ․ޔߪߣ⼔
ࠍᮭੱࠅߚߒଚࠍᮭੱߚࠇߐ㓚଻ߡߞࠃߦᴺ㓙࿖ޔߡߒߣታญࠍᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ߽⠪૗ޕࠆ޿ߡߒ
ޕ޿ߥࠄߥߪߡߞ޽߇ߣߎࠆߔࠅߚߒ㒢೙

೑ᮭ⊛ൻᢥߩߡߒߣႺⅣߩ߼ߚࠆߔ⃻ታࠍᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ᧦㧡╙
ߐ᦭౒ߦޘੱߩ⇇਎ ోޔߪ೑ᮭ⊛ൻᢥޕࠆ޽ߢߩ߽޿ߥ߈ߢߩߣߎߊᰳߦᮭ ੱޔߪ೑ᮭ⊛ൻᢥ
ߩ߽߁޽ߒ↪૞࡮㗀ᓇߦ੕⋧ߪ೑ᮭ⊛ൻᢥߩޘ୘ޔߢ⢻นਇߪߣߎࠆ߃ࠄߣߡߒഀಽࠍޘ୘ޔࠇ
⚻ޟ߮෸᧦㧣㧞╙ޠ⸒ትᮭੱ⇇਎ޟޔߪߦ߼ߚࠆߖߐ⧎㐿ࠍᕈ᭽ᄙߩߢ㕙߁޿ߣᕈㅧഃޕࠆ޽ߢ
ోቢߩ೑ᮭ⊛ൻᢥߚࠇߐ⟵ቯߦ᧦㧡㧝╙ޔ᧦㧟㧝╙ޠ⚂ⷙࠆߔ㑐ߦ೑ᮭ⊛ൻᢥ߮෸⊛ળ␠ޔ⊛ᷣ
ޔ⺆⸒ࠆߔᛯㆬߢ⥄ฦ߇ੱߩߡߴߔޔߡ޿ߠၮߦᮭੱ⊛ᧄၮߣᮭੱޔߡߞᓥޕࠆ޽ߢⷐᔅ߇ᣉታ
߇ੱߩߡߴߔޔ߈ߢ߇ߣߎࠆߖߐ෸᥉࡮ߒㅧഃࠍຠ૞ߩᏆ⥄ޔߒ⃻⴫ࠍᏆ⥄ߡߞࠃߦ⺆࿖Უߦ․
ᜬࠍ೑ᮭࠆߌฃࠍ✵⸠ߣ⢒ᢎ޿㜞ߩ⾰ߚߒ㊀ዅߦಽචࠍ࡯ࠖ࠹ࠖ࠹ࡦ࠺ࠗࠕ⊛ൻᢥߩࠇߙࠇߘ
ߣߎࠆߔേⴕߡߞᓥߦ⠌ᘠ⊛ൻᢥߩ⥄ฦޔߒടෳߦᵴ↢⊛ൻᢥࠆߔᛯㆬߢ⥄ฦ߇ੱߩߡߴߔޔߜ
ޕ޿ߥࠄߥߪߡߊߥ߈ߢ߇

ߦ߼ߚࠆߔฃ੨ࠍᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ߇ੱߩߡߴߔ᧦㧢╙
෸᥉ߣ⃻⴫ޔ߇ൻᢥߩߡߴߔޔߢᣇ৻ࠆߔ଻⏕ࠍᵹ੤ߥ↱⥄ࠆࠃߦ⽎⴫࡮⺆⸒ߩᗐᕁࠆࠁࠄ޽
⺆⸒ᄙޔᕈరᄙߩࠕࠖ࠺ࡔޔ↱⥄ߩ⃻⴫ޕ޿ߥࠄߥ߫ࠇߌߥࠊᛄࠍᗧᵈ߁ࠃࠆࠇࠄ߃ਈࠍળᯏߩ
⃻⴫߇ൻᢥߩߡߴߔߡߒߘޔᕈ╬ᐔߩᚻ౉ႎᖱⴚᛛ࡮ቇ⑼ޔߣฃ੨ⴚ⧓߻฽ࠍᘒᒻ࡞࠲ࠫ࠺ޔᕈ
ޕࠆߥߦߣߎࠆߔ㓚଻ࠍᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޔ߇ߣߎࠆࠇࠄ߃ਈࠍᲑᚻߩ߼ߚߩ෸᥉ߣ

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
ᕈㅧഃߣᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ

↥ㆮൻᢥߩߡߒߣᴰḮߩᕈㅧഃ᧦㧣╙
ࠃߦ⸅ធߩߣൻᢥߩᢙⶄߩઁߦᤨหޔ߇ࠆ޽ߢߩ߽ࠆࠇࠄߍㆀߒᚑߦ਄ߩ⛔વ⊛ൻᢥޔߪㅧഃ
ޔߺ⢒ࠍᕈㅧഃࠆߌ߅ߦൻᢥߥ᭽ᄙޔ߽↥ㆮߩᘒᒻࠆߥ߆޿ޔߡߞᓥޕࠆ޽ߢߩ߽ࠆߔ⧎㐿ޔࠅ
ฃߦઍ਎ߩ᧪ᧂߡߒߣ㍳⸥ߩᦸᏗߣ㛎⚻ߩ㘃 ੱޔࠇߐൻᒝ࡮⼔଻ߦ߼ߚߔଦࠍ⹤ኻ㑆ൻᢥ⇣ߩ⌀
ޕ޿ߥࠄߥ߫ࠇߌߥࠇ߇⛮ߌ

ຠ໡ߥࠢ࡯࠾࡙㧦ࠬࡆ࡯ࠨ࡮⽷⊛ൻᢥ᧦㧤╙
ߩേᵴ૞ഃޔᣣ੹ࠆ޿ߡࠇ߆㐿ߊ߈ᄢ߇ᕈ⢻นߩᣂ㕟ߣㅧഃޔߊߒ⪺߇ൻᄌߩߢ㕙ⴚᛛ࡮ᷣ⚻
․ࠍᕈ⇣․ߟᜬߩࠬࡆ࡯ࠨ࡮⽷⊛ൻᢥߡߒߘޔଔ⹏ߥᒰᱜࠆߔኻߦኅⴚ⧓࡮ኅ૞ޔᕈ᭽ᄙߩ⛎ଏ
ࠆߔ੺ᇦࠍ๧ᗧ߮෸୯ଔޔ࡯ࠖ࠹ࠖ࠹ࡦ࠺ࠗࠕޔߪࠬࡆ࡯ࠨ࡮⽷⊛ൻᢥޕࠆ޽߇ⷐᔅࠆߔ⼂ᗧߦ
ޕ޿ߥࠄߥߪߡࠇࠄ߃ࠄߣߡߒߣ⽷⾌ᶖ߿ຠ໡ࠆߥනޔࠅ޽ߢ࡯࠲ࠢࡌ

╷᡽ൻᢥߩߡߒߣᇦ⸅ߩᕈㅧഃ᧦㧥╙
ࡌ࡟ߥ⊛⇇਎߮෸ᣇ࿾ฦޔߪ╷᡽ൻᢥࠆߣ߇࿖ฦޔߢᣇ৻ࠆߔ଻⏕ࠍㅢᵹߥ↱⥄ߩຠ૞ߣᗐᕁ
෸᥉࡮↥↢ߩࠬࡆ࡯ࠨ࡮⽷⊛ൻᢥߥ᭽ᄙߚߓㅢࠍᬺ↥ൻᢥߟᜬࠍᲑᚻߩ߼ߚ߁ⴕࠍᒛਥᏆ⥄ߢ࡞
ฦޔߒ㊀ዅߦಽචࠍോ⟵⊛㓙࿖ߩߘޔߪ࿖ฦޕ޿ߥࠄߥ߫ࠇߌߥߢߩ߽ߔ಴ࠅഃࠍႺⅣࠆߔ⾗ߦ
ߡߞࠃߦᲑᚻࠆࠇߐᢿ್ߣಾㆡޔࠇ޽ߢ೙ⷙߥᒰㆡࠇ޽ߢេᡰߩ਄↪ㆇޔߒቯ᳿ࠍ╷᡽ൻᢥߩ࿖
ޕࠆߔᣉታࠍ╷᡽ൻᢥ

Ꮺㅪ⊛㓙࿖ߣᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ

ൻᒝߩജ⢻ߩ෸᥉⊛⇇਎ߣㅧഃ᧦╙
ޔ࿖ߩߡߴߔޔࠅ޽ߢⴧဋਇߪᵹ੤࡮ㅢᵹߩߢ࡞ࡌ࡟࡞ࡃ࡯ࡠࠣߩࠬࡆ࡯ࠨ࡮⽷⊛ൻᢥޔ࿷⃻
ࠆ޽ߩജ੎┹ߢ⢻น⛯ሽߦ⊛㓙࿖࡮ౝ࿖ޔߡ޿߅ߦޘ࿖ࠆ޽ߦᦼᷰㆊߩ⊒㐿߮෸࿖਄ㅜ⊒㐿ߦ․
ޕࠆ޽ߢⷐᔅ߇ߣߎࠆߔൻᒝࠍᏪㅪߣജදߥ⊛㓙࿖ࠆߔߣ⊛⋡ࠍߣߎࠆߔᚑ⢒ࠍᬺ↥ൻᢥ

▽᭴ࡊ࠶ࠪ࡯࠽࠻࡯ࡄߩ㑆ળ␠᳃Ꮢޔ࡯࠲ࠢ࠮㑆᳃ޔ࡯࠲ࠢ࠮⊛౏᧦╙
ߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ޿ߥ᧪಴߇ߣߎߊᰳߦ߼ߚࠆߔᣉታࠍ⊒㐿㑆ੱࠆ޽ᕈ⛯ᜬߪߢߌߛℂේ႐Ꮢ
࠽࠻࡯ࡄߩߣળ␠᳃Ꮢ߮෸࡯࠲ࠢ࠮㑆᳃ޔࠄ߆ὐⷰߩߎޕ޿ߥ߈ߢ߇ߣߎࠆߔ㓚଻ࠍㅴଦ࡮ᜬ଻
ޕ޿ߥࠄߥ߫ࠇߌߥߒ⹺⏕ߡ߼ᡷࠍߣߎࠆ޽ߢⷐ㊀߽ࠅࠃ૗߇╷᡽౒౏ߚߞೣߦࡊ࠶ࠪ࡯

ഀᓎߩࠦࠬࡀ࡙᧦╙
ޕ߁઻ࠍോ⽿ߩਅએޔߪോ⡯ߣ๮૶ߩࠦࠬࡀ࡙
ߺ⚵ߦ⇛ᚢ⊒㐿ࠆߔቯ╷߇㑐ᯏ⻉㑆ᐭ᡽ޔ߇ೣේࠆࠇߐቯⷙߦޠ⸒ትᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޟߩߎ㧕㨍㧔
ޕߔଦ߁ࠃࠆࠇࠄࠇ౉
㑆᳃߮෸ળ␠᳃Ꮢޔ❱⚵ᐭ᡽㕖ޔ❱⚵ᐭ᡽⊛㓙࿖ޔ࿖ฦޔߦ߼ߚࠆߔㅴផࠍᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ㧕㨎㧔
ߒߣ႐ߩ឵੤⷗ᗧ࡮㑐ᯏળᾖߩ߼ߚࠆߔቯ╷ࠍߤߥ╷᡽ޔ⊛⋡ޔᔨℂߢห౒ޔ߇࡯࠲ࠢ࠮
ޕߔߚᨐࠍ⢻ᯏߩߡ
෸਄ะ⼂ᗧޔቯ⸳▸ⷙߡߒㅪ㑐ߦޠ⸒ትᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޟߩߎޔߡ޿߅ߦ㊁ಽ᝿ᚲࠦࠬࡀ࡙㧕㨏㧔
ޕࠆߔⴕㆀࠍോછߩ⊒㐿ജ⢻߮
ޕࠆߔㅴଦࠍᣉታߩ↹⸘േⴕࠆࠇࠄ߃ടߌઃߦޠ⸒ትᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޟߩߎ㧕㨐㧔


ᣦⷐ↹⸘േⴕߩ߼ߚߩᣉታ⸒ት⇇਎ࠆߔ㑐ߦᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥࠦࠬࡀ࡙

ᢥࠦޟ ࠬࡀ ࡙ޔߡߞࠃߦߣߎ߻⚵ࠅขߡߒജද⥌৻ߦᚑ㆐ߩᮡ⋡ߔ␜ߦਅએߦ․ޔߪ࿖ฦ⋖ട
ޕࠆߔᔃኾߦߣߎࠆߓ⻠ࠍ╷ߥಾㆡߩ߼ߚࠆߔ෸᥉ߊᐢࠍޠ⸒ት⇇਎ࠆߔ㑐ߦᕈ᭽ᄙ⊛ൻ
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
ߦቯ᳿╷᡽߇ᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ߮෸ㅪ㑐ߩߣ⊒㐿ߣᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥࠆߌ߅ߦ࡞ࡌ࡟㓙࿖࡮ౝ࿖ߦ․㧚㧝
ࠍ⺰⼏ߥ⊛㓙࿖ߩߡ޿ߟߦ㗴໧ࠆߔ㑐ߦᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޔߦᔃਛࠍ߆ࠆ߃ਈࠍ㗀ᓇߥ߁ࠃߩߤ
ޕࠆߔ⸛ᬌߡ޿ߟߦળᯏߩቯ೙ⷙᴺ㓙࿖ࠆߔ㑐ߦᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޔߡߌะߦᓟ੹ߦ․ޕࠆ߼ᷓ
ታޔḰၮޔೣේޔߦ߽ߣߣࠆߔ▽᭴ࠍ೙૕ജදޔߒ෸᥉ࠍ⸒ትᧄߡ޿߅ߦ࡞ࡌ࡟㓙࿖࡮ౝ࿖㧚㧞
ޕࠆ޽ߢ⋉᦭߽ߣߞ߽ߦ⥝ᝄߣ⼔଻ߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޔ߇ߣߎࠆ߼ㅴߒផߒቯ᳿ࠍ〣
ᄙ⊛ൻᢥޔ߼ߚࠆߔㅴଦࠍടෳߩ࿅㓸߿ޘੱߟᜬࠍ᥊⢛⊛ൻᢥߥޘ᭽ޔߡ޿߅ߦળ␠ߥ᭽ᄙ㧚㧟
ޕࠆߔㅴផࠍ឵੤ߩߡ޿ߟߦ଀ᣉታߩༀᦨ߮෸⼂⍮ࠆߔ㑐ߦ⟵ਥర
ᡰߩ߼ߚߩ෸᥉ޔㅧഃޔ⃻⴫ࠆࠃߦ⺆⸒ߩ㘃⒳ߩߊᄙࠅ㒢ߥ⢻นޔߒ⼔଻ࠍ↥ㆮ⺆⸒ߩ㘃 㧚ੱ㧡
ޕ߁ⴕࠍេ
ޕࠆߔㅴଦࠍ⠌ቇ⺆⸒ߩᢙⶄߩࠄ߆㦂ᐕૐ
ຬᢎߣᚑ૞ࡓ࡜ࡘࠠ࡝ࠞ߼ߚߩߘޕࠆ࿑ࠍㅴଦ⸃ℂߩ߳୯ଔߟᜬߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥࠆࠃߦ⢒ᢎ㧚㧣
ޕࠆߔༀᡷࠍᚑ㙃
ޔߪߦว႐ࠆࠇߐᢿ್ߣಾㆡޔߦ߼ߚࠆߔ↪ᵴ㒢ᄢᦨޔ⼔଻ࠍᲑᚻ㆐વߩ⼂⍮ߥಾㆡߦ⊛ൻᢥ㧚㧤
ޕࠆࠇ౉ߺ⚵ߦᴺᣇ⢒ᢎࠍᴺ᝼ᢎ⊛⛔વ
ࠆ߈ߢᓧ⠌ࠍⴚᛛାㅢ࡮ႎᖱ޿ߒᣂ߇ޘੱߩߊᄙࠅࠃޔߒബᅑࠍޠ࡯ࠪ࡜࠹࡝࡮࡞࠲ࠫ࠺ޟ㧚㧥
߼ߚࠆߔଏឭߦ⊛₸ലࠅࠃࠍࠬࡆ࡯ࠨ⢒ᢎޔߦᤨหߣࠆ޽ߢ⢒ᢎޔߪࠇߎޕࠆߔ㓚଻ࠍߣߎ
ޕࠆ޽ߢ߈ߴࠆࠇߐߥߺߡߒߣ࡞࡯࠷ߩ⢒ᢎߩ
ߴߔߚߓㅢࠍࠢ࡯ࡢ࠻࠶ࡀ࡮࡞ࡃ࡯ࡠࠣޔߒ⥝ᝄࠍᕈ᭽ᄙߩ⺆⸒ࠆߌ߅ߦࠬ࡯ࡍࠬ࡯ࡃࠗࠨ㧚
ޕࠆߔㅴଦࠍࠬ࠮ࠢࠕߥ⊛ㆉ᥉ߩ߳ႎᖱ᦭౏ߩߡ
਎ޔߣ෸᥉ߩ‛↥⊛ൻᢥߩ࿖⥄ࠆࠃߦ૕ᇦ࡞࠲ࠫ࠺ޔ߮෸ޔߣߎࠆߔេᡰࠍᓧ⠌ߩⴚᛛႎᖱ
ߣߎࠆߔㅴଦࠍࠬ࠮ࠢࠕߩ߳Ḯႎᖱቇ⑼࡮ൻᢥ࡮⢒ᢎࠆࠃߦ૕ᇦ࡞࠲ࠫ࠺ߥ⢻นᚻ౉ߢਛ⇇
ޕࠆߔᔕኻߦ㗴໧ߩ࠼ࠗࡃ࠺࡮࡞࠲ࠫ࠺ޔߡߞࠃߦ
ࠍ෸᥉ޔ⼔଻ޔ૞೙ߩ࠷ࡦ࠹ࡦࠦߥ᭽ᄙߩ਄ࠢ࡯ࡢ࠻࠶ࡀႎᖱ࡞ࡃ࡯ࡠࠣ߮෸ࠕࠖ࠺ࡔࠬࡑ㧚
▽᭴ߩࡓ࠭࠾ࠞࡔജදߩ߼ߚ߁ⴕߦ࠭࡯ࡓࠬࠍ⛎㈩࠷ࡦ࠹ࡦࠦޔߦ․ޔ߼ߚߩߎޕࠆߔബᅑ
᡼ࡆ࡟࠹࡮ࠝࠫ࡜౒౏ࠆߌ߅ߦዷ⊒ߩ૞⵾࠷ࡦ࠹ࡦࠦⷡ⡬ⷞ޿㜞ߩ⾰ޔࠅࠃߦߣߎࠆ߼ㅴࠍ
ޕࠆߔㅴផࠍഀᓎߩㅍ
ߣ╷᡽ߩ߼ߚߩൻᒝߣ⼔଻ߩ↥ㆮὼ⥄߮෸↥ㆮൻᢥޔࠆߔߣ߼ߓߪࠍ↥ㆮൻᢥᒻή߮෸ᛚญ㧚
ޕࠆߔᱛ㒐ࠍᒁขᱜਇߩࠬࡆ࡯ࠨ࡮⽷⊛ൻᢥޔߒቯ╷ࠍ⇛ᚢ
Ḯ⾗ὼᄤߣ⼔଻ႺⅣޔߦ․ޕࠆߔ⼔଻ޔߒ㊀ዅࠍ⼂⍮⊛⛔વࠆߔߣ߼ߓߪࠍ⼂⍮ߩᣖ᳃૑వ㧚
ߩߣ⼂⍮ߩ᦭࿕ၞ࿾ߣቇ⑼ઍㄭޔߒ⼂⹺ࠍ߆ࠆ޽ߢ↪᦭ߦ߆޿߇⼂⍮⊛⛔વߡߒኻߦℂ▤ߩ
ޕ߻⢒ࠍ↪૞ห౒
ࠍዷ⊒ߩജද߿ࡓ࡜ࠣࡠࡊⓥ⎇㓙࿖ߣᕈേᵹߩੱ⼂⍮߮෸⠪ቇ⑼ޔ⠪ⓥ⎇ޔኅⴚ⧓ޔ⠪૞ഃ㧚
߁ࠃࠆߔൻᒝޔ⼔଻ࠍജㅧഃߩޘ࿖ࠆ޽ߦᦼᷰㆊߩ⊒㐿߮෸࿖਄ㅜ⊒㐿ޔߦ߽ߣߣࠆߔㅴଦ
ޕࠆߔജദ
ޔ߼ߚࠆߔㅴផࠍߣߎࠆࠇࠄ߼⹺߇㈽ႎߥᒰᱜࠆߔኻߦേᵴ૞ഃߣዷ⊒ߩᕈㅧഃࠆߌ߅ߦઍ⃻㧚
ޔߡߞᓥߦ᧦╙ޠ⸒ትᮭੱ⇇਎ޟޔߦᤨหߣࠆߔ㓚଻ࠍ⼔଻ߩ೑ᮭࠆߔㅪ㑐߮෸ᮭ૞⪺
ޕࠆߔᜬ଻ࠍ೑ᮭࠆߔฃ੨ࠍൻᢥ߇ⴐ౏
ߎޔߒㅴଦࠍᚑᒻߩ႐Ꮢర࿾ߥ⢻น⛯ሽޔߒജදߦ⊒㐿ߩ⢻ᛛ߿࡜ࡈࡦࠗߥⷐᔅޔ߼ߚߩߎ
ࠆ߈ߢടෳߦࠢ࡯ࡢ࠻࠶ࡀㅢᵹ㓙࿖ޔߒ౉ෳߦ႐Ꮢ࡞ࡃ࡯ࡠࠣ߇‛↥↢⊛ൻᢥߩޘ࿖ߩࠄࠇ
ޕߔଦ߁ࠃ
⋡ࠍߣߎࠆߔㅴផࠍೣේࠆ޿ߡࠇࠊߚ߁ߦ⸒ትߩߎޔߡߞᓥߦോ⟵⊛㓙࿖ߚࠇࠄߖ⺖ߦ࿖ฦ㧚
ޕࠆߔቯ╷ࠍ╷᡽ൻᢥ߻฽ࠍ⚵ᨒ⊛೙ⷙߥᒰㆡ߮෸╷េᡰߩ਄↪ㆇޔߚߒߣ⊛
߇ߣߎࠆࠊ㑐ߊᷓ߇ળ␠᳃Ꮢޔߦቯ╷ߩ╷᡽౒౏ࠆߔߣ⊛⋡ࠍㅴផ߮෸⼔଻ߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ㧚
ޕࠆߔߦ߁ࠃࠆ߈ߢ
࠮౒౏ޔ߼ߚߩߎޕߔଦޔߒ⼂⹺ࠍ₂⽸ࠆ߃ⴕߦ߼ߚߩൻᒝߩᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥ߇࡯࠲ࠢ࠮㑆᳃㧚
ޕࠆ߼ㅴߦᦝࠍൻ⏕᣿߮෸⸃ℂߩኈౝߩ೑ᮭ⊛ൻᢥޔߡߒߣಽㇱߩ૕৻ಽนਇߣᮭ 㧚ੱ㧠
ޔߒബᅑࠍᕈ᭽ᄙߩ⺆⸒ࠅ߉߆ߥ⢻นޔߡ޿߅ߦ㓏Ბࠆࠁࠄ޽ߩ⢒ᢎޔߟߟߒ㊀ዅࠍ⺆࿖Უ㧚㧢
ޔߣߎߔଦࠍࠬ࠮ࠢࠕߩ߳ⴚᛛᣂࠆࠃߦ࿖਄ㅜ⊒㐿ޔࠄ߇ߥߒജදߦኒ✕ߣ㑐ᯏଥ㑐ߩㅪ࿖㧚
ޕࠆߔេᡰࠍൻᒝ߮෸⸳ഃߩᬺ↥⊛ൻᢥޔࠆߌ߅ߦޘ࿖ࠆ޽ߦᦼᷰㆊߩ⊒㐿߮෸࿖਄ㅜ⊒㐿㧚
―57 ―
ޕࠆߔㅴផࠍ⸳㐿ࡓ࡜࡯ࠜࡈߩ߼ߚߩ⹤ኻߩߣ࡯࠲ࠢ࠮㑆᳃ߣ࡯࠲ࠢ

⋡ߚࠇߐ␜ߦ↹⸘േⴕߩ⸥਄ߡߞߚ޽ߦᣉታࡓ࡜ࠣࡠࡊߩࠦࠬࡀ ࡙ޔߒኻߦ㐳ዪോ੐ߪ࿖⋖ട
ޔࠄ߆ὐⷰࠆ߼㜞ࠍᨐലਸ਼⋧ߩേᵴߥޘ᭽ߩ߼ߚࠆߔㅴផࠍᕈ᭽ᄙ⊛ൻᢥޔߦ߽ߣߣࠆߔᘦ⠨ࠍᮡ
ޕࠆߔ๔൘߁ࠃࠆߔ㆐વߦ❱⚵ᐭ᡽㕖߮෸❱⚵㑆ᐭ᡽ߩઁߩߘޔ㑐ᯏㅪ࿖
― 76―
Seijo CGS Working Paper Series No.4, 2010 
 
＜付録ｅ＞ 「ブダペスト宣言」（2002）［原文］
 
出典：http://whc.unesco.org/en/decisions/806/
26COM 9 - Budapest Declaration on World Heritage 
Decision Text
The World Heritage Committee, 
1. Noting that in 2002, United Nations Year for Cultural Heritage, the World Heritage 
Committee celebrates the 30th anniversary of the Convention concerning the Protection of the 
World Cultural and Natural Heritage adopted by the General Conference of UNESCO in 1972; 
2. Considering that in 30 years, the Convention has proven to be a unique instrument of 
international co-operation in the protection of cultural and natural heritage of outstanding 
universal value; 
3. Adopts the Budapest Declaration on World Heritage as follows: 
BUDAPEST DECLARATION ON WORLD HERITAGE
1. We, the members of the World Heritage Committee, recognize the universality of the 1972 
Convention concerning the Protection of the World Cultural and Natural Heritage and the 
consequent need to ensure that it applies to heritage in all its diversity, as an instrument for 
the sustainable development of all societies through dialogue and mutual understanding;  
2. The properties on the World Heritage List are assets held in trust to pass on to generations of 
the future as their rightful inheritance;
3. In view of the increasing challenges to our shared heritage, we will:
(a) encourage countries that have not yet joined the Convention to do so at the earliest 
opportunity, as well as join other related international heritage protection instruments;
(b) invite States Parties to the Convention to identify and nominate cultural and natural 
heritage properties representing heritage in all its diversity, for inclusion on the World 
Heritage List;
(c) seek to ensure an appropriate and equitable balance between conservation, sustainability 
and development, so that World Heritage properties can be protected through appropriate 
activities contributing to the social and economic development and the quality of life of 
our communities;
(d) join to co-operate in the protection of heritage, recognizing that to harm such heritage is 
to harm, at the same time, the human spirit and the world's inheritance;
(e) promote World Heritage through communication, education, research, training and public 
awareness strategies;
(f) seek to ensure the active involvement of our local communities at all levels in the 
identification, protection and management of our World Heritage properties;
4. We, the World Heritage Committee, will co-operate and seek the assistance of all partners 
for the support of World Heritage. For this purpose, we invite all interested parties to 
co-operate and to promote the following objectives:
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(a) strengthen the Credibility of the World Heritage List, as a representative and 
geographically balanced testimony of cultural and natural properties of outstanding 
universal value; 
(b) ensure the effective Conservation of World Heritage properties;
(c) promote the development of effective Capacity-building measures, including assistance 
for preparing the nomination of properties to the World Heritage List,  for the 
understanding and implementation of the World Heritage Convention and related 
instruments;
(d) increase public awareness, involvement and support for World Heritage through 
Communication.
5. We will evaluate, at our 31st session in 2007, the achievements made in the pursuit of the 
above mentioned objectives and in support of this commitment. 
Budapest, 28 June 2002
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＜付録ｅ＞ 「ブダペスト宣言」（2002）［和訳］
 
（成城大学グローカル研究センター監訳）
＊和訳の作成に当たっては、文化庁の文化遺産オンライン「世界遺産条約履行のための作業指針」
(http://bunka.nii.ac.jp/jp/world/h_13.html)を参考にした。 
 
 
世界遺産に関するブダペスト宣言（決議 26COM 9） 
 
 
世界遺産委員会は、 
 
１．国連世界文化遺産年である 2002 年に、世界遺産委員会が 1972 年のユネスコ総会で世界文化
遺産及び自然遺産の保護に関する条約を採択して 30 周年を記念することに留意し、 
２．この 30 年の間に、本条約が顕著な普遍的価値を有する文化遺産及び自然遺産保護の国際協
力に関する唯一の規範的文書であることが証明されたことを考慮し、 
３．以下の世界遺産に関するブダペスト宣言を採択する。 
 
 
世界遺産に関するブダペスト宣言 
 
 
１．われわれ、世界遺産委員会の構成国は、対話と相互理解を通してすべての社会の持続可能な
発展のための規範的文書として、1972 年の世界文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約が普
遍性を持ち、その帰結としてあらゆる意味での多様な遺産に本条約の適用が確保される必要性の
あることを認める。 
 
２．世界遺産一覧表に登録されている資産は、正当な遺産として将来の世代へと受け継がれるべ
き信託財産である。 
 
３．われわれが共有する遺産に関して困難が増大しつつあることにかんがみ、われわれは、 
（ａ）本条約の未締約国に早急に締結するように、また、他の関連する国際的な遺産保護に関
する規範的文書を締結するように促し
．．
、 
（ｂ）本条約の締約国に対して、世界遺産一覧表に登録する資産としてあらゆる意味での多 
様性を代表するような文化遺産及び自然遺産資産を認定して推薦するように要請し
．．．
、 
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（ｃ）各コミュニティー（地域共同体）の社会的・経済的な発展と生活の質の向上に貢献する
ような適切な諸活動を通して世界遺産資産が保護されるように、保存と持続的発展、開
発の間に適切かつ公正なバランスを確保するように努め
．．
、 
（ｄ）このような遺産に危害を加えるのは同時に人類の精神と世界の遺産に危害を加えること
であると認識し、遺産保護のためにともに協力し
．．．．．．
、 
（ｅ）コミュニケーションや教育、研究、トレーニング、さらには一般の人々の意識を向上さ
せる戦略を通して世界遺産の保護を促進し
．．．
、 
（ｆ）世界遺産資産の認定、保護及び管理に関してあらゆるレベルのコミュニティーの積極的
な参加確保
．．
に努める
．．．．
。 
 
４．われわれ、世界遺産委員会は、世界遺産支援のために協力し、すべての締約国に支援を求め
る。この目的のために、われわれはすべての利害関係者に協力を要請し、以下の目標の達成を促
進するよう要請する。 
（ａ）顕著な普遍的価値のある文化遺産及び自然遺産を代表し、かつ、地理的にもバランスが
取れていることの証として世界遺産
．．．．
一覧
．．
表
．
の信頼性
．．．．
(credibility)を高め、 
（ｂ）効果的
．．．
な
．
世界遺産
．．．．
資産
．．
の保護
．．．
を確保し、 
（ｃ）世界遺産条約とそれに関連した規範的文書の理解と実施のために世界遺産一覧表への資
産登録推薦書を作成する際の支援を含めて効果的な能力構築
．．．．
(capacity building)措置
．．
の開発を促進し、 
（ｄ）コミュニケーション
．．．．．．．．．
を通して世界遺産に対する
．．．．．．．．．．．．
一般の
．．．
人々の意識や参加、支援
．．．．．．．．．．．
を向上さ
せる。 
 
５．われわれは、2007 年に開催する本委員会の第 31 会期において、上に設定した目標及び本宣
言に示した公約の遂行の成果を評価するものとする。 
 
ブダペスト、2002 年 6 月 28 日
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CONVENTION FOR THE SAFEGUARDING OF THE INTANGIBLE 
 CULTURAL HERITAGE 
The General Conference of the United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization hereinafter referred to as UNESCO, meeting in Paris, from 29 September to17 
October 2003, at its 32nd session, 
Referring to existing international human rights instruments, in particular to the Universal 
Declaration on Human Rights of 1948, the International Covenant on Economic, Social and 
Cultural Rights of 1966, and the International Covenant on Civil and Political Rights of 1966, 
Considering the importance of the intangible cultural heritage as a mainspring of cultural 
diversity and a guarantee of sustainable development, as underscored in the UNESCO 
Recommendation on the Safeguarding of Traditional Culture and Folklore of 1989, in the 
UNESCO Universal Declaration on Cultural Diversity of 2001, and in the Istanbul Declaration 
of 2002 adopted by the Third Round Table of Ministers of Culture, 
Considering the deep-seated interdependence between the intangible cultural heritage and the 
tangible cultural and natural heritage, 
Recognizing that the processes of globalization and social transformation, alongside the 
conditions they create for renewed dialogue among communities, also give rise, as does the 
phenomenon of intolerance, to grave threats of deterioration, disappearance and destruction of 
the intangible cultural heritage, in particular owing to a lack of resources for safeguarding such 
heritage,
Being aware of the universal will and the common concern to safeguard the intangible cultural 
heritage of humanity, 
Recognizing that communities, in particular indigenous communities, groups and, in some cases, 
individuals, play an important role in the production, safeguarding, maintenance and recreation 
of the intangible cultural heritage, thus helping to enrich cultural diversity and human creativity, 
Noting the far-reaching impact of the activities of UNESCO in establishing normative 
instruments for the protection of the cultural heritage, in particular the Convention for the 
Protection of the World Cultural and Natural Heritage of 1972, 
Noting further that no binding multilateral instrument as yet exists for the safeguarding of the 
intangible cultural heritage, 
Considering that existing international agreements, recommendations and resolutions 
concerning the cultural and natural heritage need to be effectively enriched and supplemented 
by means of new provisions relating to the intangible cultural heritage, 
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Considering the need to build greater awareness, especially among the younger generations, of 
the importance of the intangible cultural heritage and of its safeguarding, 
Considering that the international community should contribute, together with the States Parties 
to this Convention, to the safeguarding of such heritage in a spirit of cooperation and mutual 
assistance, 
Recalling UNESCO’s programmes relating to the intangible cultural heritage, in particular the 
Proclamation of Masterpieces of the Oral and Intangible Heritage of Humanity, 
Considering the invaluable role of the intangible cultural heritage as a factor in bringing human 
beings closer together and ensuring exchange and understanding among them, 
Adopts this Convention on this seventeenth day of October 2003. 
I. General provisions 
Article 1 – Purposes of the Convention 
The purposes of this Convention are: 
(a) to safeguard the intangible cultural heritage; 
(b) to ensure respect for the intangible cultural heritage of the communities, groups 
and individuals concerned; 
(c) to raise awareness at the local, national and international levels of the importance 
of the intangible cultural heritage, and of ensuring mutual appreciation thereof; 
(d) to provide for international cooperation and assistance. 
Article 2 – Definitions 
For the purposes of this Convention, 
1. The “intangible cultural heritage” means the practices, representations, expressions, 
knowledge, skills – as well as the instruments, objects, artefacts and cultural spaces 
associated therewith – that communities, groups and, in some cases, individuals recognize as 
part of their cultural heritage. This intangible cultural heritage, transmitted from generation 
to generation, is constantly recreated by communities and groups in response to their 
environment, their interaction with nature and their history, and provides them with a sense 
of identity and continuity, thus promoting respect for cultural diversity and human creativity. 
For the purposes of this Convention, consideration will be given solely to such intangible 
cultural heritage as is compatible with existing international human rights instruments, as 
well as with the requirements of mutual respect among communities, groups and individuals, 
and of sustainable development. 
2. The “intangible cultural heritage”, as defined in paragraph 1 above, is manifested inter alia in 
the following domains: 
(a) oral traditions and expressions, including language as a vehicle of the intangible cultural 
heritage;
(b) performing arts; 
(c) social practices, rituals and festive events; 
(d) knowledge and practices concerning nature and the universe; 
(e) traditional craftsmanship. 
3. “Safeguarding” means measures aimed at ensuring the viability of the intangible cultural 
heritage, including the identification, documentation, research, preservation, protection, 
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promotion, enhancement, transmission, particularly through formal and nonformal 
education, as well as the revitalization of the various aspects of such heritage. 
4. “States Parties” means States which are bound by this Convention and among which this 
Convention is in force. 
5. This Convention applies mutatis mutandis to the territories referred to in Article 33which 
become Parties to this Convention in accordance with the conditions set out in that Article. 
To that extent the expression “States Parties” also refers to such territories. 
Article 3 – Relationship to other international instruments 
Nothing in this Convention may be interpreted as: 
(a) altering the status or diminishing the level of protection under the 1972 Convention 
concerning the Protection of the World Cultural and Natural Heritage of World Heritage 
properties with which an item of the intangible cultural heritage is directly associated; or 
(b) affecting the rights and obligations of States Parties deriving from any international 
instrument relating to intellectual property rights or to the use of biological and ecological 
resources to which they are parties. 
II. Organs of the Convention 
Article 4 – General Assembly of the States Parties 
1. A General Assembly of the States Parties is hereby established, hereinafter referred to as “the 
General Assembly”. The General Assembly is the sovereign body of this Convention. 
2. The General Assembly shall meet in ordinary session every two years. It may meet in 
extraordinary session if it so decides or at the request either of the Intergovernmental 
Committee for the Safeguarding of the Intangible Cultural Heritage or of at least one-third of 
the States Parties. 
3. The General Assembly shall adopt its own Rules of Procedure. 
Article 5 – Intergovernmental Committee for the Safeguarding of the Intangible Cultural 
Heritage
1. An Intergovernmental Committee for the Safeguarding of the Intangible Cultural Heritage, 
hereinafter referred to as “the Committee”, is hereby established within UNESCO. It shall be 
composed of representatives of 18 States Parties, elected by the States Parties meeting in 
General Assembly, once this Convention enters into force in accordance with Article 34. 
2. The number of States Members of the Committee shall be increased to 24 once the number of 
the States Parties to the Convention reaches 50. 
Article 6 – Election and terms of office of States Members of the Committee 
1. The election of States Members of the Committee shall obey the principles of equitable 
geographical representation and rotation. 
2. States Members of the Committee shall be elected for a term of four years by States Parties to 
the Convention meeting in General Assembly. 
3. However, the term of office of half of the States Members of the Committee elected at the 
first election is limited to two years. These States shall be chosen by lot at the first election. 
4. Every two years, the General Assembly shall renew half of the States Members of the 
Committee. 
5. It shall also elect as many States Members of the Committee as required to fill vacancies. 
6. A State Member of the Committee may not be elected for two consecutive terms. 
7. States Members of the Committee shall choose as their representatives persons who are 
qualified in the various fields of the intangible cultural heritage. 
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Article 7 – Functions of the Committee 
Without prejudice to other prerogatives granted to it by this Convention, the functions of the 
Committee shall be to: 
(a) promote the objectives of the Convention, and to encourage and monitor the implementation 
thereof;
(b) provide guidance on best practices and make recommendations on measures for the 
safeguarding of the intangible cultural heritage; 
(c) prepare and submit to the General Assembly for approval a draft plan for the use of the 
resources of the Fund, in accordance with Article 25; 
(d) seek means of increasing its resources, and to take the necessary measures to this end, in 
accordance with Article 25; 
(e) prepare and submit to the General Assembly for approval operational directives for the 
implementation of this Convention; 
(f) examine, in accordance with Article 29, the reports submitted by States Parties, and to 
summarize them for the General Assembly; 
(g) examine requests submitted by States Parties, and to decide thereon, in accordance with 
objective selection criteria to be established by the Committee and approved by the General 
Assembly for: 
(i) inscription on the lists and proposals mentioned under Articles 16, 17 and 18; 
(ii) the granting of international assistance in accordance with Article 22. 
Article 8 – Working methods of the Committee 
1. The Committee shall be answerable to the General Assembly. It shall report to it on all its 
activities and decisions. 
2. The Committee shall adopt its own Rules of Procedure by a two-thirds majority of its 
Members. 
3. The Committee may establish, on a temporary basis, whatever ad hoc consultative bodies it 
deems necessary to carry out its task. 
4. The Committee may invite to its meetings any public or private bodies, as well as private 
persons, with recognized competence in the various fields of the intangible cultural heritage, 
in order to consult them on specific matters. 
Article 9 – Accreditation of advisory organizations 
1. The Committee shall propose to the General Assembly the accreditation of nongovernmental 
organizations with recognized competence in the field of the intangible cultural heritage to 
act in an advisory capacity to the Committee. 
2. The Committee shall also propose to the General Assembly the criteria for and modalities of 
such accreditation. 
Article 10 – The Secretariat 
1. The Committee shall be assisted by the UNESCO Secretariat. 
2. The Secretariat shall prepare the documentation of the General Assembly and of the 
Committee, as well as the draft agenda of their meetings, and shall ensure the 
implementation of their decisions. 
III. Safeguarding of the intangible cultural heritage at the national level 
Article 11 – Role of States Parties 
Each State Party shall: 
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(a) take the necessary measures to ensure the safeguarding of the intangible cultural heritage 
present in its territory; 
(b) among the safeguarding measures referred to in Article 2, paragraph 3, identify and define 
the various elements of the intangible cultural heritage present in its territory, with the 
participation of communities, groups and relevant nongovernmental organizations. 
Article 12 – Inventories 
1. To ensure identification with a view to safeguarding, each State Party shall draw up, in a 
manner geared to its own situation, one or more inventories of the intangible cultural 
heritage present in its territory. These inventories shall be regularly updated. 
2. When each State Party periodically submits its report to the Committee, in accordance with 
Article 29, it shall provide relevant information on such inventories. 
Article 13 – Other measures for safeguarding 
To ensure the safeguarding, development and promotion of the intangible cultural heritage 
present in its territory, each State Party shall endeavour to: 
(a) adopt a general policy aimed at promoting the function of the intangible cultural heritage in 
society, and at integrating the safeguarding of such heritage into planning programmes; 
(b) designate or establish one or more competent bodies for the safeguarding of the intangible 
cultural heritage present in its territory; 
(c) foster scientific, technical and artistic studies, as well as research methodologies, with a view 
to effective safeguarding of the intangible cultural heritage, in particular the intangible 
cultural heritage in danger; 
(d) adopt appropriate legal, technical, administrative and financial measures aimed at: 
(i) fostering the creation or strengthening of institutions for training in the management of the 
intangible cultural heritage and the transmission of such heritage through forums and spaces 
intended for the performance or expression thereof; 
(ii) ensuring access to the intangible cultural heritage while respecting customary practices 
governing access to specific aspects of such heritage; 
(iii) establishing documentation institutions for the intangible cultural heritage and facilitating 
access to them. 
Article 14 – Education, awareness-raising and capacity-building 
Each State Party shall endeavour, by all appropriate means, to: 
(a) ensure recognition of, respect for, and enhancement of the intangible cultural heritage in 
society, in particular through: 
(i) educational, awareness-raising and information programmes, aimed at the general public, in 
particular young people; 
(ii) specific educational and training programmes within the communities and groups 
concerned;
(iii) capacity-building activities for the safeguarding of the intangible cultural heritage, in 
particular management and scientific research; and 
(iv) non-formal means of transmitting knowledge; 
(b) keep the public informed of the dangers threatening such heritage, and of the activities 
carried out in pursuance of this Convention; 
(c) promote education for the protection of natural spaces and places of memory whose 
existence is necessary for expressing the intangible cultural heritage. 
Article 15 – Participation of communities, groups and individuals 
Within the framework of its safeguarding activities of the intangible cultural heritage, each State 
Party shall endeavour to ensure the widest possible participation of communities, groups and, 
― 85―
where appropriate, individuals that create, maintain and transmit such heritage, and to involve 
them actively in its management. 
IV. Safeguarding of the intangible cultural heritage at the international level 
Article 16 – Representative List of the Intangible Cultural Heritage of Humanity 
1. In order to ensure better visibility of the intangible cultural heritage and awareness of its 
significance, and to encourage dialogue which respects cultural diversity, the Committee, 
upon the proposal of the States Parties concerned, shall establish, keep up to date and publish 
a Representative List of the Intangible Cultural Heritage of Humanity. 
2. The Committee shall draw up and submit to the General Assembly for approval the criteria 
for the establishment, updating and publication of this Representative List. 
Article 17 – List of Intangible Cultural Heritage in Need of Urgent Safeguarding 
1. With a view to taking appropriate safeguarding measures, the Committee shall establish, keep 
up to date and publish a List of Intangible Cultural Heritage in Need of Urgent Safeguarding, 
and shall inscribe such heritage on the List at the request of the State Party concerned. 
2. The Committee shall draw up and submit to the General Assembly for approval the criteria 
for the establishment, updating and publication of this List. 
3. In cases of extreme urgency – the objective criteria of which shall be approved by the General 
Assembly upon the proposal of the Committee – the Committee may inscribe an item of the 
heritage concerned on the List mentioned in paragraph 1, in consultation with the State Party 
concerned.
Article 18 – Programmes, projects and activities for the safeguarding of the intangible 
cultural heritage 
1. On the basis of proposals submitted by States Parties, and in accordance with criteria to be 
defined by the Committee and approved by the General Assembly, the Committee shall 
periodically select and promote national, subregional and regional programmes, projects and 
activities for the safeguarding of the heritage which it considers best reflect the principles 
and objectives of this Convention, taking into account the special needs of developing 
countries.
2. To this end, it shall receive, examine and approve requests for international assistance from 
States Parties for the preparation of such proposals. 
3. The Committee shall accompany the implementation of such projects, programmes and 
activities by disseminating best practices using means to be determined by it. 
V. International cooperation and assistance 
Article 19 – Cooperation 
1. For the purposes of this Convention, international cooperation includes, inter alia, the 
exchange of information and experience, joint initiatives, and the establishment of a 
mechanism of assistance to States Parties in their efforts to safeguard the intangible cultural 
heritage.
2. Without prejudice to the provisions of their national legislation and customary law and 
practices, the States Parties recognize that the safeguarding of intangible cultural heritage is 
of general interest to humanity, and to that end undertake to cooperate at the bilateral, 
subregional, regional and international levels. 
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Article 20 – Purposes of international assistance 
International assistance may be granted for the following purposes: 
(a) the safeguarding of the heritage inscribed on the List of Intangible Cultural Heritage in Need 
of Urgent Safeguarding; 
(b) the preparation of inventories in the sense of Articles 11 and 12; 
(c) support for programmes, projects and activities carried out at the national, subregional and 
regional levels aimed at the safeguarding of the intangible cultural heritage; 
(d) any other purpose the Committee may deem necessary. 
Article 21 – Forms of international assistance 
The assistance granted by the Committee to a State Party shall be governed by the operational 
directives foreseen in Article 7 and by the agreement referred to in Article 24, and may take the 
following forms: 
(a) studies concerning various aspects of safeguarding; 
(b) the provision of experts and practitioners; 
(c) the training of all necessary staff; 
(d) the elaboration of standard-setting and other measures; 
(e) the creation and operation of infrastructures; 
(f) the supply of equipment and know-how; 
(g) other forms of financial and technical assistance, including, where appropriate, the granting 
of low-interest loans and donations. 
Article 22 – Conditions governing international assistance 
1. The Committee shall establish the procedure for examining requests for international 
assistance, and shall specify what information shall be included in the requests, such as the 
measures envisaged and the interventions required, together with an assessment of their 
cost.
2. In emergencies, requests for assistance shall be examined by the Committee as a matter of 
priority. 
3. In order to reach a decision, the Committee shall undertake such studies and consultations as 
it deems necessary. 
Article 23 – Requests for international assistance 
1. Each State Party may submit to the Committee a request for international assistance for the 
safeguarding of the intangible cultural heritage present in its territory. 
2. Such a request may also be jointly submitted by two or more States Parties. 
3. The request shall include the information stipulated in Article 22, paragraph 1, together with 
the necessary documentation. 
Article 24 – Role of beneficiary States Parties 
1. In conformity with the provisions of this Convention, the international assistance granted 
shall be regulated by means of an agreement between the beneficiary State Party and the 
Committee. 
2. As a general rule, the beneficiary State Party shall, within the limits of its resources, share 
the cost of the safeguarding measures for which international assistance is provided. 
3. The beneficiary State Party shall submit to the Committee a report on the use made of the 
assistance provided for the safeguarding of the intangible cultural heritage. 
VI. Intangible Cultural Heritage Fund 
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Article 25 – Nature and resources of the Fund 
1. A “Fund for the Safeguarding of the Intangible Cultural Heritage”, hereinafter referred to as 
“the Fund”, is hereby established. 
2. The Fund shall consist of funds-in-trust established in accordance with the Financial 
Regulations of UNESCO. 
3. The resources of the Fund shall consist of: 
(a) contributions made by States Parties; 
(b) funds appropriated for this purpose by the General Conference of UNESCO; 
(c) contributions, gifts or bequests which may be made by: 
(i) other States; 
(ii) organizations and programmes of the United Nations system, particularly the United Nations 
Development Programme, as well as other international organizations; 
(iii) public or private bodies or individuals; 
(d) any interest due on the resources of the Fund; 
(e) funds raised through collections, and receipts from events organized for the benefit of the 
Fund;
(f) any other resources authorized by the Fund’s regulations, to be drawn up by the Committee. 
4. The use of resources by the Committee shall be decided on the basis of guidelines laid down 
by the General Assembly. 
5. The Committee may accept contributions and other forms of assistance for general and 
specific purposes relating to specific projects, provided that those projects have been 
approved by the Committee. 
6. No political, economic or other conditions which are incompatible with the objectives of this 
Convention may be attached to contributions made to the Fund. 
Article 26 – Contributions of States Parties to the Fund 
1. Without prejudice to any supplementary voluntary contribution, the States Parties to this  
Convention undertake to pay into the Fund, at least every two years, a contribution, the 
amount of which, in the form of a uniform percentage applicable to all States, shall be 
determined by the General Assembly. This decision of the General Assembly shall be taken 
by a majority of the States Parties present and voting which have not made the declaration 
referred to in paragraph 2 of this Article. In no case shall the contribution of the State Party 
exceed 1% of its contribution to the regular budget of UNESCO. 
2. However, each State referred to in Article 32 or in Article 33 of this Convention may declare, 
at the time of the deposit of its instruments of ratification, acceptance, approval or accession, 
that it shall not be bound by the provisions of paragraph 1 of this Article. 
3. A State Party to this Convention which has made the declaration referred to in paragraph 2 of 
this Article shall endeavour to withdraw the said declaration by notifying the 
Director-General of UNESCO. However, the withdrawal of the declaration shall not take 
effect in regard to the contribution due by the State until the date on which the subsequent 
session of the General Assembly opens. 
4. In order to enable the Committee to plan its operations effectively, the contributions of States 
Parties to this Convention which have made the declaration referred to in paragraph 2 of this 
Article shall be paid on a regular basis, at least every two years, and should be as close as 
possible to the contributions they would have owed if they had been bound by the provisions 
of paragraph 1 of this Article. 
5. Any State Party to this Convention which is in arrears with the payment of its compulsory or 
voluntary contribution for the current year and the calendar year immediately preceding it 
shall not be eligible as a Member of the Committee; this provision shall not apply to the first 
election. The term of office of any such State which is already a Member of the Committee 
shall come to an end at the time of the elections provided for in Article 6 of this Convention. 
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Article 27 – Voluntary supplementary contributions to the Fund 
States Parties wishing to provide voluntary contributions in addition to those foreseen under 
Article 26 shall inform the Committee, as soon as possible, so as to enable it to plan its 
operations accordingly. 
Article 28 – International fund-raising campaigns 
The States Parties shall, insofar as is possible, lend their support to international fund-raising 
campaigns organized for the benefit of the Fund under the auspices of UNESCO. 
VII. Reports 
Article 29 – Reports by the States Parties 
The States Parties shall submit to the Committee, observing the forms and periodicity to be 
defined by the Committee, reports on the legislative, regulatory and other measures taken for the 
implementation of this Convention. 
Article 30 – Reports by the Committee 
1. On the basis of its activities and the reports by States Parties referred to in Article 29,the 
Committee shall submit a report to the General Assembly at each of its sessions. 
2. The report shall be brought to the attention of the General Conference of UNESCO. 
VIII. Transitional clause 
Article 31 – Relationship to the Proclamation of Masterpieces of the Oral and Intangible 
Heritage of Humanity 
1. The Committee shall incorporate in the Representative List of the Intangible Cultural 
Heritage of Humanity the items proclaimed “Masterpieces of the Oral and Intangible 
Heritage of Humanity” before the entry into force of this Convention. 
2. The incorporation of these items in the Representative List of the Intangible Cultural Heritage 
of Humanity shall in no way prejudge the criteria for future inscriptions decided upon in 
accordance with Article 16, paragraph 2. 
3. No further Proclamation will be made after the entry into force of this Convention. 
IX. Final clauses 
Article 32 – Ratification, acceptance or approval 
1. This Convention shall be subject to ratification, acceptance or approval by States Members of 
UNESCO in accordance with their respective constitutional procedures. 
2. The instruments of ratification, acceptance or approval shall be deposited with the 
Director-General of UNESCO. 
Article 33 – Accession 
1. This Convention shall be open to accession by all States not Members of UNESCO that are 
invited by the General Conference of UNESCO to accede to it. 
2. This Convention shall also be open to accession by territories which enjoy full internal 
self-government recognized as such by the United Nations, but have not attained full 
independence in accordance with General Assembly resolution 1514 (XV), and which have 
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competence over the matters governed by this Convention, including the competence to enter 
into treaties in respect of such matters. 
3. The instrument of accession shall be deposited with the Director-General of UNESCO. 
Article 34 – Entry into force 
This Convention shall enter into force three months after the date of the deposit of the thirtieth 
instrument of ratification, acceptance, approval or accession, but only with respect to those 
States that have deposited their respective instruments of ratification, acceptance, approval, or 
accession on or before that date. It shall enter into force with respect to any other State Party 
three months after the deposit of its instrument of ratification, acceptance, approval or 
accession. 
Article 35 – Federal or non-unitary constitutional systems 
The following provisions shall apply to States Parties which have a federal or non-unitary 
constitutional system: 
(a) with regard to the provisions of this Convention, the implementation of which comes under 
the legal jurisdiction of the federal or central legislative power, the obligations of the federal 
or central government shall be the same as for those States Parties which are not federal 
States;
(b) with regard to the provisions of this Convention, the implementation of which comes under 
the jurisdiction of individual constituent States, countries, provinces or cantons which are 
not obliged by the constitutional system of the federation to take legislative measures, the 
federal government shall inform the competent authorities of such States, countries, 
provinces or cantons of the said provisions, with its recommendation for their adoption. 
Article 36 – Denunciation 
1. Each State Party may denounce this Convention. 
2. The denunciation shall be notified by an instrument in writing, deposited with the 
Director-General of UNESCO. 
3. The denunciation shall take effect twelve months after the receipt of the instrument of 
denunciation. It shall in no way affect the financial obligations of the denouncing State Party 
until the date on which the withdrawal takes effect. 
Article 37 – Depositary functions 
The Director-General of UNESCO, as the Depositary of this Convention, shall inform the States 
Members of the Organization, the States not Members of the Organization referred to in Article 
33, as well as the United Nations, of the deposit of all the instruments of ratification, acceptance, 
approval or accession provided for in Articles 32 and 33, and of the denunciations provided for 
in Article 36. 
Article 38 – Amendments 
1. A State Party may, by written communication addressed to the Director-General, propose 
amendments to this Convention. The Director-General shall circulate such communication to 
all States Parties. If, within six months from the date of the circulation of the communication, 
not less than one half of the States Parties reply favourably to the request, the 
Director-General shall present such proposal to the next session of the General Assembly for 
discussion and possible adoption. 
2. Amendments shall be adopted by a two-thirds majority of States Parties present and voting. 
3. Once adopted, amendments to this Convention shall be submitted for ratification, acceptance, 
approval or accession to the States Parties. 
4. Amendments shall enter into force, but solely with respect to the States Parties that have 
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ratified, accepted, approved or acceded to them, three months after the deposit of the 
instruments referred to in paragraph 3 of this Article by two-thirds of the States Parties. 
Thereafter, for each State Party that ratifies, accepts, approves or accedes to an amendment, 
the said amendment shall enter into force three months after the date of deposit by that State 
Party of its instrument of ratification, acceptance, approval or accession. 
5. The procedure set out in paragraphs 3 and 4 shall not apply to amendments to Article 5 
concerning the number of States Members of the Committee. These amendments shall enter 
into force at the time they are adopted. 
6. A State which becomes a Party to this Convention after the entry into force of amendments in 
conformity with paragraph 4 of this Article shall, failing an expression of different intention, 
be considered: 
(a) as a Party to this Convention as so amended; and 
(b) as a Party to the unamended Convention in relation to any State Party not bound by the 
amendments. 
Article 39 – Authoritative texts 
This Convention has been drawn up in Arabic, Chinese, English, French, Russian and Spanish, 
the six texts being equally authoritative. 
Article 40 – Registration 
In conformity with Article 102 of the Charter of the United Nations, this Convention shall be 
registered with the Secretariat of the United Nations at the request of the Director-General of 
UNESCO.
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ޕࠆߔߣࠅ߅ߣߩᰴޔߪ⊛⋡ߩ⚂᧦ߩߎ
ޕߣߎࠆߔ⼔଻ࠍ↥ㆮൻᢥᒻή .1   
ޕߣߎࠆߔ଻⏕ࠍߣߎࠆߔ㊀ዅࠍ↥ㆮൻᢥᒻήߩੱ୘߮෸࿅㓸ޔળ␠ࠆ޽ߩଥ㑐 .2   
ᕈⷐ㊀ߩߣߎࠆߔ଻⏕ࠍߣߎࠆߔଔ⹏ߦ੕⋧ࠍ↥ㆮൻᢥᒻή߮෸ᕈⷐ㊀ߩ↥ㆮൻᢥᒻή .3   
ޕߣߎࠆ߼㜞ߦ⊛㓙࿖߮෸⊛ౝ࿖ޔ⊛ၞ࿾ࠍ⼂ᗧࠆߔ㑐ߦ
ޕߣߎࠆߔቯⷙߡ޿ߟߦഥេ߮෸ജදߥ⊛㓙࿖ .4   
⟵ቯ ᧦2╙
ޔ਄↪ㆡߩ⚂᧦ߩߎ
‛ޔౕེࠆߔㅪ㑐ߦࠄࠇߘߦ߮ਗⴚᛛ߮෸⼂⍮ޔ⃻⴫ޔ౮ឬޔ⠌ᘠޔߪߣޠ↥ㆮൻᢥᒻήޟ .1
↥ㆮൻᢥߩᏆ⥄߇ੱ୘ߪߡߞࠃߦว႐߮෸࿅㓸ޔળ␠ޔߡߞ޽ߢ㑆ⓨ⊛ൻᢥ߮෸ຠᎿടޔຠ
෸ળ␠ޔࠇߐᛚવߣ߳ઍ਎ࠄ߆ઍ਎ޔߪ↥ㆮൻᢥᒻήߩߎޕ߁޿ࠍߩ߽ࠆ߼⹺ߡߒߣㇱ৻ߩ
ળ␠⹥ᒰޔߟ߆ޔߒ⃻ౣߕ߃⛘ߡߒᔕኻߦผᱧ߮෸↪૞੕⋧ߩߣὼ⥄ޔႺⅣߩᏆ⥄߇࿅㓸߮
ߦᕈㅧഃߩ㘃ੱ߮෸ᕈ᭽ᄙߩൻᢥޔࠅࠃߦߣߎࠆ߃ਈࠍ⼂⹺ߩᕈ⛯⛮߮෸ᕈ৻หߦ࿅㓸߮෸
ੱߩሽᣢޔߪߡ޿ߟߦ↥ㆮൻᢥᒻήޔ਄↪ㆡߩ⚂᧦ߩߎޕࠆ޽ߢߩ߽ࠆߔ㐳ഥࠍ㊀ዅࠆߔኻ
ߣ⺧ⷐߩ⊒㐿ߥ⢻น⛯ᜬߦ߮ਗ㊀ዅ੕⋧ߩ㑆ੱ୘߮෸࿅㓸ޔળ␠ߦ߮ਗᦠᢥ㓙࿖ࠆߔ㑐ߦᮭ
ޕ߁ᛄࠍᘦ⠨ߺߩߦߩ߽ࠆߔ┙ਔ
ޕࠆࠇߐ␜᣿ߡ޿߅ߦ㊁ಽߩᰴޔߦ․ޔߪޠ↥ㆮൻᢥᒻήޟࠆߔ⟵ቯߦ1 .2
㧕ޕ߻฽ࠍ⺆⸒ߩߡߒߣᲑᚻ㆐વߩ↥ㆮൻᢥᒻή㧔⃻⴫߮෸⛔વࠆࠃߦᛚญ .1      
⢻⧓ .2      
੐ⴕ␞⑂߮෸ᑼ௾ޔ⠌ᘠ⊛ળ␠ .3      
⠌ᘠ߮෸⼂⍮ࠆߔ㑐ߦ‛ਁ߮෸ὼ⥄ .4      
ⴚᛛ⧓Ꮏ⛔વ .5      
ޔሽ଻ޔⓥ⎇ޔᚑ૞ߩ㍳⸥ޔቯ⹺㧔⟎ភߩ߼ߚࠆߔ଻⏕ࠍ⛯ሽߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔߪߣޠ⼔଻ޟ .3
↥ㆮൻᢥᒻή߮෸㧕ߩ߽ߚߓㅢࠍ⢒ᢎ޿ߥߢⷙᱜߪ෶ߩⷙᱜߦ․㧔ᛚવޔల᜛ޔㅴଦޔ⼔଻
ޕ߁޿ࠍ㧕ޕ߻฽ࠍൻᕈᵴౣߩ㕙஥ߩޘ⒳ߩ
࿖ࠆ޿ߡߓ↢߇ജലߩ⚂᧦ߩߎߡ޿ߟߦ࿖⥄ޔߟ߆ޔࠇߐ᧤᜔ߦ⚂᧦ߩߎޔߪߣޠ࿖⚂✦ޟ .4
ޕ߁޿ࠍ
ࠆߥߣ⠪੐ᒰߩ⚂᧦ߩߎߡߞᓥߦઙ᧦ߩ᧦หޔߡߞ޽ߢၞ࿾ࠆߔቯⷙߦ᧦33╙ޔߪ⚂᧦ߩߎ .5
ޕ߻฽ࠍၞ࿾⹥ᒰޔߪ߈ߣ߁޿ߣޠ࿖⚂✦ޟߡ޿߅ߦᐲ㒢ߩߘޔߒ↪Ḱߡ޿ߟߦߩ߽
ଥ㑐ߩߣᦠᢥ㓙࿖ߩઁ ᧦3╙
ޕ޿ߥࠄߥߪߡߒ⸃ߦ߁ࠃߩᰴޔ߽ቯⷙࠆߥ߆޿ߩ⚂᧦ߩߎ
↥ㆮൻᢥߩ⇇਎ߩᐕ2791ޔߒ㑐ߦઙ‛ࠆߔᚑ᭴ࠍ↥ㆮ⇇਎ࠆߔㅪ㑐ធ⋥߇↥ㆮൻᢥᒻή .1   
ޕࠆߖߐਅૐࠍḰ᳓ߩ⼔଻ߪ෶ߒᦝᄌࠍ૏࿾ߩߢਅߩ⚂᧦ࠆߔ㑐ߦ⼔଻ߩ↥ㆮὼ⥄߮෸
࿖੐ᒰߩᦠᢥ㓙࿖ࠆߔ㑐ߦ↪೑ߩḮ⾗ߥ⊛ቇᘒ↢߮෸⊛ቇ‛↢ߪ෶ᮭ↥⽷⊛⍮߇࿖⚂✦ .2
ޕߔ߷෸ࠍ㗀ᓇߦോ⟵߮෸೑ᮭࠆߕ↢ࠅࠃߦߣߎࠆ޽ߢ
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㑐ᯏߩ⚂᧦ II
⼏ળ࿖⚂✦ ᧦4╙
ޕࠆ޽ߢ㑐ᯏ㜞ᦨߩ⚂᧦ߩߎޔߪ⼏ળ࿖⚂✦ޕࠆߔ⟎⸳ࠍ⼏ળ࿖⚂✦ޔࠅࠃߦ⚂᧦ߩߎ .1
ߣࠆߔቯ᳿ࠄ⥄ޔߪ⼏ળ࿖⚂✦ޕࠆߔวળߦߣߏᐕ2 ߡߒߣᦼળᏱㅢޔߪ⼏ળ࿖⚂✦ .2
1ߩಽ3߽ߣߊߥዋߩ࿖⚂✦ߪߊߒ⧯ળຬᆔ㑆ᐭ᡽ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήߪ෶߈
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔวળߡߒߣᦼળᤨ⥃ޔ߈ߠၮߦ⺧ⷐߩ
ޕࠆߔᛯណࠍೣⷙ⛯ᚻߩߘޔߪ⼏ળ࿖⚂✦ .3
ળຬᆔ㑆ᐭ᡽ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή ᧦5╙
ຬᆔޟਅએ㧔ળຬᆔ㑆ᐭ᡽ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήߦࠦࠬࡀ࡙ޔࠅࠃߦ⚂᧦ߩߎ .1
ޔߪᓟߚߓ↢ࠍജല߇⚂᧦ߩߎ߈ߠၮߦ᧦43╙ޔߪળຬᆔޕࠆߔ⟎⸳ࠍ㧕ޕ߁޿ߣޠળ
ࠇߐᚑ᭴ߡߞࠃߦ⠪⴫ઍߩ࿖⚂✦ߩ81ࠆࠇߐ಴ㆬࠅࠃߦ࿖⚂✦ࠆߔᏨ಴ߦ⼏ળ࿖⚂✦
ޕࠆ
ޕࠆߔടჇߦ42ޔߪᓟߚߒ㆐ߦ05߇ᢙߩ࿖⚂✦ߩ⚂᧦ߩߎޔߪᢙߩ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔ .2
ᦼછ߮෸಴ㆬߩ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔ ᧦6╙
ޕ߁ᓥߦೣේߩ⇟ベ߮෸⴫ઍ⊛ℂ࿾ߥᐔⴧޔߪ಴ㆬߩ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔ .1
ޕࠆࠇߐ಴ㆬߢᦼછߩᐕ4ࠅࠃߦ࿖⚂✦ߩ⚂᧦ߩߎࠆߔᏨ಴ߦ⼏ળ࿖⚂✦ޔߪ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔ .2
ࠇߐቯ㒢ߦᐕ2ޔߪᦼછߩ1ߩಽ2ߩ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔߚࠇߐ಴ㆬߡ޿߅ߦ᜼ㆬߩೋᦨޔ߽ߣߞ߽ .3
ޕࠆࠇ߫ㆬߢᒁߓߊޔߡ޿߅ߦ᜼ㆬߩೋᦨޔߪ࿖ߩࠄࠇߎޕࠆ
ޕࠆߔᣂᦝࠍ1ߩಽ2ߩ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔޔߦߣߏᐕ2ޔߪ⼏ળ࿖⚂✦ .4
ޕࠆߔ಴ㆬࠍ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔࠆࠇߐߣⷐᔅߦ߼ߚࠆߔల⵬ࠍᏨⓨޔߚ߹ޔߪ⼏ળ࿖⚂✦ .5
ޕ޿ߥࠇߐ಴ㆬߡ޿ߟߦᦼછߩ2ࠆߔ⛯ㅪޔߪ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔ .6
ㆬࠍኅ㐷ኾࠆߌ߅ߦ㊁ಽߩޘ⒳ߩ↥ㆮൻᢥᒻήߡߒߣ⴫ઍߩ࿖⥄ޔߪ࿖ᚑ᭴ߩળຬᆔ .7
ޕࠆߔቯ
ോછߩળຬᆔ ᧦7╙
ߩ߽ࠆߔኂࠍ㒢ᮭߩઁࠆࠇࠄ߃ਈࠅࠃߦ⚂᧦ߩߎޔߒߛߚޕࠆߔߣࠅ߅ߣߩᰴޔߪോછߩળຬᆔ
ޕ޿ߥߪߢ
ޕߣߎࠆߔⷞ⋙߮෸ߒബᅑࠍᣉታߩߘߦ߮ਗߒㅴଦࠍ⊛⋡ߩ⚂᧦ .1
ភߩ߼ߚߩߘ߮෸ߒଏឭࠍ㊎ᜰࠆߔ㑐ߦ଀ታߩ⦟ᦨߩ߼ߚࠆߔ⼔଻ࠍ↥ㆮൻᢥᒻή .2
ޕߣߎ߁ⴕࠍ๔൘ߩ⟎
⚂✦߼ߚࠆᓧࠍ⹺ᛚ߮෸ߒᚑ૞ࠍ᩺↹⸘ࠆߔ㑐ߦㅜ૶ߩ㊄⾗ߩ㊄ၮޔߡߞᓥߦ᧦52╙ .3
ޕߣߎࠆߔ಴ឭߦ⼏ળ࿖
ភߥⷐᔅߦ߼ߚߩߎ߮෸ߒ᳞ㅊࠍᴺᣇߩ߼ߚࠆߔ㗵Ⴧࠍ㊄⾗ߩ㊄ၮޔߡߞᓥߦ᧦52╙ .4
ޕߣߎࠆߣࠍ⟎
ߦ⼏ળ࿖⚂✦߼ߚࠆᓧࠍ⹺ᛚߩߘ߮෸ߒᚑ૞ࠍᦠ␜ᜰ↪ㆇߩ߼ߚߩᣉታߩ⚂᧦ߩߎ .5
ޕߣߎࠆߔ಴ឭ
ࠍ๔ႎ⹥ᒰߦ߼ߚߩ⼏ળ࿖⚂✦߮෸ߒ⸛ᬌࠍ๔ႎࠆߔ಴ឭ߇࿖⚂✦ߡߞᓥߦ᧦92╙ .6
ޕߣߎࠆߔ⚂ⷐ
ᛚ߇⼏ળ࿖⚂✦߮෸߼ቯ߇ળຬᆔߦ߮ਗߒ⸛ᬌޔߡ޿ߟߦ⺧ⷐߩᰴࠆߔ಴ឭ߇࿖⚂✦ .7
ޕߣߎࠆߔቯ᳿ߡߞᓥߦḰၮ⠨ㆬߥ⊛ⷰቴࠆߔ⹺
᩺ឭ߮෸タ⸥ߩ߳⴫ⷩ৻ࠆߔቯⷙߦ᧦81╙߮෸᧦71╙ޔ᧦61╙ )i(  
ਈଏߩഥេߥ⊛㓙࿖ࠆࠃߦ᧦22╙ )ii(  
ᴺᣇേᵴߩળຬᆔ ᧦8╙
ࠍቯ᳿߮෸േᵴߩߡߴߔߩߘޔߪળຬᆔޕ߁⽶ࠍછ⽿ߡߒኻߦ⼏ળ࿖⚂✦ޔߪળຬᆔ .1
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ޕࠆߔ๔ႎߦ⼏ળ࿖⚂✦
ޕࠆߔᛯណࠍೣⷙ⛯ᚻߩߘޔߢ᳿⼏ࠆࠃߦᢙᄙߩ਄એ2ߩಽ3ߩ࿖ᚑ᭴ߩߘޔߪળຬᆔ .2
ߔ⟎⸳ߦ⊛ᤨ৻ࠍ㑐ᯏ໧⻁ߩ೎․ࠆ߼⹺ߣⷐᔅߦ߼ߚࠆߔⴕㆀࠍോછߩߘޔߪળຬᆔ .3
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆ
⢻ߡ޿߅ߦ㊁ಽߩޘ⒳ߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔ߼ߚࠆߔ⼏දߡ޿ߟߦ㗄੐ߩቯ․ޔߪળຬᆔ .4
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔ⺧᜗ߦ⼏ળࠍੱ୘߮෸㑐ᯏߩ⑳౏ߚࠇࠄ߼⹺ࠍജ
ቯ⹺ߩ૕࿅⸒ഥ ᧦9╙
ળ࿖⚂✦ࠍቯ⹺ߩ૕࿅㑆᳃ߚࠇࠄ߼⹺ࠍജ⢻ߡ޿߅ߦ㊁ಽߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔߪળຬᆔ .1
ޕࠆߔേⴕߢᩰ⾗ߩ໧㘈ߩળຬᆔޔߪ૕࿅㑆᳃⹥ᒰޕࠆߔ᩺ឭߦ⼏
ޕࠆߔ᩺ឭࠍᴺᣇ߮෸Ḱၮߩቯ⹺ߩߘߦ⼏ળ࿖⚂✦ޔߚ߹ޔߪળຬᆔ .2
ዪോ੐ ᧦01╙
ޕࠆߌฃࠍ૒⵬ߩዪോ੐ࠦࠬࡀ࡙ޔߪળຬᆔ .1
߮ਗޔߒᚑ૞ࠍ᩺㗴⼏ߩวળߩࠄࠇߘߦ߮ਗᦠᢥߩળຬᆔ߮෸⼏ળ࿖⚂✦ޔߪዪോ੐ .2
ޕࠆߔ଻⏕ࠍᣉታߩቯ᳿ߩળຬᆔ߮෸⼏ળ࿖⚂✦ߦ
⼔଻⊛ౝ࿖ߩ↥ㆮൻᢥᒻή III
ഀᓎߩ࿖⚂✦ ᧦11╙
ޕ߁ⴕࠍߣߎߩᰴޔߪ࿖⚂✦
ߎࠆߣࠍ⟎ភߥⷐᔅߦ߼ߚࠆߔ଻⏕ࠍ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߔ࿷ሽߦౝၞ㗔ߩ࿖⥄ .1
ޕߣ
ൻᢥᒻήߩޘ⒳ࠆߔ࿷ሽߦౝၞ㗔ߩ࿖⥄ߜ߁ߩ⟎ភߩ߼ߚߩ⼔଻ࠆߔቯⷙߦ3᧦2╙ .2
ޕߣߎ߁ⴕޔߡᓧࠍടෳߩ૕࿅㑆᳃ࠆ޽ߩㅪ㑐߮෸࿅㓸ޔળ␠ޔࠍቯ⹺ߩ↥ㆮ
㍳⋡ ᧦21╙
ޔࠅࠃߦᴺᣇߚߒวㆡߦᴫ⁁ߩ࿖ฦޔ߼ߚࠆߔ଻⏕ࠍቯ⹺ߚߒߣ⊛⋡ࠍ⼔଻ޔߪ࿖⚂✦ .1
ࠄࠇߎޕࠆߔᚑ૞ࠍ㍳⋡ߩ਄એ2ߪ෶1ߡ޿ߟߦ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߔ࿷ሽߦౝၞ㗔ߩ࿖⥄
ޕࠆߔᣂᦝߦ⊛ᦼቯޔߪ㍳⋡ߩ
ߡ޿ߟߦ㍳⋡⹥ᒰޔว႐ࠆߔ಴ឭࠍ๔ႎߦળຬᆔߦ⊛ᦼቯߡߞᓥߦ᧦92╙ޔߪ࿖⚂✦ .2
ޕࠆߔଏឭࠍႎᖱㅪ㑐ߩ
⟎ភߩઁߩ߼ߚߩ⼔଻ ᧦31╙
߁ⴕࠍߣߎߩᰴߦ߼ߚߩ⥝ᝄ߮෸ዷ⊒ޔ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߔ࿷ሽߦౝၞ㗔ߩ࿖⥄ޔߪ࿖⚂✦
ޕࠆ߼ദ߁ࠃ
⚵ࠍ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήߦਛߩ↹⸘߮෸ߒㅴଦࠍഀᓎߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߌ߅ߦળ␠ .1
ޕߣߎࠆߣࠍ╷᡽ߥ⊛⥸৻ߩ߼ߚࠆࠇ౉ߺ
ࠍ㑐ᯏࠆ޽ߩ㒢ᮭߩ਄એ2ߪ෶1ޔ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߔ࿷ሽߦౝၞ㗔ߩ࿖⥄ .2
ޕߣߎࠆߔ⟎⸳ߪ෶ߒቯᜰ
ቇޔ߼ߚࠆߔ⼔଻ߦ⊛ᨐലࠍ↥ㆮൻᢥᒻήࠆ޿ߡࠇߐࠄߐߦ㒾ෂߦ․ޔ↥ㆮൻᢥᒻή .3
ޕߣߎࠆߔㅴଦࠍᴺᣇߩᩏ⺞ߦ߮ਗⓥ⎇ߥ⊛ⴚ⧓߮෸⊛ⴚᛛޔ⊛ⴚ
ޕߣߎࠆߣࠍ⟎ភߥᒰㆡߩ਄᡽⽷߮෸਄᡽ⴕޔ਄ⴚᛛޔ਄ᴺ┙ࠆߔߣ⊛⋡ࠍߣߎߩᰴ .4
ㆮൻᢥᒻήߦ߮ਗߒㅴଦࠍൻᒝߪ෶┙⸳ߩ㑐ᯏ߁ⴕࠍ✵⸠ࠆଥߦℂ▤ߩ↥ㆮൻᢥᒻή )i(   
ޕߣߎࠆߔㅴଦࠍᛚવߩ↥ㆮൻᢥᒻήߚߓㅢࠍ㑆ⓨ߮෸႐ߩ߼ߚߩ⃻⴫ߪ෶Ṷታߩ↥
↥ㆮൻᢥᒻήߢ਄ߚߒ㊀ዅࠍⴕᘠࠆߔᓞⷙࠍࠬ࠮ࠢࠕߩ߳㕙஥ߩቯ․ߩ↥ㆮൻᢥᒻή )ii(   
ޕߣߎࠆߔ଻⏕ࠍࠬ࠮ࠢࠕߩ߳
ޕߣߎࠆߔㅴଦࠍ↪೑ߩ㑐ᯏߩߘ߮෸ߒ⟎⸳ࠍ㑐ᯏߩ߼ߚߩᚑ૞ߩ㍳⸥ߩ↥ㆮൻᢥᒻή )iii(  
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ᚑᒻജ⢻߮෸਄ะߩ⼂ᗧޔ⢒ᢎ ᧦41╙
ޕࠆ߼ദ߁ࠃ߁ⴕࠍߣߎߩᰴޔࠅࠃߦᲑᚻߥᒰㆡߩߡߴߔޔߪ࿖⚂✦
ࠆߔ଻⏕ࠍల᜛߮෸㊀ዅޔ⼂⹺ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߌ߅ߦળ␠ޔߡߓㅢࠍᲑᚻߩᰴߦ․ .1
ޕߣߎ
↹⸘ᬺ੐ࠆߔ㑐ߦႎᐢ߮෸਄ะߩ⼂ᗧޔ⢒ᢎߚߒߣ⽎ኻࠍጀᐕ⧯ߦ․ޔⴐ౏⥸৻)i(
↹⸘ࠆߔ㑐ߦ✵⸠߮෸⢒ᢎߩቯ․ࠆߌ߅ߦౝ࿅㓸߮෸ળ␠ࠆߔଥ㑐)ii(  
ߩ߼ߚߩⓥ⎇ⴚቇ߮෸ℂ▤ߦ․㧔േᵴࠆߔᚑᒻࠍജ⢻ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή)iii( 
㧕ߩ߽
ߩ߽ߩᄖએᲑᚻߥᑼᱜߩߡ޿ߟߦᛚવߩ⼂⍮)vi(
ߖߐ⍮๟ߦⴐ౏ࠍേᵴࠆࠇߐᣉታߡߞᓥߦ⚂᧦ߩߎ߮෸㒾ෂߔ߆⢿ࠍ↥ㆮൻᢥᒻή .2
ޕߣߎࠆ
ⷐᔅ߇࿷ሽߩߘߦ߼ߚࠆߔ⃻⴫ࠍ↥ㆮൻᢥᒻήߡߞ޽ߢᚲ႐ߩᔨ⸥߮෸㑆ⓨߩὼ⥄ .3
ޕߣߎࠆߔㅴଦࠍ⢒ᢎߩ߼ߚߩ⼔଻ߩߩ߽ߥ
ടෳߩੱ୘߮෸࿅㓸ޔળ␠ ᧦51╙
෸ߒᜬ⛽ޔߒ಴ഃࠍ↥ㆮൻᢥᒻήޔߢਛߩߺ⚵ᨒߩേᵴࠆߔ㑐ߦ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔߪ࿖⚂✦
߮ਗ߼ദ߁ࠃࠆߔ଻⏕ࠍടෳߥ▸ᐢࠅ㒢ࠆ߈ߢߩੱ୘ߪߦว႐ߥᒰㆡ߮෸࿅㓸ޔળ␠ࠆߔᛚવ߮
ޕࠆ߼ദ߁ࠃࠆߖߐടෳߦ⊛ᭂⓍߦℂ▤ߩߘࠍߩ߽ߩࠄࠇߎߦ
⼔଻⊛㓙࿖ߩ↥ㆮൻᢥᒻή VI
⴫ⷩ৻ߥ⊛⴫ઍߩ↥ㆮൻᢥᒻήߩ㘃ੱ ᧦61╙
ߔ଻⏕ࠍ਄ะߩ⼂ᗧߩߡ޿ߟߦᕈⷐ㊀ߩߘ߮෸⍮⹺ߩጀ৻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔߪળຬᆔ .1
ߦ᩺ឭߩ࿖⚂✦ࠆߔଥ㑐ޔ߼ߚࠆߔബᅑࠍ⹤ኻࠆߔ㊀ዅࠍᕈ᭽ᄙߩൻᢥߦ߮ਗ߼ߚࠆ
౏߮෸ߒߣߩ߽ߩᣂᦨᤨᏱޔߒᚑ૞ࠍ⴫ⷩ৻ߥ⊛⴫ઍߩ↥ㆮൻᢥᒻήߩ㘃ੱޔ߈ߠၮ
ޕࠆߔ⴫
ߩߘߦ߮ਗ߼ቯࠍḰၮߩ߼ߚߩ⴫౏߮෸ᣂᦝޔᚑ૞ߩ⴫ⷩ৻ߥ⊛⴫ઍߩߎޔߪળຬᆔ .2
ޕࠆߔ಴ឭߦ⼏ળ࿖⚂✦߼ߚߩ⹺ᛚࠍḰၮ
⴫ⷩ৻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆ޽߇ⷐᔅࠆߔ⼔଻ߦᕆ✕ ᧦71╙
ൻᢥᒻήࠆ޽߇ⷐᔅࠆߔ⼔଻ߦᕆ✕ޔ߼ߚࠆߣࠍ⟎ភߩ߼ߚߩ⼔଻ߥᒰㆡޔߪળຬᆔ .1
⺧ⷐߩ࿖⚂✦ࠆߔଥ㑐ߦ߮ਗߒ⴫౏߮෸ߒߣߩ߽ߩᣂᦨᤨᏱޔߒᚑ૞ࠍ⴫ⷩ৻ߩ↥ㆮ
ޕࠆߔタ⸥ࠍ↥ㆮߥ߁ࠃߩߘߦ⴫ⷩ৻⹥ᒰߡ޿ߠၮߦ
ᛚࠍḰၮߩߘߦ߮ਗ߼ቯࠍḰၮߩ߼ߚߩ⴫౏߮෸ᣂᦝޔᚑ૞ߩ⴫ⷩ৻ߩߎޔߪળຬᆔ .2
ޕࠆߔ಴ឭߦ⼏ળ࿖⚂✦߼ߚߩ⹺
ߔ⹺ᛚ߇⼏ળ࿖⚂✦ߡ޿ߠၮߦ᩺ឭߩળຬᆔޔߪḰၮ⊛ⷰቴߩߘ㧔ว႐ߩᕆ✕ߡ߼ᭂ .3
ߔଥ㑐ߦ⴫ⷩ৻ࠆߔቯⷙߦ1ޔߢ਄ߚߒ⼏දߣ࿖⚂✦ࠆߔଥ㑐ޔߪળຬᆔޔߪߦ㧕ࠆ
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔタ⸥ࠍ↥ㆮࠆ
േᵴ߮෸ᬺ੐ޔ↹⸘ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή ᧦81╙
Ḱၮࠆߔ⹺ᛚ߇⼏ળ࿖⚂✦߮෸߼ቯ߇ળຬᆔߦ߮ਗ߈ߠၮߦ᩺ឭߩ࿖⚂✦ޔߪળຬᆔ .1
ߚࠆߔ⼔଻ࠍ↥ㆮൻᢥᒻήޔߡߒᘦ⠨ࠍ࠭࡯࠾ߩ೎․ߩ࿖਄ㅜዷ⊒ޔߚ߹ޔߡߞᓥߦ
߮෸ೣේߩ⚂᧦ߩߎߡߞ޽ߢേᵴ߮෸ᬺ੐ޔ↹⸘ߥ⊛ၞ࿾߮෸⊛ၞ࿾ዊޔ⊛ኅ࿖ߩ߼
ޕࠆߔㅴଦߦ߮ਗߒቯㆬߦ⊛ᦼቯࠍߩ߽ࠆߔᢿ್ߣࠆ޿ߡߒᤋ෻߽ᦨࠍ⊛⋡
ⷐߩഥេߥ⊛㓙࿖ߩࠄ߆࿖⚂✦ߩ߼ߚߩ஻Ḱߩ᩺ឭߥ߁ࠃߩߎޔߪળຬᆔޔ߼ߚߩߎ .2
ޕࠆߔ⹺ᛚ߮෸ߒ⸛ᬌޔߒ㗔ฃࠍ⺧
ࠃߦᴺᣇߚߒቯ᳿߇ࠄ⥄ޔว႐ࠆߔᣉታࠍേᵴ߮෸ᬺ੐ޔ↹⸘ߥ߁ࠃߩߘޔߪળຬᆔ .3
ޕࠆߖߐ෸᥉ࠍ଀ታߩ⦟ᦨࠅ
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ഥេ߮෸ജදߥ⊛㓙࿖ V
ജද ᧦91╙
ᵴ⊛⊒⥄ߩห౒ޔ឵੤ߩ㛎⚻߮෸ႎᖱޔߦ․ޔߪߦജදߥ⊛㓙࿖ޔ਄↪ㆡߩ⚂᧦ߩߎ .1
ࠍᐲ೙ߩ߼ߚࠆߔេᡰࠍജദߩ߼ߚࠆߔ⼔଻ࠍ↥ㆮൻᢥᒻήࠆࠃߦ࿖⚂✦ߦ߮ਗേ
ޕ߻฽ࠍߣߎࠆߌ⸳
⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔߊߥߣߎࠆߍᅹࠍ↪ㆡߩⴕᘠ߮෸ᴺ⠌ᘠޔ઎ᴺౝ࿖ޔߪ࿖⚂✦ .2
ၞ࿾ዊߦ߮ਗߢ㑆࿖2 ޔ߼ߚߩߘޔߒ⼂⹺ࠍߣߎࠆ޽ߢ⋉೑ߥ⊛⥸৻ߡߞߣߦ㘃ੱ߇
ޕࠆߔ᧤⚂ࠍߣߎࠆߔജදߦ⊛㓙࿖߮෸⊛ၞ࿾ޔ⊛
⊛⋡ߩഥេߥ⊛㓙࿖ ᧦02╙
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔਈଏߦ߼ߚߩ⊛⋡ߩᰴޔߪഥេߥ⊛㓙࿖
⼔଻ߩ↥ㆮࠆ޿ߡࠇߐタ⸥ߦ⴫ⷩ৻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆ޽߇ⷐᔅࠆߔ⼔଻ߦᕆ .1
ᚑ૞ߩ㍳⋡ࠆߌ߅ߦ᧦21╙߮෸᧦11╙ .2
੐ޔ↹⸘ࠆࠇߐᣉታߦ⊛ၞ࿾߮෸⊛ၞ࿾ዊޔ⊛ኅ࿖ࠆߔߣ⊛⋡ࠍ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή .3
េᡰߩ߳േᵴ߮෸ᬺ
⊛⋡ߩઁࠆ߼⹺ߣⷐᔅ߇ળຬᆔ .4
ᘒᒻߩഥេߥ⊛㓙࿖ ᧦12╙
ᰴޔߒኻߦ࿖⚂✦ޔߡߞᓥߦቯදࠆߔቯⷙߦ᧦42╙߮෸ᦠ␜ᜰ↪ㆇࠆߔቯⷙߦ᧦7╙ޔߪળຬᆔ
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔਈଏࠍഥេߩᘒᒻߩ
ⓥ⎇ࠆߔ㑐ߦ㕙஥ߩޘ⒳ߩ⼔଻ .1
ଏឭߩ⠪ࠆߔ〣ታ߮෸ኅ㐷ኾ .2
ᚑ㙃ߩຬ⡯ߥⷐᔅߩߡߴߔ .3
ᚑ૞ߩᲑᚻߩઁߩߘ߮෸ቯ⸳ߩ▸ⷙ .4
↪ㆇ߮෸஻ᢛߩ⋚ၮ .5
ਈଏߩ࠙ࡂ࠙ࡁ߮෸஻⸳ .6
㧕ޕ߻฽ࠍਈ⿅߮෸ߌઃ⾉ߩ೑ૐޔߪߦว႐ߥᒰㆡ㧔ഥេ⊛ⴚᛛ߮෸⊛᡽⽷ߩᘒᒻߩઁ .7
ઙ᧦ࠆߔ㑐ߦഥេߥ⊛㓙࿖ ᧦22╙
଀㧔ႎᖱࠆ߼฽ߦ⺧ⷐ⹥ᒰ߮෸߼ቯࠍ⛯ᚻࠆߔ⸛ᬌࠍ⺧ⷐߩഥេߥ⊛㓙࿖ޔߪળຬᆔ .1
ߔቯ․ࠍ㧕ࠅⓍ⷗ߩ↪⾌ࠆߔⷐߦࠄࠇߘޔਈ㑐ࠆࠇߐߣⷐᔅޔ⟎ភࠆࠇߐቯ੍ޔ߫߃
ޕࠆ
ޕࠆߔ⸛ᬌߡߒߣ㗄੐వఝࠍ⺧ⷐߩഥេޔߪળຬᆔޔߪߡ޿߅ߦว႐ߩᕆ✕ .2
ޕ߁ⴕࠍ⼏ද߮෸ⓥ⎇ࠆ߼⹺ߣⷐᔅޔߦ߼ߚ߁ⴕࠍቯ᳿ޔߪળຬᆔ .3
⺧ⷐߩഥេߥ⊛㓙࿖ ᧦32╙
⺧ⷐߩഥេߥ⊛㓙࿖ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήࠆߔ࿷ሽߦౝၞ㗔ߩ࿖⥄ޔߪ࿖⚂✦ .1
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔ಴ឭߦળຬᆔࠍ
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔ಴ឭߢห౒߇࿖⚂✦ߩ਄એ2ޔߚ߹ޔߪ⺧ⷐ⹥ᒰ .2
ޕࠆ߼฽ࠍႎᖱࠆ߼ቯߦ1᧦೨ߦ߽ߣߣᢱ⾗ߥⷐᔅޔߪߦ⺧ⷐ⹥ᒰ .3
ഀᓎߩ࿖⚂✦ࠆߥߣ࿖⋉ฃ ᧦42╙
ળຬᆔߣ࿖⚂✦ࠆߥߣ࿖⋉ฃޔߪഥេߥ⊛㓙࿖ࠆࠇߐਈଏޔߡߞᓥߦቯⷙߩ⚂᧦ߩߎ .1
ޕࠆࠇߐᓞⷙࠅࠃߦቯදߩ㑆ߩߣ
ߐਈଏ߇ഥេߥ⊛㓙࿖ޔߢౝᐲ㒢ߩ㊄⾗ߩᏆ⥄ޔߡߒߣೣේޔߪ࿖⚂✦ࠆߥߣ࿖⋉ฃ .2
ޕࠆߔᜂ⽶ࠍ⾌⚻ߩ⟎ភߩ߼ߚߩ⼔଻ࠆࠇ
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ࠆߔ㑐ߦㅜ૶ߩഥេࠆࠇߐਈଏߦ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήޔߪ࿖⚂✦ࠆߥߣ࿖⋉ฃ .3
ޕࠆߔ಴ឭߦળຬᆔࠍ๔ႎ
㊄ၮ↥ㆮൻᢥᒻή IV
㊄⾗߮෸⾰ᕈߩ㊄ၮ ᧦52╙
⸳ࠍ㧕߁޿ߣޠ㊄ၮޟਅએ㧔ޠ㊄ၮߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήޟޔࠅࠃߦ⚂᧦ߩߎ .1
ޕࠆߔ┙
ޕࠆߔߣ㊄ၮ⸤ାࠆࠇߐ⟎⸳ߡߞᓥߦೣⷙ᡽⽷ߩࠦࠬࡀ࡙ޔߪ㊄ၮ .2
ޕࠆᚑࠄ߆ߩ߽ߩᰴޔߪ㊄⾗ߩ㊄ၮ .3
㊄಴᜚ᗧછ߮෸㊄ᜂಽࠆࠃߦ࿖⚂✦ .1   
㊄⾗ࠆߔᒰలߦ߼ߚߩ⊛⋡ߩߎ߇ળ✚ߩࠦࠬࡀ࡙ .2   
⿅ㆮߪ෶ਈ⿅ޔ㊄಴᜚ߩࠄ߆⠪ߩᰴ .3   
࿖ߩᄖએ࿖⚂✦ )i(     
㑐ᯏ㓙࿖ߩઁߩߘ㧕↹⸘⊒㐿วㅪ㓙࿖ߦ․㧔㑐ᯏߩวㅪ㓙࿖ )ii(     
ੱ୘ߪ෶㑐ᯏߩ⑳౏)iii(    
ሶ೑ࠆߕ↢ࠄ߆㊄⾗ߩ㊄ၮ .4   
౉෼ࠆࠃߦ੐ⴕߚࠇߐ↹ડߦ߼ߚߩ㊄ၮ߮෸㊄⾗ߚࠇߐ㆐⺞ߡߞࠃߦ㊄൐ .5   
㊄⾗ࠆࠁࠄ޽ߩઁߩߘࠆࠇࠄ߼⹺ߡߞࠃߦೣⷙߩ㊄ၮࠆߔᚑ૞߇ળຬᆔ .6   
ޕࠆߔቯ᳿ߡ޿ߠၮߦ㊎ᜰࠆ߼ቯ߇⼏ળ࿖⚂✦ࠍㅜ૶ߩ㊄⾗ߩߘޔߪળຬᆔ .4
ᘒᒻߩઁߩߘ㊄಴᜚ߩ߼ߚߩ⊛⋡ߥ೎․߮෸⊛⥸৻ࠆߔㅪ㑐ߦᬺ੐ߩቯ․ޔߪળຬᆔ .5
ࠆ޿ߡࠇߐ⹺ᛚࠅࠃߦળຬᆔ߇ᬺ੐⹥ᒰޔߒߛߚޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߌฃࠍഥេࠆࠃߦ
ޕࠆ㒢ߦว႐
ઙ᧦⊛ᷣ⚻ߪ෶⊛ᴦ᡽ࠆߥ߆޿޿ߥߒ┙ਔߣ⊛⋡ߩ⚂᧦ߩߎޔߪߦ಴᜚ࠆߔኻߦ㊄ၮ .6
ޕ޿ߥ߈ߢ߇ߣߎࠆߔઃ߽ઙ᧦ߩઁߩߘ
㊄಴᜚ᗧછ߮෸㊄ᜂಽߩ࿖⚂✦ࠆߔኻߦ㊄ၮ ᧦62╙
߁ᛄᡰࠍ㊄ᜂಽߦ㊄ၮޔ࿁1ߦᐕ2߽ߣߊߥዋޔߦ೎ߪߣ㊄಴᜚ᗧછߩടㅊޔߪ࿖⚂✦ .1
↪ㆡߡ޿ߟߦ࿖⚂✦ߩߡߴߔࠆߔቯ᳿߇⼏ળ࿖⚂✦ޔߪ㗵ߩ㊄ᜂಽޕࠆߔ᧤⚂ࠍߣߎ
ᛩߟ߆ߒᏨ಴ߦ⼏ળޔߪቯ᳿ߩ⼏ળ࿖⚂✦ߩߎޕࠆߔቯ᳿ࠅࠃߦ₸ಽ⊖ߩ৻หࠆࠇߐ
ޕ߁ⴕߢ᳿⼏ࠆࠃߦᢙඨㆊߩ㧕ࠆ㒢ߦ࿖⚂✦޿ߥ޿ߡߞⴕࠍ⸒ትߩ2㧔࿖⚂✦ࠆߔ␿
࿖⚂✦⹥ᒰࠆߔኻߦ▚੍Ᏹㅢߩࠦࠬࡀ࡙ޔ߽ߦว႐ࠆߥ߆޿ޔߪ㗵ߩ㊄ᜂಽߩ࿖⚂✦
ޕࠆߔߣߩ߽޿ߥ߃⿥ࠍ࠻ࡦ࠮࡯ࡄ1ߩ㗵ߩ㊄ᜂಽߩ
ࠍᦠ౉ടߪ෶ᦠ⹺ᛚޔᦠ⻌ฃޔᦠಎᛕޔߪ࿖ࠆߔቯⷙߦ᧦33╙߮෸᧦23╙ޔ߽ߣߞ߽ .2
ޕࠆ߈ߢ߇ߣߎࠆߔ⸒ትࠍᣦ޿ߥࠇߐ᧤᜔ߦቯⷙߩ1ޔߦ㓙ࠆߔ⸤ነ
࿁᠗ࠍ⸒ትߩߘޔࠅࠃߦߣߎࠆߔ๔ㅢߦ㐳ዪോ੐ࠦࠬࡀ࡙ޔߪ࿖⚂✦ߚߞⴕࠍ⸒ትߩ2 .3
ಽ߈ߴ߁ᛄᡰ߇࿖⚂✦⹥ᒰޔߪ࿁᠗ߩ⸒ትߩߘޔߡ޿߅ߦว႐ߩߎޕࠆ߼ദ߁ࠃࠆߔ
ޕ޿ߥߓ↢ࠍജലߢ߹ᣣࠆࠇߐ௅㐿߇ᦼળߩળ✚ߩೋᦨߩᓟߩߘޔ߈ߟߦ㊄ᜂ
߇ߣߎࠆߔ↹⸘ߦ⊛ലታࠍേᵴߩߘ߇ળຬᆔޔߪ㊄಴᜚ᗧછߩ࿖⚂✦ߚߞⴕࠍ⸒ትߩ2 .4
ޔߪ㗵ߩ㊄಴᜚ᗧછߩߘޕ߁ᛄᡰߦ⊛ᦼቯ࿁1ߦᐕ2߽ߣߊߥዋޔ߼ߚࠆߔߦ߁ࠃࠆ߈ߢ
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Yamato Declaration on Integrated Approaches for Safeguarding 
Tangible and Intangible Cultural Heritage 
We, the experts assembled in Nara, Japan,  
1. express our gratitude to the Japanese organisers and UNESCO for providing a forum to 
discuss integrated approaches for safeguarding tangible and intangible cultural heritage, and  
2. taking into account  
the International Charter for the Conservation and Restoration of Monuments and Sites  
(the 1964 Venice Charter),  
the Convention Concerning the Protection of the World Cultural and Natural Heritage  
(UNESCO World Heritage Convention, hereinafter called “the 1972 Convention”),  
the definition of “Cultural Landscape” established by the World Heritage Committee (1992),  
the Nara Document on Authenticity (1994);  
3. further taking into account  
the Recommendation on the Safeguarding of Traditional Culture and Folklore (1989),  
the Proclamation of Masterpieces of the Oral and Intangible Heritage of Humanity (1997),  
the Convention for the Safeguarding of the Intangible Cultural Heritage (hereinafter called 
“the 2003 Convention”);  
4. recognising that safeguarding intangible cultural heritage is as important as protecting 
tangible cultural and natural heritage, and that the world community has come to realise that 
intangible cultural heritage has to be considered and safeguarded in its own right;  
5. recalling the definitions of cultural and natural heritage in the 1972 Convention;  
6. further recalling that intangible cultural heritage is defined in the 2003 Convention as “the 
practices, representations, expressions, knowledge, skills – as well as the instruments, 
objects, artefacts and cultural spaces associated therewith – that communities, groups and, in 
some cases, individuals recognize as part of their cultural heritage [… and that …] this 
intangible cultural heritage, transmitted from generation to generation, is constantly 
recreated by communities and groups in response to their environment, their interaction with 
nature and their history, and provides them with a sense of identity and continuity”;  
7. considering that the Nara Document marked an epoch in the conservation of heritage, 
emphasizing that interpretations of authenticity and their application should be attempted 
within the specific cultural context;  
8. further considering that intangible cultural heritage is constantly recreated, the term 
“authenticity” as applied to tangible cultural heritage is not relevant when identifying and 
safeguarding intangible cultural heritage;  
9. realising that the elements of the tangible and intangible heritage of communities and groups 
are often interdependent;  
10. further considering that there are countless examples of intangible cultural heritage that do 
not depend for their existence or expression on specific places or objects, and that the values 
associated with monuments and sites are not considered intangible cultural heritage as 
defined under the 2003 Convention when they belong to the past and not to the living 
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heritage of present-day communities;  
11. taking into account the interdependence, as well as the differences between tangible and 
intangible cultural heritage, and between the approaches for their safeguarding, we deem it 
appropriate that, wherever possible, integrated approaches be elaborated to the effect that the 
safeguarding of the tangible and intangible heritage of communities and groups is consistent 
and mutually beneficial and reinforcing;  
and we call upon  
12. national authorities, international, governmental and non-governmental organisations, and 
individuals actively engaging in safeguarding cultural heritage to explore and support 
investigations of strategies and procedures to integrate the safeguarding of tangible and 
intangible heritage, and to always do so in close collaboration and agreement with the 
communities and groups concerned;  
13. UNESCO to adopt and implement in its programmes and projects, where appropriate, an 
inclusive and integrated vision of heritage, to support capacity building and to provide 
guidelines for best practices in the spirit of this Declaration;  
14. national authorities and all other stakeholders to take concrete measures for raising 
awareness of the importance of safeguarding heritage, especially through formal and 
non-formal education, and for ensuring active local participation in this regard;  
15. all stakeholders to take advantage of new information and communication technology in 
implementing programmes and projects integrating the safeguarding of tangible and 
intangible heritage;  
16. all stakeholders to promote economically rewarding heritage-related activities without 
compromising the integrity of communities and the viability of their heritage;  
17. Member States of UNESCO to ratify at their earliest convenience the Convention for the 
Safeguarding of the Intangible Cultural Heritage, adopted by the General Conference of 
UNESCO in October 2003.  
Nara, Japan,  
International Conference on the Safeguarding of Tangible and Intangible Cultural Heritage: 
Towards an Integrated Approach, 20-23 October 2004 
―301 ―
 0102 ,4.oN seireS repaP gnikroW SGC ojieS

㨉⸶๺㨇㧕4002㧔ޠ⸒ት๺ᄢޟ 㧪㨓㍳ઃ㧨

⸶઒ᐡൻᢥ

HFRLA16#/#;ACTCPHFRQIQJKC\CMPWDCMPWDKCUWMQMRLQICMPWDYYYRVVJ㧦ౖ಴
ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή߮෸↥ㆮൻᢥᒻ᦭
⸒ት๺ᄢࠆߔ㑐ߦ࠴࡯ࡠࡊࠕ⊛ว⛔
ޔߪኅ㐷ኾߚߞ㓸ߦ⦟ᄹߩᧄᣣޔޘᚒ
ࠕ⊛ว⛔ߩ߼ߚߩ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή߮෸↥ㆮൻᢥᒻ᦭ޔߒኻߦࠦࠬࡀ࡙ߣ⠪௅ਥ஥ᧄᣣ .1
ޔߒ᣿⴫ࠍᗧ⻢ߦߣߎߚࠇߊߡ߃ਈࠍ႐ࠆߔ⺰⼏ߡ޿ߟߦ࠴࡯ࡠࡊ
ޔ㧕┨ᙗࠬ࠾ࠚࡧᐕ4691㧔┨ᙗ㓙࿖ߩ߼ߚߩᓳୃߣో଻ߩ〔ㆮ߮෸‛ㅧᑪᔨ⸥ .2
2791ޟਅએޔ⚂᧦↥ㆮ⇇਎ࠦࠬࡀ࡙㧔⚂᧦ࠆߔ㑐ߦ⼔଻ߩ↥ㆮὼ⥄߮෸↥ㆮൻᢥߩ⇇਎
ޔ㧕ޕ߁޿ߣޠ⚂᧦ᐕ
߮෸㧕ᐕ2991㧔⟵ቯߩޠⷰ᥊⊛ൻᢥޟߚࠇߐ┙⏕ࠅࠃߦળຬᆔ↥ㆮ⇇਎
㧕ᐕ4991㧔ᦠᢥ⦟ᄹࠆߔ㑐ߦ㧕ᕈᱜ⌀㧔ࠖ࠹ࠪࠖ࠹ࡦ࠮࡯ࠝ
ޔߟߟߒᘦ⠨ࠍ
ޔߦࠄߐ .3
ޔ㧕ᐕ9891㧔๔൘ࠆߔ㑐ߦ⼔଻ߩᛚવ㑆᳃߮෸ൻᢥ⊛⛔વ
߮෸㧕ᐕ7991㧔⸒ትߩ૞வࠆߔ㑐ߦ↥ㆮᒻή߮෸ᛚญߩ㘃ੱ
㧕ޕ߁޿ߣޠ⚂᧦ᐕ3002ޟਅએ㧔⚂᧦ࠆߔ㑐ߦ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή
ޔߟߟߒᘦ⠨ࠍ
߮ਗޔߣߎࠆ޽ߢⷐ㊀ߦ᭽หߣ⼔଻ߩ↥ㆮὼ⥄߮෸↥ㆮൻᢥߩᒻ᦭ߪ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή .4
ℂߥ⊛⇇਎ߦߣߎ޿ߥࠄߥ߫ࠇߌߥࠇߐ⼔଻ޔࠇߐᘦ⠨ߡߒߣ૕⥄ࠇߘ߇↥ㆮൻᢥᒻήߦ
ޔߟߟߒ⼂⹺ࠍߣߎߚߞߥߦ߁ࠃࠆࠇߐ␜߇⸃
ޔߟߟߒᘦ⠨ࠍ⟵ቯߩ↥ㆮὼ⥄߮෸↥ㆮൻᢥࠆ޽ߦ⚂᧦ᐕ2791 .5
ߦ߮ਗⴚᛛ߮෸⼂⍮ޔ⃻⴫ޔ౮ឬޔ⠌ᘠޟޔߡ޿߅ߦ⚂᧦ᐕ3002ߪ↥ㆮൻᢥᒻήޔߦࠄߐ .6
ߞࠃߦว႐߮෸࿅㓸ޔળ␠ޔߡߞ޽ߢ㑆ⓨ⊛ൻᢥ߮෸ຠᎿടޔຠ‛ޔౕེࠆߔㅪ㑐ߦࠇߘ
ߐᛚવߣ߳ઍ਎ࠄ߆ઍ਎㧕ߡߒߘ㧔ޔߩ߽ࠆ߼⹺ߡߒߣㇱ৻ߩ↥ㆮൻᢥߩᏆ⥄߇ੱ୘ߪߡ
߆ޔߒ⃻ౣߕ߃⛘ߡߒᔕኻߦผᱧ߮෸↪૞੕⋧ߩߣὼ⥄ޔႺⅣߩᏆ⥄߇࿅㓸߮෸ળ␠ޔࠇ
ࠍߣߎࠆ޿ߡࠇߐ⟵ቯߣߩ߽ޠࠆ߃ਈࠍ⼂⹺ߩᕈ⛯⛮߮෸ᕈ৻หߦ࿅㓸߮෸ળ␠⹥ᒰޔߟ
ޔߟߟߒᘦ⠨
ࠍߣߎ߈ߴࠆࠇࠄߓ⻠ߢਛߩ⣂ᢥ⊛ൻᢥߩቯ․ߪ↪ㆡߩߘߣ㉼⸃ߩࠖ࠹ࠪࠖ࠹ࡦ࠮࡯ࠝ .7
ޔߟߟߒᘦ⠨ࠍߣߎߚߞ޽ߢ⊛ᦼ↹ߡ޿߅ߦో଻ߩ↥ㆮ߇ᦠᢥ⦟ᄹߚߒ⺞ᒝ
ߩว႐ࠆࠇߐ↪ㆡߦ↥ㆮൻᢥᒻ᦭ޔࠅ޽ߢߩ߽ࠆࠇߐ⃻ౣߕ߃⛘ߪ↥ㆮൻᢥᒻήޔߦࠄߐ .8
ߪߢಾㆡߪߦ㓙ࠆߔ⼔଻ޔߒ⼂⹺ࠍ↥ㆮൻᢥᒻήޔߪ⪲⸒߁޿ߣޠࠖ࠹ࠪࠖ࠹ࡦ࠮࡯ࠝޟ
ޔߟߟߒᘦ⠨ࠍߣߎ޿ߥ
⼂⹺ࠍߣߎ޿ᄙ߇ߣߎࠆ޿ߡߒሽଐ੕⋧ߪ⚛ⷐ⻉ߩ↥ㆮᒻή߮෸↥ㆮᒻ᦭ߩ࿅㓸ߣળ␠ .9
ޔߟߟߒ
ή߇଀੐ߩ↥ㆮൻᢥᒻή޿ߥߒሽଐߦຠ‛߿ᚲ႐ߩቯ․ߪߦ⃻⴫ߪ෶┙ሽߩߘޔߦࠄߐ .01
ߩળ␠ߩᣣ੹ߡߞ޽ߢߩ߽ߩ෰ㆊ߇୯ଔࠆߔㅪ㑐ߦ〔ㆮ߮෸‛ㅧᑪᔨ⸥ޔߚ߹ޔߒ࿷ሽᢙ
ߥࠇߐߥ⷗ߪߣ↥ㆮൻᢥᒻήࠆࠇߐ⟵ቯߢ⚂᧦ᐕ3002ߪߦว႐޿ߥߪߢ↥ㆮࠆ޿ߡ߈↢
ޔߟߟߒᘦ⠨ࠍߣߎ޿
ࠆࠇࠄߺߦ㑆ߩ࠴࡯ࡠࡊࠕߩ߳⼔଻ߩࠄࠇߘߦ߮ਗ㑆ߩ↥ㆮൻᢥᒻή߮෸↥ㆮൻᢥᒻ᦭ .11
ή߮෸↥ㆮᒻ᦭ߩ࿅㓸߿ળ␠ޔࠅ㒢ࠆ߈ߢޔߪޘᚒޔߟߟߒᘦ⠨ࠍὐ㆑⋧߮෸ᕈሽଐ੕⋧
ߎࠆߍ਄ࠅ✵ࠍ࠴࡯ࡠࡊࠕ⊛ว⛔߁ࠃࠆ߃޽ߒᒝ⵬ߢ⋉᦭ߦ੕⋧ޔߒ๺⺞߇⼔଻ߩ↥ㆮᒻ
―401 ―
ޔ߃⠨ߣಾㆡ߇ߣ
ޕࠆߔᦸⷐࠍߣߎߩਅએߪޘᚒߡߒߘ
ߦੱ୘߮෸૕࿅㑆᳃ޔ❱⚵ᐭ᡽ޔ㑐ᯏ㓙࿖ޔዪᒰኅ࿖ࠆࠊ៤ߦ⊛ᭂⓍߦ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥ .21
ᣉታࠍᩏ⺞ߡ޿ߟߦ߈⛯ᚻ߮෸⇛ᚢߩ߼ߚࠆߔว⛔ࠍ⼔଻ߩ↥ㆮᒻή߮෸↥ㆮᒻ᦭ޔߒኻ
ᚑᒻࠍᗧวޔߒജදߦធኒߣ࿅㓸߮෸ળ␠ࠆߔଥ㑐ߦᏱࠍࠇߘޔߚ߹ޔߣߎࠆߔេᡰޔߒ
ޔߣߎ߁ⴕߟߟߒ
ࠆ߈ߢߢਛߩᬺ੐߮෸↹⸘ࠍὐⷞߥ⊛ว⛔ߟ߆⊛᜝൮ߩߡ޿ߟߦ↥ㆮޔߒኻߦࠦࠬࡀ࡙ .31
ߩ⦟ᦨߚߞೣߦ␹♖ߩ⸒ትߩߎ߮෸ߣߎࠆߔេᡰࠍᚑ⢒᧚ ੱޔߣߎࠆߔⴕታޔߒ↪ណࠅ㒢
ޔߣߎࠆߔ␜ឭࠍ㊎ᜰߩ߼ߚߩ〣ታ
଻↥ㆮߡߓㅢࠍ⢒ᢎߩⷙᱜ㕖߮෸ⷙᱜߦ․ޔߒኻߦ⠪ଥ㑐ߩߡߴߔઁߩߘ߮෸ዪᒰኅ࿖ .41
ᭂⓍߩၞ࿾ߒ㑐ߦὐߩߎߦ߮ਗޔ⟎ភ⊛૕ౕߩ߼ߚࠆߔ਄ะࠍ⼂ᗧߩߡ޿ߟߦᕈⷐ㊀ߩ⼔
ޔߣߎࠆၫࠍ⟎ភ⊛૕ౕߩ߼ߚࠆߔߦታ⏕ࠍਈ㑐⊛
ߔᣉታࠍᬺ੐߮෸↹⸘ࠆߔว⛔ࠍ⼔଻ߩ↥ㆮᒻή߮෸↥ㆮᒻ᦭ޔߒኻߦ⠪ଥ㑐ߩߡߴߔ .51
ޔߣߎߊ޿ߡߒ↪ᵴߦ⊛ᭂⓍࠍⴚᛛାㅢႎᖱߥߚᣂޔࠅߚ޽ߦࠆ
᦭ߦ⊛ᷣ⚻ޔߊߥߣߎ߁ߥ៊ࠍ⛯ሽߩ↥ㆮߩߘߣᕈ૕৻ߩળ␠ޔߒኻߦ⠪ଥ㑐ߩߡߴߔ .61
ޔߣߎࠆߔㅴផࠍേᵴߩㅪ㑐↥ㆮߥ⋉
ߦ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻήߚࠇߐᛯណߢળ✚ࠦࠬࡀ࡙ߦ᦬01ᐕ3002ޔߒኻߦ࿖⋖ടࠦࠬࡀ࡙ .71
ޕߣߎࠆߔಎᛕߦᦼᣧߌߛࠆ߈ߢࠍ⚂᧦ࠆߔ㑐
ᧄᣣޔ⦟ᄹ
ޠߡߒߑ߼ࠍ࠴࡯ࡠࡊࠕ⊛ว⛔Ɇ⼔଻ߩ↥ㆮൻᢥᒻή߮෸↥ㆮൻᢥᒻ᦭ޟ⼏ળ㓙࿖
ᣣ32㨪ᣣ02 ᦬01 ᐕ4002
